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分散型電源の導入拡大のための

電力ネ ッ トワーク技術
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況の下で,地 球規模での環境や資源の制約に対処 して,わ が国の社会が長期的に

持続可能な発展 を維持するためには,電 力供給のためのエネルギー資源 とインフ

ラの確保が大切である。エネルギー技術 の開発が長い時間を必要 とすることを考

えれば,わ れわれの社会の将来に向けた大 きな課題 として積極的に取 り組む必要

がある。中でも,再 生可能エネルギー源を中心 とした分散型電源の導入拡大 と省

エネルギー技術のさらなる開発 は,資 源に乏 しく技術力 に優れ るわが国にとって

さらに注力 を進めるべ き分野であ り,国 際的なエネルギー問題の解決にも寄与す

高度情報化社会の進展により電気エネノレギーの供給はわれわれの生活にますま 彰

す重要なものとなってきている.社 会の人購 成が高齢化する一方で,わ れわれ 彰

が より樋 で醗 姓 活 を求めて行1ナば,最 近の冬季の霰 の伸びにみ られるよ 彰

うに庵 気エネルギ濡 要は轍 も着実に増加すると予想 される。 このようなA犬 彰彰

彰

彰,

諺

彰

彰
彰

彰

る道である。特 に,分 散型電源については国の新エネルギ欄 発施策によって技 号

術 進歩が進 んでお り,そ れを広汎 に普 及拡大 して行 く段階 に入 っている。

電気エネルギーはその物理的な性質によって各瞬時に供給量 と利用量が平衡 し

ていない と安定 な運転状態 を保 てない という制約がある。個別の需要家の使用す

る電気エネルギーの量(電 力量)は 時々刻々変化するので,多 数の需要家 と電源

を結合する巨大 な電力供給網 を構成 し,需 要変化の均衡化の効果 と発電量の高速

かつ精密 な制御 によって,安 定で信頼度が高 く,高 度の情報通信機器にも対処で

きる高品質の電力が供給 されている。分散型電源には多様 なものがあるが,総 じ

て天候や気候に依存 して出力が変動 し,発 電量の制御 に制約があ り,設 置箇所 も

限定 され,規 模 とコス トの関係か ら事業用の大規模電源 と同等の運転信頼度を保 彰

たせるの灘 しいなどの問題点を持 っている・このため,分 散型電源が電力供給 彰

網の中に大量かつ広汎に存在すれば,発 生電力の変動襖 常時 においても電力供 彰

給品質の低下 を生 じないような何 らかの対策が必要になる。小規模 で数の多い分 彰
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散電源を含む場合の電力供給システムの運用は,電 力 フローの制御や安定化の点

で従来の限 られた数の大規模電源か ら負荷に向かって樹枝状に電力 を流す方式 と

は本質的に異なって くる。

高度情報化の時代 に信頼性や安定度の点で需要家が必要 とする高い品質の電力

の供給を維持 しなが ら,分 散型電源の特長 を活か しかつ効果的にその大量導入を

図るには,分 散型電源の集中する系統末端に新 しい電力供給ネットワークを構築

し,相 互の連携運転や電力貯蔵装置の組み込みによって発生電力の変動を吸収 し

て有効利用 し,既 存の電力供給網 との共存 ・共栄 を進める必要がある。 このよう

な地域供給 ネットワークは電力会社による従来の電力供給網 を小規模で局所化 し

た という意味でマイクログリッドとも呼ばれるが,需 要家 には対応が難 しい分散

型電源の保守管理を統合的に行 うことも可能であ り,分 散型電源の利便性の向上

に もつながる。ネッ トワークを構成する2次 電池やスーパーキャパシタなどの電

力貯蔵装置や電力フローの制御のためのパ ワーエ レク トロニクスの技術 も進歩 し

てお り,こ れ らを統括 して運用するシステムも情報通信技術や制御手法の進展で

高度化がで き,ネ ットワーク内の各需要家で発生する負荷や発生電力の変動 を平

滑化し,IT時 代の高い電力供給品質ニーズにも対応できる。発電量や貯蔵量 に

余剰が十分 にあれば,電 力供給網の異常時に供給支援 を行 う逆アンシラリーサー

ビスも可能である。

限 られた数 の分 散型電源 と需要家で構 成 され るこの ような新 しい電力供給 シス

テムが実際 に上 に述べ た ような機 能 を発揮 で きるかの実証 は,資 源エ ネルギー庁

や新エ ネルギ ー ・産 業技 術総合 開発 機構i(NEDO)の 助成や企業 の技術 開発 と し

て 各所 で始 ま って い る。昨年 に名古屋 で開催 された 「愛 ・地球博」 で は,日 本館

とNEDOパ ビリオ ンの電 力供給が この よ うなモデ ル シス テムで行 われ,貴 重 な運

転 デー タが得 られ る とともにその有用性 のPR効 果 も上 が った。実証 中のシステ

ム では,既 存 の電力供給網 との協 調運転,地 域 的 に分離 した分 散電源群 の既存 の

電 力供 給網 を利 用 しつ つ ヴ ァー チ ャル な独 立 した電 力供給 システ ム として の運

用,完 全 に独立 した電力供給 ネ ッ トワー クを構城 した場合 の経 済性,従 来 の電力

供 給 シス テム を超 え た電力供給 品質の実現,ビ ル負荷へ の独 立供給 な ど,多 様 な

挑 戦的 な目標 に向か って の開発 が進んでい る。 これ らによ り従 来制約の多 か った

分 散型 電源 の導入 が新 しい付加価値 によって見 直 され,拡 大 して行 くことが大 い

に期待 され る。
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虞◎

[政策紹介]

「新 ・国家 エ ネ ル ギ ー戦 略 」 につ い て

高 橋 直 人

*

経済産業省 資源エネルギー庁
長官官房総合政策課 企画調査官

.◆.・ 「・ ◆ ♂

1.は じ め に

経 済産業省 ・資源エ ネルギー庁で は,本 年5月 末,総 合資源 エネルギー調査 会 ・総合部会で の議

論 を経 て,「 新 ・国家 エネルギ ー戦略」の 「最終 と りまとめ」 を経済財 政諮問会議 に報告 した 。3

月の 「中問 とりま とめ」 では,現 状 認識 と課題 が 中心で,課 題 をどう解決 してい くか は必ず しも明

確 で なか った。「最終 と りま とめ」 で は,そ れ ら課題 克服 の実 現 に向けた取 組み,プ ログ ラムが盛

り込 まれた。以下,「 新 ・国家エ ネルギー戦略」の概 要 を述べ る。

2.現 状認識 と課題

(1)エ ネルギー需給の構造変化

① エネルギー市場の長期的な推移

国際エネルギー市場は,石 油 ショック移行の推移,今 後30年 鑑の展望を踏まえれば,需 給両面の

様々な要因から大きな構造変化を迎えていると認識される(図1)。

(単位:ド ル/バ レル)
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シェアで石油が石炭を逆転
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石油は高度経済成長の原
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第一 の構 造 変化

石 油ショックへ の対 応

・OPEC諸 国が石油産業を翻営

化、価格引上げを実施。

づヒOPEci諸圏による生塵拡大
など、供給源は多様化。
・原争力、天然ガス等石油代替
や省エネ推進が本絡化。
・消費国側で国際ヱネルギー機関

({EA)設 立、飼家備蓄の開始
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第二の構造変化
構造的な需給逼迫

・中国 、インドなどのエネル

ギー・-za要急堰 、◎PECの

供給余 力の 低下等 による

構造 変化によ琴、慰界 の

工塞ルギ ー需給 は構 造的

な逼 追局面 に。

図1原 油価格の長期的な推移と国際石油市場の構造変化

*本 稿 は,本 年6月30日 の当所 月例研 究会(第247回)に おける ご講演 を編集部 にて とりま とめた ものです。
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② 需要側の構造的変化

世界のエネルギー需要は,ア ジア を中心 として急速 に伸 び,2030年 には2002年 比 で60%増 加す る見

込みである。特 に中国は,既 にわが 国を抜 く世界第2位 のエネルギー消費 国であ り,1990年 代半 ばに

純輸入国 に転 じて以降,2030年 にはその80%を 海外 か らの輸入 に依存す る と予測 されている。2000年

か ら2004年 の4年 間を見 て も,世 界 の石油需要増加の3分 の1を 中国が 占めている(図2,図3)。
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図2中 国の石油需要の増加
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図3主 要 国の増加量比較(2000年 →2004年)
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③ 供給側の構造変化

他方,供 給側においては,産 油 ・産ガス国におけるエネルギー資源の国家管理 ・外資規制の動 き

(表1),パ イプライン等の大規模流通インフラの不足,非OPEC諸 国の供給力の低下 ・中東依存度

の高 まり(図4),石 油 ピーク論 に代表 される長期的な資源制約に対する意識の高 まり(表2)な

どが顕在化 している。

表1供 給側の構造変化一資源国による国家管理強化の動きの例

・サ ウジア ラビア:国 営SaudiAramco社 が全 ての石油権益 を保有 。天然 ガスは外資 開放 。
・UAE:政 府(国 営ADNOC社)が 石油 権益 に最 大60%参 加。天然 ガス は100%政 府保有 。

中東 ・イ ラン:政 府(国 営NIOC)が 探鉱 ・開発,生 産の権利保 有。民 間企業 はバ イバ ック方式 のみで参 加可能。
・カ タール=政 府(国 営QP社)は

,民 間企 業 とPS契 約(配 分比率制 限無)に より石油 ・天然 ガス を開発 。

QP社 は,LNGプ ロジェ ク トに60%以 上参 加。
・ク ウェー ト:政 府(国 営KOC)が 探鉱 ・開発,生 産の 権利 保有。 サー ビス契約 による外資 導入 を図る動 きが ある。

・ロシア:05年
,重 要油 田におけ る外資 の オー クシ ョン参加制 限,露 企業 に よる権 益51%以 上参加義 務等 を規定 した

地下資源法を議会に提出。
・カザフス タン:02年 ,従 来 の100%外 資容 認 を変更 し,政 府(国 営Kazmunaigaz社)の50%以 上 権益参 加 を義務付 け。

ロ シア ・中央

ア ジア

04年,地 下資 源法 の改 正 によ り,同 社 に先買権 行使権 を付 与。
・トルク メニスタ ン:外 資参 加はOffshoreプ ロジェ ク トのみ可能 。国営TNOC社 の設 立を準備 中で あ り,既 存の外 資参加

プロジェ ク トの全て に同社が参加 予定 。
・ア ゼルバ イジャン:外 資導 入 に積極 的。政府(国 営Socar社)は10～50%権 益 参加。

・ナイ ジェ リア:政 府 は
,99年,国 内石油 会社へ の大水深16鉱 区付与撤 回。05年 国際石油 資本保 有24鉱 区を政 府保有

に。
・リビア:03年 ,制 裁解 除に よる国際社会復 帰後,05年 に2度 の探鉱鉱 区入札 を実 施 し,06年 も新 鉱区入札 を予定す る

アフ リカ 等,外 資導入 に積極 的。
・アル ジェ リア186年 以 降,外 資参加 可能(累 積債務 解消,回 収率 向上)。05年,国 営石 油会社 の権 限縮小,外 資企 業

参入促進を強化。
・アン ゴラ:大 水 深油 田のPS契 約 政府取分 を拡大(最 大9割 の例) 。外 国企業 の契約延 長 を認 め なかった例が ある。

東南アジア
・イ ン ドネシア:生 産量 漸減 に伴 い,PS契 約条件 改善 に よる生 産拡大 を図る一方 で,国 内需要増加 に伴 い,新 規PS

契約 に,ガ ス生産量 の25%国 内供 給義務 を課す 見込み。

・ベネズ エラ:石 油 について 国営 石油公社 との合 弁企業形 態へ の移行,政 府 の6割 以 上の資 本参加 。過去 に遡 及 して
中南米 石油企業 への所得 税引上 げ(34%→50%)。 天然 ガス について は,民 間 企業 の100%参 加 可能。

・ボ リビア:政 府 は,06年5月,炭 化水 素資源 の国有化 を発表(政 府側収益 配分 の大幅引 き上 げ,主 要企業 の

株式過半数の国家取得等)
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④ 国際的な枠組みを巡る議論の動向

エネルギー需給構造に大 きな影響を与える気候変動問題や核不拡散に関する国際的な枠組みを巡

る議論が活発化 しつつあり,新 たな枠組みの実現 に向けてわが国が積極的に協力 ・貢献することの

必要性が増 している。

隊記調

圃
アジア

回

騰 励,㌧、、,働 レ

(出所=登3A/WorldEnergyOutめ ◎k2◎04)

図4世 界のエネルギー供給における中東およびOPEC依 存度の見通 し

表2石 油生産のピークに関する見通 し

標 準的なシナ リオ 悲観的なシナ リオ 楽観的なケース

1996年1月 時点の非在来型

石油の残存究極可採埋蔵量
(10億 バ レル)

2626 1700 3200

在来型石油生産量のピーク 2028～2032 2013～2017 2033～2037

在来型石油のピー ク時の
世界的需要(百 万バ レル/日)

121 96 142

非在来型石油の2030年 の
生産量(百 万バ レル/日)

10 37 8

(出 所=WorldEnergyOutlook2004)

⑤ 国内的な環境変化

わが国の購買力が,将 来,国 際エネルギー市

場において相対的に低下 してい くことに伴 うエ

ネルギー資源の確保力の低下に対する懸念,自

由化の進 んだ環境下 における適切な供給余力の

維持等への投資の確保 など,新 たな課題 に直面

している。

(2)政 情 不安等の市場混乱要 因および混乱増 幅

要因の多様化

中長期 的 なエ ネル ギー需給 の タイ ト化 を もた 欄Uし㏄(tWtWXh-)&びma」L"'"Fo

らす構造 的 な変化 の み な らず,一 時 的 にエ ネル 〈琶蜘シ甥網細鰯 舗鶴に獺餅 ▽嘩 序㍑穆嵐

ギー供給 に対 して支 障 を生 じる可能性 のあ る市 図5中 東原油 ・LNGの 海上輸送路

場混乱 要因,さ らに市場の混乱 を増幅 させ る要 因 も多様化 しつつあ る(図5)。

(3)各 国で進 むエネルギー戦略の再構築

こうしたエネルギー市場 を巡る情勢変化の下,世 界各国においても,改 めて,エ ネルギー問題が

国家的な最重要課題の1つ として捉 えられ始めている。エネルギー消費国においては,国 内エネル

ギー需給構造の体質強化や権益確保 を強化する動 きなどが見 られる一方で,エ ネルギー供給国にお

いては,エ ネルギー資源の国家管理 を強化するなど,そ れぞれの国益を踏 まえた形で,エ ネルギー

国家戦略の再構築 に向けた動きが活発化 している(図6)。

一5一 季報エ ネルギー総合工学



米国のエネルギー敢策 φ国のエネルギー敵策

◎エヨζルギー対外依蕉簾.の蟻滋
エネルギー源の多様化、霞勤藁動力源の多様化の2つ を柱とした
r先端工皐ルギー ・イ瓜シアティSj琶 提承,(一 般教欝演説(20

06隼 り月))

(滋 曲 をルの積極遡 への転換
原茅力発亀の拡大と核不拡散の薄立を騒指し、先進的爾処理技徳や

灘遼1晒の閣発等を内窃とする新たな構想を溌衷。(2QQ6無2月)

欧捌のエネルギー政策

Q省 工審ルギ⊃=.政灘 化
・EUi委員i塞は、エネルギー潤費を2020ffま でに20%撫 溺すること
を数瞳冒標

として決定。(2005鋒6月)
・{ムでな、際子力溌箪の維持、エネルギー需費搾魏策、爾生旬能

工ネルギー箪源の割台など数簸自標も明記したエネルギー政策捲針法
が域ぬ。

(2005無 三7月)
Ω髄 難,礁 籔の縦1こ 飽けた熱き
・EU委 員会は漂箏力の傷騨価を含めた一次工ネルギー一供給構成の

講検討等のエネルギー安金擦曄の強化醸策を発表。

(20Q6無3月)
・これを蔓け欧側菖脳会議において欧州共通のエネルギー敢策の策定

を盆意。
(2CQ6嫌3箆)

Ω釜一 麹 杢絡化
2010黛 までにGDP墨 たりエネルギー一消費効率を}2割改善。

◎一 無咽 姦
原子力発電餐嶽蒼2020葺 までに現在の900]SkWか ら

約4000rSkW
(100簿kW級 で獅たに約30基 建設)ま で釧き上げの茅建。

Q石 炭の闇幾 ・クソ.驚ン獺 鍍 進
Ω溜外での穣榛磯な資源搬 の確蘇

最近5葎 間で、約30か 蟹に対し、125億 ドル以上の上流投資を
案灘。

(さらに失敗に総わったユノカル黄穀では185億 ドルをオフアー・

Oシ アのエネルギー-ew策

Q工 考ζルキー驚蜘 鐡
趣翼で重嚢な石油 ・天然ガス輸出國となること蓉霞捲し、供総力

拡大1こ1主力。
地下資源法の改正、Jt-一コス悶題等、Oシ アは破溜によるエネルギー
産業への闘箒を強化する応虜.

(地下資源法の改正は親在ロシア議会で検甜中)

図6各 国のエネルギー政策動向の例

3。 新 ・国家 エネル ギー戦略の構築(数 値 目標の設定)

前述のようなエネルギーを取 り巻 く内外の環境変化に関する現状認識に基づ き,エ ネルギー安全

保障を軸に,わ が国の新たな国家エネルギー戦略を構築することが不可欠である。構築の基本的な

視点 として,「 戦略によって実現 を目指す目標」,「戦略策定に当たっての基本的視点」,「戦略実施

に際 しての留意事項」が掲げられたが,留 意事項の中で 「数値目標の設定」を行っている。以下に

示す5つ の数値目標は,エ ネルギー安全保障の確立に向けて,官 民をあげて軸のぶれない取組みを

行 うに当り,官 民が共有すべ き長期的な方向性 として設定するもので,実 現に向けて取組んでい く

ための 「意欲 を持った数字」である。

① 省エネルギー 目標:今 後,2030年 まで にさ らに少 な くとも30%の 効率改 善 を目指 す。

② 石 油依存度低減 目標:今 後,2030年 まで に,40%を 下 回る水準 を目指す 。

③ 運輸部 門にお ける石油依存度低 減 目標=今 後,2030年 までに,80%程 度 とする ことを目指す。

④ 原子 力発電 目標=2030年 以 降 におい て も,発 電電力 量 に占める原 子力発電 の比 率 を30～40%

程 度以上 にす るこ とを目指 す。

⑤ 海 外での資源開発 目標=自 主 開発比率 を今後更 に拡大 し,2030年 まで に,40%程 度 を目指す。

4.実 現 に向 けた具体的 なプログラム と位置 づ け

様々な国家的な諸課題 に対 して,以 下 に示

す具体的なプログラムに積極的に取組み,官

民一体 となった取組みの好循環が社会全体に

定着するようイニシアティブを発揮 してい く。

各プログラムの視点 と概要を次に述べる。

世界最 先端 のエネル ギー需給構造 の案現

1)省 エネルギー フロン トランナー計画

わが 国経済 は,1970年 代 の石油 シ ョック以

霊Ero。◎

髪140.o

緯　
60ζ}

4登.e

裳{》◎

o.◎

等973隼鷹鍵績 2003銀 俄饗撲 灘}30黛度 饅毒集

図7GDP当 りエネルギー利用効率指数 と目標値
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来,30%を 超 えるエ ネルギ ー消 費効 率 を実現

して きた。今後,技 術 革新 と社 会 シス テム変

革 の好循 環 を確 立 させ るこ とに よ り,2030年

まで に更 に30%の エ ネルギ ー消 費効率 改善 を

目指す(図7)。

2)運 輸エネルギーの次世代化計画

石油市場における需給逼迫などエネルギー

市場の変動にも柔軟 に対応で き高効率 な運輸

インフラを確立するため,2030年 に向け,運

,20%

1◎◎%

80艦

60%

40%

2G唯

o%

1973ff度 2000年 度 2030隼 度

図8運 輸部門の石油依存度と目標値

輸部門の石油依存度が80%に なることを目指 し,必 要な環境整備 を行 う(図8)。

3)新 エネルギーイノベ ーシ ョン計画

産業 と しての 自立 を目指 しつつ その導入拡大 を図る ことによって,2030年 まで に,例 えば以 下の

ような方向性 で普及 に取組 む。

●太陽光発電に要するコス トを火力発電並みとする。

●バイオマスエネルギー,風 力発電などによる地産地消型の取組みを推進 し,地 域におけるエネルギー自給

率を引 き上げる。

●自動車の新車販売の多 くをハイブリッド化するとともに,電 気自動車 ・燃料電池自動車の導入を促進する。

4)原 子力立国計画

供給安定性 に優れ,運 転中にCO2を 排出しないクリーンなエネルギー源である原子力発電は,エ

ネルギー安全保障の確立 と地球環境問題を一体的に解決するための要である。2030年 以降において

も,発 電電力量に占める比率 を30～40%程 度以上にすることを目指す。また,現 在の軽水炉を前提

とした核燃料サイクルの着実な推進,高 速増殖炉の早期実用化 などの諸課題に計画的かつ総合的に

取組むとともに,核 融合エネルギー技術の研究開発を推進する(図9)。

10◎瓢

鱗

BBSt

7簾

鱗

so覧

4c"6

3◎質

2◎鷲

肇礁

傭

!960壌965葉973r終}79壌99{}2◎ ◎42◎3{}

傭 鋤 資源 鑑塞ルギ・一鐸 竃灘㌶発⑳擬婆」等

図9わ が国原子力発電比率 と目標値

資源外交,エ ネルギー環境協力の総合的強化

5)総 合資源確保戦略

資源国 との総合的な関係強化やわが国企業による海外における資源開発に対する支援の強化に取

組むことにより,わ が国の原油輸入量に占めるわが国企業の権益下にある原油取引量の割合(自 主

開発比率)を,今 後更に拡大 し,2030年 までに,取 引量ベースで40%程 度 とすることを目指す とと

もに,供 給源の多様化 を促進する(図10,図11)。
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図10わ が国の石油自主開発比率と目標値

ノ
が

.7

スー ン

t'(SJXSi?

ツウ 濡一 ト

イラン

《び

熊 な輸入先 ξ～◎◎簿 、まゴ立壌◎力磯}】

ア ラ槻 轟織 澱頻

才マ …ヤ

カρ一捧

ゆウジアケビ7

○

(?

鐵餐 類入嫌 シ嵐ア

Φサウジブラビア 462轟 309篤

②7ラ ブ雛長徽遷邦 墨775 24,5奮

⑪イワン 2肇22 籍8覧

㊥カタール 顎32 驚6覧

⑪ケウ姫 ト 襲3時蓋 8β 馬

@オ マーン 麟葱 2,9鶴

②イン隣 シア 韻 、4 z9鴬

③スーダン 29瀞 董,9蒐

⑨ 少イジ菰リワ 喫7、4 領」 答

働オース樽リア 勺2.7 oL8箔

モの紬 62.9 膚護 鴇

繊輸入獲 璽s422 、oo鵬

に　 こモリ　 ハ レノの

綴繍 叢_嘉__、 〆

/ノ

図11わ が国の石油輸入国の内訳

6)ア ジア ・エネル ギー環境協力戦略

エ ネルギー需 要が急増 しつつあ る中国,イ ン ド等 のア ジア諸国 に対 して,わ が国の強みであ る省

エ ネル ギー分野 をは じめ としたエ ネルギー環境協力 を戦 略的に展 開 し,ア ジア との共生 を目指す。

緊急時対応の充葵

7)緊 急時対応の強化

石油備蓄制度について,国 家備蓄の増強によってわが国全体の備蓄水準の引 き上げを行 う一方,

国家製品備蓄 を導入し,機 動性のある石油備蓄制度 を実現する。また,需 要の拡大 しつつある天然

ガスに関する緊急時対応体制 も検討する。更に,エ ネルギー源全体を見渡 した緊急時対応シナリオ

の作成 を行う。

共通 な課題

8)エ ネル ギー技術戦略の策定

中長期 的 に必 要 となる技術 開発 をロー ドマ ップの形 で提 示 し,官 民一体 となった軸 のぶ れない取

組 み を実現す る ことに より,省 エ ネルギ ーをは じめ多 くのエ ネルギ ー関連技 術分野で,わ が 国が世

界 の トップラ ンナーになることを目指す。

5.今 後 の予定

「新 ・国家エ ネルギー戦略」 は,本 年7月 に閣議 決定 され る小 泉政権 の 「経済財政運営 と構造改

革 に関す る基本 方針2006」(い わゆる 「骨太 の方針2006」)に 反 映 され る見 込み であ る。 また,「 エ

ネルギ ー政 策基 本法」 に基づ い て策定 され た 「エ ネルギー基本 計画」(2003年10月 策定)の 見 直 し

作業 において も反映 される と見込 まれ る。
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[寄稿]

電 力 ネ ッ トワ ー ク技 術 実 証研 究
一分散型電源普及時の電圧変動抑制技術 の開発一

小 林 広 武(熈 貴研究所 システム技術研究所)

'胃"ン ∫''''''"

1.は じ め に

環 境 問題 へ の対応 な どに よ り,今 後,太 陽

光発電 な どの分散型電源 が配電系統 を中心 に,

大量 に導 入 され る ことが予想 され る。 そ うな

る と,系 統 の電 力 品質や保 護 ・保 安面 で種 々

の問題の発生 する可 能性 がある。

そ こで,(助 電 力 中央研 究所 で は,2010年 以

降 の将来 を見据 えた新 しい電力供給 シス テム

の1つ と して,こ の ような問題 の発 生 を防 ぎ,

系統 と調和 の とれ た分 散型 電源 の導入 が図 れ

る と と もに,分 散 型 電 源 の有 効 活 用 を図 る

「需要地系統」 を提案 し,実 証研 究 を進 めてい

る(1)(2)(3)。

当研 究 に関連 して,平 成16年 度 よ り,(独)新

エ ネルギー ・産 業技術総合 開発機構i(NEDO)

よ り,「 電力 ネ ッ トワーク技術 実証研 究」 を受

託 し,4力 年計 画 で,分 散 型電源 系統連 系上

の主 要課題 の1つ であ る,逆 潮流 等 に伴 う配

電系統 の電 圧変 動 を抑 制す る ための技術 開発

を進めてい る。

本稿で は 「電力 ネ ッ トワー ク技術 実証研究」

の内容 と,こ れ までの主 な成 果 につ いて紹介

する。

2.配 電線の電圧変動問題

電圧(〉)

小

1◎7V

95V

、7'・曾1↑'』 ↑

醗 不足 … 』}'騨 輝

変蘇
.

醗 ・灘 龍

図1逆 潮流による配電線の電圧変動イメージ

り,配 電線の電圧が上昇 し,電 気事業法第26

条,同 施行規則第44条 で規定 されている供給

電圧の上限値(低 圧100V系 で107V)を 逸脱す

る可能性がある。これにより,家 電製品など

の負荷機器に悪影響 を与 える恐れが生 じる。

また,現 状では,系 統連系技術指針(4)に 従

い,連 系点の電圧が上限に達 した場合,出 力

電力 を絞ることによ り上限の逸脱を防ぐ機能

が分散型電源側 に装備 されているが,大 量導

入により,上 限に達するケースが増加すると,

分散型電源の もつエネルギーを有効に利用で

きなくなる可能性 も生 じる。 このため,電 圧

変動 を抑制するための電力系統側での対策技

術 の開発が望まれている。

配電線 に分散型電源が導入され,余 剰電力

などを配電線に電気 を流 し込 む(逆 潮流が発

生する)と,図1に 示す ように,配 電線が も

っている抵抗 などの線路 インピーダンスによ

3.研 究の 目的 と実施項 目

本研究は,上 述の分散型電源が配電線に大

量 に連系 された場合 に発生する電圧変動を抑

一9一 季報 エネルギー総合工学



制する技術の開発 に焦点 を当てた もので,現

状の放射状配電系統 ならびに将来的なループ

配電系統 を対象に,そ れぞれに適用 される電

圧適正化を図る系統制御機器,な らびにそれ

ら機器の制御方式 を開発 ・実証することを目

的としたものである。

具体的には,大 別 して,次 の3つ の技術 開

発 を行っている。

(1)現 有 する系統 制御機器 の集 中制御方式 の

開発

現在,配 電線 の電 圧制御 機器 と して,配 電

線 の 中間地点 に直列 に挿入 され る変圧器 形 の

自動電圧調整器(SVR;StepVoltageRegulator),

半 導体 スイ ッチ ングな どに よ り無効 電力 を配

電 線 に注 入 して電圧 を制御 す る静 止形 無効電

力補償装置(SVC;StaticVarCompensator),等

が 実用化 されて いる。SVRは,機 械 式 で比較

的低 コス トであ るが,頻 繁 な動作 の繰 り返 し

を避 け るた め,動 作 時 間は1分 程 度 に設 定 さ

れ てい る。一方,SVCは 比 較的高 コス トで あ

るが,動 作 時間が0.1秒 以下 で応答性 に優 れる。

これ らは,い ず れ も,自 端 制御 と呼 ばれ る も

の で,自 身 の接 続 点 の 電圧 を監 視 しなが ら,

電圧 が常 に適正 範 囲に収 まる よ うに制御 して

い る。 しか しなが ら,多 数 の分散 型電源 が導

入 され た場 合,自 端制御 で は,配 電線全 体 に

渡って適正範囲に収めることが不可能になる

場合が想定される。また,複 数の系統制御機

器を設置 した場合,相 互干渉により動作が不

安定になることも考えられる。

そこで,本 研究では,IT技 術 の利用を考

え,複 数の電圧センサーを配電線に設置 して,

配電線全域に渡 り電圧 を監視 し,配 電線電圧

が常 に適正範囲に収まるように,各 系統制御

機器 を最適制御する集中制御方式について検

討を行っている。

(2)配 電線ループ用需給バランスコン トロー

ラの開発

(1)の 方式 は,現 状の放射状の配電系統

を対象 とした短期的な対策 として位置付け ら

れる。一方,よ り大量の分散型電源の導入に

対応する将来技術 を図2に 示す。図にあるよ

うに,2本 の配電線の末端等において,「 配電

線ループ用需給バランスコントローラ(LBC)」

でループ状に常時接続 し,配 電線間の有効電

力潮流 と各配電線の電圧 一無効電力 の制御 を

同時に行 う方式が有効 と考えられる(3)。

(3)LBCと 現有系統制御機i器の組 み合 わせ

そ こで,同LBCの 機 器 開発 と,(1)の 現有

制御機 器 との組合せ を含 めた集 中制御方式の検

討 を進めている。例 えば,図2の ように,一 方

LBC

LBC;配 電線 ルー プ罵需給 バラ ンスコ ン トm一 ラ

変電所1
配電線1

↑ 曾 ↑

龍 融龍
電圧(V)

ノゆ 圏
しBC

「

本
㈱

「

本
辮7辮2 」

瞳

107V

95V

配電線2

畢 畢

変電所2

⇒ 態

図2LBCに より2本 の配電線を末端で接続 した例
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の配電線に分散型電源が大量に連系され逆潮流

により配電線の電圧が上昇 している場合,LBC

を通 してもう片方の配電線に逆潮流の一部を流

し込むことで電圧上昇を抑制できる。

最終的には,費 用対効果 を考慮 に入れ,実

証試験ならびにシミュレーション解析 により,

配電線亘(こ う)長 などの配電線形態や分散

型電源の導入量 に応 じた最適 な制御方式 を明

らかにする計画である。

なお,各 種 の実証試験 は,当 所赤城試験セ

ンターの実規模スケールの分散型電源系統連

系実験設備である 「需要地系統ハイブ リッ ド

実験設備」(1)に より進めている。

4.こ れまでの主 な成 果

(1)現 有系統制御機器の集中制御方式の実証

これまでに,現 状での配電線電圧制御機器

(SVC,SVR等)の 実態 につ いて調査 し,機 器

容量,制 御 方式,応 答速度,等 の基本仕様 を取

りま とめた。 これに基づ き,平 成16～17年 度 の

2力 年 に渡 り,以 下の系統制御装置 を通信利用

の遠 隔制御 可能 な仕様 で設計 ・製作 し,「 需 要

地系統 ハイブ リッ ド実験設備」 に設置 した。

① 自端制御 ・遠隔制御切替え型STATCOM

(自励式SVC)装 置(300kVA/台 ×2台)

② 自端制御 ・遠隔制御切替え型SVR装 置
(3000kVA/台 ×1台)

③ 自端制御 ・遠隔制御切替え型他励式SVC・ShR
(シャント・リアクトル)装 置(300kVA/台 ×2台)

これ らの うち,300kVA級 自励式SVCと3000k

VASVRの 機 器 仕 様 を表1に 示 す 。③ は,

低 コス ト ・タ イプSVCの 検討 の一 環 で設置 し

た もので ある。

また,こ れ ら系統制御装置 を集 中制御 させ る

ための系 統制御 シス テム として,配 電線 セ ン

サ ー(全6カ 所),中 央監視 ・制御 装置,光 通

表1実 証試験 に使用 したSVC,SVRの 仕 様

・タイプ:自 端情報 制御 ,遠 隔制御 切替 え形
・定格容 量:300[kVA]

・定格電圧:6600[V]

・整定値(例)=上 限1065〔V]/下 限

101.5[V](低 圧換 算)
・応答速 度:目 標電圧 の90%値 に最小

0.04[secj程度で到達
・制御対 象電圧:自 端 監視制御、 または中央

か らの指令 に よる遠 隔制御

約lkm

30鰍VA霞 励式$VC

・タイプ:自 端情 報制御(一 般型〈LDC制 御付 〉,

逆 潮固定型 、双 方向型)遠 隔制御切替 え形

動作 時限設定 タイマ ー型(自 端情報制御 の場 合)

定格 容量:3000[kVA]

基準 電圧整定範 囲:5700～7170[V]

動作 時限=45～180[秒](自 端情報制御 の場 合)

電圧 不感帯幅:1～4[%]

獺 攣 も サ・

工0◎kW撲 擬電源ioOkW模 擬電源

2◎9kVA摸 擬負荷200kVA模 擬負荷

〆 沸 フ・イバ

.■■t.i6・6kV実験用

B地 点

300～ §◎◎搬

図3実 証 試 験 回 路
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図4B地 点の実験機器設置状況

表2実 験用分散型電源の仕様

一∫
倉

二一一 》 酬

∵ ㍉ノ!
・
,1;=:諺騨 鯛r",

,慮 鐵

種 類 単機容量 台数

1

総合容量

1.同 期発電機(コ ージェネ等模擬) 25～150kW 4台 415kW

2.誘 導発電機(風 力等模擬) 35～100kW 2台 185kW

3.太 陽光発電(実 機,模 擬) 5kW 16台 80kW

4.イ ンバータ型模擬電源装置A

(太陽光,蓄 電池等模擬)
20kW 12台 240kW

5.イ ンバータ型模擬電源装置B

(太陽光等模擬)〈NEDO受 託で設置〉
100kW 3台 300kW

6.マ イ ク ロ ター ビ ン(実 機) 30kW 1台 30kW

合 計 一 38台 1250kW

信 シス テム,等 を平成17年 度 までに設置 した。

さらに,実 験イ ンフラ機器 として,ス ケジュー

ル 運 転 が 可 能 なイ ンバ ー タ形 模 擬 電 源 装 置

(100kVA×3台)と 模i擬負荷装 置(200kVA×3台)

を製作,設 置 した。 これ ら各装置 の実験設備 に

おける設置状況 を図3,図4に 示 す。 また,既

設 の ものを含め,実 験設備 に設置 してある各種

分 散型 電源 の種類 と容量 について,表2に 示

す。

さ らに,複 数台 運転 を含 めた系統 制御機 器

の集 中制御 の ための基本 方式 を検 討 ・作成 し

た。本 方式 は,当 所 既 開発 の 「繰返 し計算 に

よる最適制御量決定方式」(2)を ベース とした

ものであ る。

本 方式 の フ ロー を図5に 示 す 。本 方式 は,

は じめ に,あ る定 め られた周期(例 えば5分

周期)で,配 電線 セ ンサー か ら送 られ て来 る

各 地点の電圧,な らび に線路 潮流(P,Q)を 逐

次監視 す る。電圧 逸脱地点が発生 した な らば,

まず,各 系統 制御 機器 の制御量 の組 合 わせ パ

①昏地点の電圧 ・靴Q値 を驚視。 ←

豊

〔職 駁地謝'綿o 」W

畢

)

②系統鋼御機器の考えられる全ての鯛
御量組舎せパターンについて潮流計算
を繰返し案旛。

畢
③配電線全体に渡9透1正電圧維持する
制御量組禽せパターンを抽出。

畢
④ ③の 中よ犠 余体の制郷量が最も

小さいパターンを選出.〈驚御黛 圃一

のパターンが複数存姦する場禽は、最

終的に線路損失鑑が最も小さいパター
ンを選出)。

畢
⑤ ④で選 出されたパターンに従い、各

系絞制御機器を劔御 。

韮

図5集 中制御方式の基本フロー
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ター ンを種々変化 させなが ら潮流計算 を繰返

し行い,こ の中から配電線全域 に亘って適正

電圧 を維持す る制御量組合 わせパターンを抽

出す る。更に,全 体制御量が最小,線 路損失

が最小,等 の条件を用い,こ れらの中か ら最

終的な最適組合 わせパ ターンを選定 し,各 系

統制御機器 を制御する。

(2)現 有系統制御機器による電圧適正化方式

の実証評価

需要地系統ハイブリッド実験設備により,開

発 した集中制御方式の実証評価 を進めている。

a.試 験条件

公表されているわが国における標準的な配

電線モデルとして,一 般的に使用 されている

「電協研モデル」(電 気協同研究会 にて使用 さ

れた実配電系統モデル)を 適用 した。本モデ

ルは,商 業地域,工 業地域,住 宅地域,お よ

び郊外地域の4地 域に分かれ,そ れぞれ設定

されているが,こ の中で,① 太陽光発電等の

分散型電源の導入が見込まれ,ま た,② 配電

線の亘(こ う)長 が比較的長 く電圧変動が発

生 し易い,と いった条件により,電 圧変動問

題が特に顕在化する可能性のある住宅地域モ

デルを中心に進めている。

なお,実 験設備では,設 置容量面が限られて

いることから,分 散型電源と負荷を3分 の1ス

ケールに設定するとともに,線 路電圧変動特性

が等価 となるよう線路インピーダンス値 を3倍

に設定 している。実験モデルの概要は表3の 通

りである。

表3実 験モデルの概要

●線路 こう長 は,6.6kVの 幹線の長 さを示 し,住 宅地域 モデルに準 じ,5km相 当に設定 した。実験回路 では,変 電所一A地 点一B地 点一C地 点の

順 におき,C地 点 を線路の末端においた。

● 配電線のインピーダンスにより,現 状の負荷のみの場合では,一 般的に配電線の末端ほど電圧が低下する。 これを補償 し,低 圧系統の電圧 を

適正に保つ方式 として,電 力会社 で用いられている低圧系統に供給する柱上変圧器のタップ値(変 圧比)を 変更 する方式 を適用 した。すなわ

ち,変 電所 から2km相 当の地点 までは6750V/105V,そ れ以降の地点では6600V/tOsVに 設定するもの とした。実験回路では,A地 点を6750VAO5V

の領域、B,C地 点 を6600V/lOsVの 領域にそれぞれおいている。

●分散型電源 と負荷 は,上 記の3地 点のもの を使用 し,そ れぞれ分散型電源出カパターン,お よび配電線負荷パターンに従い,ス ケジュール運

転 させた。設定 した分散型電源出力パターンの一例 として太陽光発電の例(快 晴パターン)を 図6に,ま た負荷パターンの例を図7に 示す。

分散型電源に対 する導入率(配 電線定格容量比;3000kVA)は0%(導 入な し)300/.,50%の3ケ ースを設定 した。

●試験ケースは,分 散型電源の各導入率において,①SVC1カ 所設置ケース,②2カ 所設置ケース,③SVRの み設置ケース,④SVRとSVCの

組合わせケース,の4ケ ースを設定 し,ま た,比 較のため,そ れぞれのケースにおいて現状の自端制御 を採用 した場合の諸特性 について も試験

を行った。

● 以上のケースにおいて,そ れぞれ,① 通常時の配電線全体の適正電圧維持(低 圧換算で上限107Vか らの逸脱の有無)② 非通常時(分 散型電

源の一斉脱落時や停電時)に おける制御追従特性,③ 系統制御機器の複数台並列運転時における出力の不均等性や相互干渉特性,等 について

評価 を進めている。
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b.こ れまでの結果

① 自端制御の結果

始めに,現 状の自端制御の場合の問題点を抽

出することを目的 とした試験 を行い,次 の結

果 を得た。

● 図8に 示す ように,SVClカ 所設置のケ

ースでは
,分 散型電源の導入率が30%以 上

となると,SVC設 置地点では電圧は上限以

下 に制御 されるが,そ れ以外の地点 におい

て電圧の上昇が生 じ,適 正電圧 を逸脱する

場合のあることを確認 した。導入率が小 さ

い場合で も,太 陽光発電などの出力が不安

定な電源が各地点 に接続 されると,気 象状

況 に よっては,電 圧 が最大 となる地点 が

種々変化 し,対 応が困難 になる場合のある

ことを検証 した。

●SVCを 地点の異なる複数カ所(試 験では

2カ 所)に 設置すると,配 電線全体に渡 り,

適正電圧 を維持で きるが,一 般的に,地 点

間でSVC出 力無効電力値 に大 きなアンバラ

ンスが生 じることを確認 した。また,こ の

アンバランスによる出力の大小関係は,太

陽光発電の ように出力が不安定 な電源が導

入 された場合,条 件 によっては逆転する場

合があることを確認 した。これにより,自

端制御方式では,必 要 となる系統制御機器

の総容量が大 きくなる場合が考えられる。

●SVRの みで対応 した場合,太 陽光発電や

風力発電のように出力急変を伴 う分散型電

源が導入 された場合や,分 散型電源の一斉

脱落時 において,制 御動作 の遅れによ り,

一時的に適正電圧 を逸脱する場合のあるこ

とを検証 した(図9)。 これを防止するため

に,SVCを 併用する必要があることを確認

した。
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図8SVC自 端制御の結果(SVC末 端設置)
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② 集中制御の結果

自端制御 に引 き続 き,開 発 した集中制御方

式の実証を進めている。 これまでに,集 中制

御方式 を採用するとSVCを1カ 所のみに設置

した場合で も,分 散型電源の導入率50%程 度

図9SVR自 端制御の結果(負 荷急変時)

に達 して も配電線全域 に渡 って適性電圧範囲

を維持できることを検証 した。

ただ し,セ ンサーによる配電線各地点の電

圧の収集,最 適制御量決定 のための計算等,

制御処理の工程が増えることにより,現 状で

は適正範囲に制御するまでの時間は,自 端制

御の0.1秒 以下 に対 し,数 秒程度要 している。

このため,分 散型電源 出力急変時などにおい

て,制 御遅れにより,一 時的に適正電圧 を維

持で きない場合があることも確認 した(図to)。

以上により,集 中制御 のための処理 を行って

いる間は一時的に自端制御 を取 り入れるなど,

制御 の一層の高速化 ならびに確実化 に向けた

改良方式について実証検討 を進めている。
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図10SVC集 中制御の結果(SVC末 端設置)

(3)配 電線 ル ー プ用 需給 バ ラ ンス コン トロ

ーラの開発

a.基 本方式 の検討

ルー プバ ラ ンス コ ン トロー ラ(LBC)に は,

ルー プ構 成時 にお いて,① 隣接 した配電線 間

の有 効電 力お よび無効 電力 の流 れ を任 意 に制

御 で きる こ と,② 電圧 や位相 が 一致 してい な

い配電線 どう しで も接 続可 能 であ るこ と,③

一 方の配 電線 におい て短絡 な どの事故 が発生

した場合,片 方 の配電 線へ の影響 を防止 で き

る こ と,な どが 要求 され る。容量 は,事 故 時

の融通 を考慮 し,500kVA～1000kVA級 の もの

が必 要 とな る。 また,市 街 な ど需 要地域 の配

電線 に設置 される ため,電 柱 上 に設置 で きる

程度 の小型化が要求 され る。

検討 の結果,① ～③ を満足 す る方式 として,

図11に 示 す2台 の 変換 器 で構 成 され るバ ッ

ク ・ツー ・バ ック(BTB)方 式 を選定 した。

本方 式で は,例 え ば,配 電線1か ら配電 線2

に電力 を流す場合 には,変 換器1で 一旦交流 を

直流 に変換 した後,変 換 器2で 再 度交流 に変

換 して配電 線2に 流 し込 む。 また,各 変換 器

はSVCの 役 割 も果 た し,そ れ ぞれ の配電線 に

独 立 して無 効 電力 も注 入 す る こ とが で きる。

直流部 を介 してい るので,配 電 線 間の電圧 値

や電圧位 相 が異 な る場合 で も接 続す るこ とが

で きる。 さらに,一 方 の配電線 に事故 が発 生

した場 合 に は,変 換器 のス イ ッチ ングを高速

で停止 させ るこ とに よ り,他 の配電線 か らの

事故 電流の 回 り込み を防止す ることがで きる。

現在,同BTB方 式 に よる実規 模 スケ ールの

LBC実 証機 の開発 を進 めている。

具体 的 に は,次 の2種 類 の開発 を進 めてい

る。

①500kVA現 状技術適用 最適設計 機;至 近年

での実 用化 を考慮 に入 れ,既 開発技術 を適用

し,現 状で最 も低 コス トで実用化可能 な方式 。

②1000kVA新 技術 適 用機;一 層 の コ ンパ ク

ト ・軽 量化 を目標 に,新 技術 を適用 した将来

的 に最 も高 い コス トパ フォーマ ンスが期待 で

きる方式。

b.適 用 した新技術

配電線1

← 嚢雛勢

彫
V

電 旺型変換器1

4一
⇔
〈薩流部 〉

丁

電圧型変換器2

T

辱⊥
配電線2

霧翻 →

、

十
鍛
四{通

鋼御装置

図11ル ープバ ランスコン トローラ(BTB方 式)の 基本構成
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各々の実証機では,高 効率化,低 コス ト化,

およびコンパ ク ト化 を達成するため,以 下の

技術を適用 した。

① 現状技術適用最適設計機

φ

半導体 ス イ ッチ ング素子 の損 失低減,お よ

びデ バ イス の小 型化 を 目的 に,素 子 と して ,

第5世 代 の新IGBTを 適用す る とともに,図12

の よ うに,同IGBT2個 分(2ア ー ム分) ,な

ΣGBTモ ジュ ール

蟹スナバ回銘 ・薩流コンデンサ

回路などの付帯園蕗

冷鞭艶

スナバ⑨路

1(≧8

郎フアン

冷却風入霞

図12500kVA現 状技術 適用 最適 設計機 に適用 したツー ・イン ・ワ ン方式 のIGBTモ ジュール
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図131000kVA新 技術適用機 の構成(ト ランス レス)と 各種適用 新技術
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らび に付 帯す るス ナバ 回路 や直流 コ ンデ ンサ

を1つ のモ ジ ュ ール 内 に組 み込 む ツー ・イ

ン ・ワン方式 のIGBTモ ジュール を新 たに開発

した。

② 新技術 適用 機

軽 量化,コ ンパ ク ト化 を 目的 に,各 変換器

にお いて,配 電線電圧6.6kVか ら半導体 スイ ッ

チ ング部の400Vに 降圧する 変圧 器 の省 略,す

なわち トランス レス化 を図った。 これ に よ り,

半導 体 ス イ ッチ ング部 に は,最 大1万V以 上

の電圧 が 印加 され る ことにな り,こ れ に対応

す るため,図13に 示す ように,1ア ーム にお

い て,複 数のIGBT素 子 を直列 に接続 す る方式

を採 用 した。

この場合,各 素 子 のス イ ッチ ングの タイ ミ

ングに ば らつ きが生 じる と一 部 の素 子 に過大

な電圧 が かか り損 傷 を招 く可 能性 があ り,こ

の対策 として,ア クテ ィブ ・ゲ ー ト ・コン ト

ロール と呼 ぶ素子 個 々の電圧 を自動 的 に制御

する新機 能 を採用 した。

また,ト ラ ンス レス方 式 を採 用 した場合,

ス イ ッチ ングの三 相 問の ア ンバ ラ ンス に よっ

て零相 電流 が発 生 し,配 電線 に流 出す る可能

性 が ある。 この零 相電流 は,配 電線 の地 絡事

故 時 に発 生す る電 流で,電 力 会社 の変電所 で

は,事 故 の検 出 に用 いてい る。 このた め,零

相 電流 が配電 線へ 流 出 した場合,電 力会社 の

変 電所 にお いて誤 っ て事 故 と判 断 し,停 電 に

至 る可 能性が あ る。 この対策技術 と して,自

身が発生 す る零 相 電流 を検 出 ・フ ィー ドバ ッ

ク し,こ れ を打 ち消 す ように,ス イ ッチ ング

補正 制御 す る方式 や,両 変換器 そ れぞ れの 出

力端 に接 続 され るハ イパ ス フ ィル タ(高 調波

抑制 フ ィル タ)の 中性点 同士 を接 続 し,零 相

電流(高 調波分)をLBC内 におい て循 環 させ

て系統へ の流 出 を抑 制する方式 を採用 した。

し,平 成19年 度 にかけて,上 述の各種適用技

術の妥当性 について実証評価す るとともに,

現有系統制御機器の組合せ方式を含めた,電

圧適正化のためのLBC集 中制御方式 を実証す

る計画である。

5.お わ りに

以上,分 散型電源の導入 に伴 う系統電圧変

動 を抑制する技術開発 を目的 とした,NEDO

受託研究 「電力ネ ッ トワーク技術実証研究」

の概要について紹介 した。

この中で は,こ れ まで に開発 したSVC,

SVR等 の現有系統制御機器の集中制御方式 と

これまでの実証結果,な らびに将来技術 とし

てのLBC実 証機の開発状況について述べた。

今後 は,さ らに実証研究 を進め,平 成19年

度までに,コ ス トや効果を考慮に入れ,配 電

線形態や分散型電源の導入量 に応 じた各々の

最適制御方式を明 らかにする計画である。
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c.今 後の計画

平成18年 度 に,こ れら開発 した2種 の実証

機 を需要地系統ハイブリッ ド実験設備 に設置
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[調査研究報告]

「電 力 ネ ッ トワ ー ク技術 に係 る総 合 調 査 」 につ い て

壁 村 克 樹*臨 磁 一総合工学研究所)

㈱$

1.は じ め に

新エネルギー等の分散型電源(以 下,DGと

称す)が 既存の配電系統に大量 に連系 された

場合,図1に 示すような様 々な問題が懸念さ

れ る。中で も,早 い時期に影響が懸念 される

のは,配 電系統の電圧上昇問題である。そこ

で,系 統電力とDGの 調和を図るための技術開

発が不可欠 となる(1)。(独)新 エネルギー・産

業技術総合開発機構(NEDO)で は,DGが 大

量に系統連系 された場合でも,配 電系統 を適

正電圧 に維持 するための配電系統制御技術

(電力ネットワーク技術)に ついて,平 成16年

度から平成19年 度 まで実証研究 を行 い,当 該

技術の有効性を検証することとしている。

(財電 力中央研究所と(助エネルギー総合工学研

究所では,上 記実証研究の一環 として,共 同

で 「電力ネットワーク技術実証研究」を行って

きている。本実証研究の実証システム概念,目

標,実 施体制および調査項目は,そ れぞれ図2,

表1,図3の 通 りである。

低圧 要家 太陽発発電
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図1懸 念 される配電系統における問題点

⊥ 燗競

学 一一 一一 一一護・一

図2実 証システムの概念図

LBC

(ループバランスコン トローラ)

*平 成15年7月 ～平成18年6月 まで勧エ ネルギー総合工学研究所 に出向。現在,九 州電力株式会 お客 さま本部 配 電部ネ ッ

トワー ク技術 グル ープに勤務。
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表1実 証研究の目標

●新エ ネルギー等 の分 散型電源が大量 に系統連系 した際 に,既 存機 器で あるス テ ップ式 自動 電圧調整装置

(SVR:StepVoltageRegulator),静 止型無効電力補償 装置(SVC:StaticVarCompensator),分 路 リアク ト
ル(SR:ShuntReactor)や 新規 に開発す るBTB機 器(BacktoBack,交 流/直 流/交 流変換 器)で あ るルー

プバ ランス コン トロー ラ(LBC)な どの系統制御機器 の適切 な集 中,ま たは 自端(各 機器が それぞれ独 立 な)

制御 によ り配電系統 の電圧適正化 を図 り,系 統電力の供給が 円滑 に行 われ るようなシステムの開発 を行 う。

●摸擬配電系統 において対 策機器 の効 果的 な設置方法 と効果 に関す る実証試験 を行 う。

● 国内外の調査や試験結 果 を基 にシ ミュ レー シ ョンによる各種 推測 を行 い,知 見 を実証試験 にフィー ドバ ック

する とともに,電 力 ネ ッ トワー ク技術 の各種課題 や研 究開発 の方 向性 を明 らか にす る。

1.実証試験(電 力中央研究所)

・電圧適正化の

ための機器 ・
方式の開発

・LBCの開発
一ミニモデル

検証
一実証機開発

[〉

〆 ＼
・パターンを絞り込んだ実証試験方法検討
一対策機器選定
一制御方式(自 端 ・集中)選 定)
一試験条件選定
一事前シミュレーション

＼ ノ』

△
▽

(実証・麟 施)

エユ_《
/
・実証試験結果の分析 ・評価
一電圧適正化,最 適化
一対策により懸念される問題

(高調波,保 護面など)
＼ ノ

2.調査(エ ネルギー総合工学研究所)

驚欝

・分散型電源導入影響調査
・電圧適正化問題以外の影

響調査

・規制 ・基準等の動向調査

㌃乃ド

実証試験結果の
評価,実 系統評
価への反映

・シミュレーションによる

実系統適用分析 ・評価
一電圧適正化

,最 適化
一経済性

・総合評価

・LBCを含めた各種機器の実用実用化仕様条件整理
・分散型電源の普及,系 統の各種形態に応じた対策機器の
構成法と制御手法の整理

・電力ネットワーク技術の各種課題や研究開発の方向性の提案
・課題解決のために効果的となる規制 ・基準や施策等の提案

図3実 証研究の体制と研究項目

以下,本 実証研究のうち当所が平成17年度 ま

でに実施 した 「実証研究に資する技術・施策動

向の調査」 と 「実証システムの実系統適用評価

に関する基礎検討」の結果について報告する。

2.技 術 ・施策動向調査

(1)国 内技術動向

従 来 より,需 要家負荷 の変動 による配電系統

の電圧 降下が生 じて も,電 圧 を一定範囲 に維持

す るため,様 々な機器が実系統 に適用 されてい

る。主 な機器 と して,変 圧器 の巻数比 を変化 さ

せ て電圧 を調整するSVR(StepVoltageRegularor)

　

や配電線 に流れ る無効電力 を変化 させ て電圧

を調 整 す る 並 列 コ ン デ ン サ(SC:Shunt

Capacitor)な どがあ る。 これ らの機i器に,比 較
　　

的軽微 な改 良 を施 す ことで,配 電系統 の電圧

降下 の抑 制だ けで な く,DG普 及 による電圧上

昇の抑 制 も可能 と考 え られている。SVRお よび

SCに よる電圧改善 イメージを図4,お よび図5

に示す。 図中,107Vは,低 圧100V系 に対 する

供給 電圧の上限値 であ り,95Vは その下 限値 で

ある(電 気事業法第26条,同 施行規則第44条)。

但 し,こ れ ら従 来機器 は,需 要 家負荷 の緩

やか な変動 に対応 す る機 器 であ るため,新 エ

ネル ギー等 のDGの 急 激 な出力変動 に よ り急上

*交 流電力(P)は 電圧 と電流の積(VI)で 表 され る。 しか し,単 なる電圧 と電流 の積(VI)は そのまま消費電力(有 効 電力)

を意味するわけではな く、「見か けの電力」(皮 相電力,単 位 はボル ト ・ア ンペア(VA))に 過 ぎない。電圧波形 と電流波形

で は,通 常その位相にずれがあ るため、VIの うちで消費で きない電力の部分(無 効電力,単 位はバール(Var))が 生 じるか

らである。また,こ の無効電力 を操作 ・制御 することによって,電 圧 を変化 させ ることも可能である。(編 集部注)

**SVRに 関 しては,分 散型電源 による逆潮流 を検知す る装 置を追加 する。SCに 関 しては,コ ンデ ンサ をリアク トルに置 き

換 える。
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図4SVRに よる電圧 改善 イメージ 図5SCに よる電圧改善 イメージ

昇 した電圧 を適正に維持するこ と(応 答性)

は困難 となる。

この応答性 の課題 を解決す る機器 として,

近年パワーエ レク トロニクス機器(以 下,パ

ワエ レ機器)が 開発されている。

パ ワエ レ機器 とは,半 導体素子 を用 い連続

的かつ高速な電力変換・制御が行える機器であ

る。配電系統に適用可能なパ ワエ レ機器 とし

て,主 に以下の機器が開発 中である(一 部は

既 に試験適用 されている)。

自励 式SVC:系 統 に並列 にイ ンバ ー タ を接 続 し,

連 続 的,か つ高速 に無効 電 力 を制 御

UPFC(UnifiedPowerFlowController):並 列

部 と直列 部 で構成 され,大 きさお よび位相 を変 え

た電圧 を連続 的,か つ高速 に制御

自励 式BTB:2つ の系統 間 を2つ の イ ンバ ー タ と

直 流 回路 に て接 続 させ る。 自励式SVCと 同様 に無

効 電力 を制御 す る と同時 に2つ の系統 問の有効 電

力 を連 続 的,か つ 高速 に制御

従 って,実 証研究では従来機器 とパ ワエレ

機器 を組み合わせ,適 正電圧を維持 した上で

効果的,経 済的なシステム構成 とすることが

課題 となる。

(2)海 外 技 術 動 向

新 エ ネ ル ギ ー 等 の 分 散 型 電 源 の 大 量 導 入 に

よ る 配 電 系 統 へ の 影 響,対 策 に 関 す る 検 討 は,

英 国 の 分 散 型 電 源 調 整 グ ル ー プ(DGCG:

DistributedGenerationCo-ordinatingGroup)や

米 国 の 配 電 設 備 統 合 試 験(DUIT:Distribution

UtilityIntegrationTest)な ど,国,系 統 運 用 者,

分 散 型 電 源 設 置 者 が 一 体 と な っ て 進 め て い る

ケ ー ス が 散 見 さ れ る(2)(3)。

こ の 中 か ら本 実 証 シ ス テ ム で 開 発 中 の 機 器

に類 似 す る 機 器 に 関 す る 技 術 開 発 動 向 と し て,

英 国 の 能 動 的 配 電 系 統(ActiveNetwork)と ド

イ ツSIEMENS社 の 配 電 系 統 用BTB機 器

(MVDC:MiddleVoltageDirectCurrent

Transmission)に つ い て 概 説 す る 。

① 英国の能動的配電系統(ActiveNetwork)

ActiveNetworkは,配 電系統 の電圧 ネ ック と

考 え られ る 地 点 に セ ン サ(RTU:Remote

TerminalUnit)を 設 置 し,そ の計 測情報 を基 に

配 電系統 の状 態 を推 定 し,電 圧 調整機 器 な ど

を制御 す るシス テムであ る(図6)。 各 セ ンサ

の情報 は,配 電用 変電所 に設置 された配電 管

理 シス テム(DMS:DistributedManagement

System)コ ン トロー ラが 収集 し,状 態推定 を

行 い,機 器へ 制 御指 令 を送 る。 今 の ところ,

英 国で は,配 電用変 電所 の送 出電圧 の調整 だ

けで解決 で きな い事 例 は起 こ ってい ない 。 こ

の た め,負 荷 時 タ ップ切 換 変 圧 器(LRT:

LoadRatioTransformer)の 整定値 の変更指 令

のみ を実 施す る とい う内容 で,一 部 の配電 会

社が実証,お よび試験 回線 を選定 中であ る。

ActiveNetworkは,上 述 の ように,配 電系統

に設置 した計 測装置(セ ンサ)に よ り系統 の状

態 を把握 し,系 統機器 を遠隔制御 する。大 きな

特徴 として,配 電系統全体 に影響 を与 える送 出

電圧の制御 を最 も重 要な制御箇所 と位置付 けて

い るこ と,遠 隔指令 は電圧制御 量(LRTの タ ッ

プの変更)を 直接指示せず,整 定値(タ ップ変

更の基準 となる90リ レーの基準電圧値)を 変更

す る指示 を出 し,そ の後 は機器の 自端制御 に よ
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図6英 国 の 能 動 的 配 電 系 統 制 御 の 概 念 図

容 量:1～4MVA

lGBT-PSRIGBT-PSR

配電系統1

変圧器 開閉器
1

→ 丞
丁= → z鼠

開閉器
1

変圧器

工工
一

配電系統2

IGBT;lnsulated-GateBipolarTransister(電 力用半導体秦 子の1つ)

(出 所:SIEMENS社)

図7ド イ ツ のMVDC機 器 構 成 図

り制御 を行 うこ とで,シ ステム不 良時 に対 応 し,

応答性 を確保 してい ることが挙 げ られる。

② ドイツの配電系統用BTB機 器(MVDC)

ドイッで は,政 府 が資 金提供 す る実証 プ ロ

ジ ェク ト「EDISonプ ロ ジェク ト」で配電系 統用

のBTB機 器 であ るMVDCの 技術 開発 が実施 さ

れた。MVDCの 基本構成 を図7に 示す。

MVDC適 用の 目的 は次の3つ に大別 で きる。

●配電レベルでの有益な電力交換(電 力購入の最適

化によるコス ト低減)
●供給信頼度,電 圧品質(常 時電圧,瞬 低など)の

向上
●ネットワーク拡張方法の代替方法のための投資の

低減

MVDCの 特徴 として,異 電圧系 統 問の連系

な ど配電系 統 へ の幅 広 い適用 を挙 げる こ とが

で きる。 これ まで 「EDISonプ ロジェ ク ト」 で

の適 用 も含 め,6カ 所 で実配電 系統へ 適用 さ

れてい るが,電 圧調 整 を 目的 と した適 用 は1

カ所 のみで,5カ 所 で は,周 波 数,電 圧 階級

の異 なる配電系 統の連系 に適用 され てい る。

4.施 策動 向

欧米各 国で は,接 続義 務,固 定価 格,RPS

制 度(RenewablesPortfolioStandard)な ど,

DGの 導入促進 施策が整備,運 用 され始 めてい

る。特 に,本 実証研 究 で も実施 す る配電系 統

の増強 に関 し,新 た な施策 が実施 され てい る

英国の取 り組み を概説 す る(5)。

英国の電力 ガス市場 局(OFGEM:theOffice

ofGasandElectricityMarkets)は,DG連 系 に

関 す る障害 を解 決すべ く,配 電価格統 制 の改

正 にあ わせ,2005年4月 よ り配電事 業者 に対

し以下 の施策 を実施 し制度化 した。

なお,以 下 に紹介 す る英 国 の制度 は,本 実

証研究 の後年 に実施予 定 の経 済的課題 の抽出,

施 策提案検討 な どの参考 とする予定 である。

① 費用回収方法の制度化

DGの 系統連系に備 えるため配電事業者側で

発生する系統強化費用の大部分は連係するDG

一21一 季報エ ネルギー総合工学
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図8英 国の系統連系インセンティブ制度の仕組

設置者から 「接続料金」 としてその都度徴収

する。 しか し,系 統強化費用の一部 に関 して

は,図8に 示す ように,「配電線使用料」の中

に 「系統強化費用回収料金」分 を盛 り込み,

配電事業者の管轄する配電系統 に連系する全

てのDG設 置者か ら広 く浅 く回収で きる料金制

度 とした。

④ 革新技術 開発資金提供 イ ンセ ンテ ィブ

(IFI:InnovationFundinglncentive)制 度

配電事 業者収 入の一 定割合(最 大0.5%)を

配 電事 業 者 の研 究 開発 に必 要 な支 出 と認 め,

その研 究 開発費 の大部分 を 「配電線使用料 金」

と して回収す るこ とが認 め られ る制 度 を新 設

した。

② 系統連系 インセ ンティブ制度

配電事業者の費用 を単純 に回収で きる料金

制度 とはせず,「 配電線使用料金」の中に 「系

統連系 インセ ンテ ィブ料金」を盛 り込むこと

で徴収できることとし,配 電事業者にDG連 系

のための積極 的かつ効率的な投資 を実施 させ

る制度 とした。

③ 登 録 電 力 地 域(RpZ:Registeredpower

Zones)制 度

配電事 業者がOFGEMに 対 し,革 新 的技 術 の

導 入で対 策 を実施 したい特定 地域 の登録 を申

請 す る と,図8に は示 されてい ないが,そ の

対策実施 日か ら5年 間,当 該特 定地域のDG設

置者 に支払 わせ る 「連系 イ ンセ ンテ ィブ料 金」

(1.5ポ ン ド/kW/年)に 「追 加 イ ンセ ンテ ィブ

料 金」(3ポ ン ド/kW/年)を 上乗せ した 「配電

線使用 料金 」 を徴収 し費用 回収 す る こ とを認

め る制度 を新設 した。

5.実 証 システムの実系統適用評価に関

する基礎検討

本実証研究では,新 エネルギー等のDGが 大

量に系統連系 した際に,配 電系統 に設置する

各種対策機i器(SVR,SVC,SR,LBC)の 適

切な制御 によ り電圧適正化 を図る対策システ

ムの開発 を行い,実 系統での適用 について評

価する予定 となっている。

本対策 システムを実系統 に適用する場合は,

技術的に有効なだけでなく経済的にも有効な

対策 を提案する必要がある。このため,対 策

機器の種類 ・設置方法 ・制御手法 を検討する際

には,現 在実施 されている既存設備による経

済的な対策 も含め様 々な対策を提案すること

が重要 となる。

そこで,今 回の基礎検討では,「 既存設備に

よる対策」 と 「実証研究による対策」の技術

的,経 済的な有効性について,「電協研モデル」
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(電気協同研究会にて使用された実配電系統モ

デル)を 用いて比較検討 を行 った。

(1)検 討条件

今 回の検討 で用 い た各 種検討 条件 を表2に

示す。 「既存設備 に よる対 策」 は,機 器 の新規

開発 が必 要 な対策 よ りも経済 的 に有利 となる

可 能 性 が 高 い が,そ の よ うな対 策 と して,

「LRTプ ロ コ ン整定値 見 直 し」と「柱 上変 圧 器

(Tr)タ ップ変更」を選定 した。他方,「 実証研

究 による対策」 と して は,「SVC新 設(自 端 制

御)」 と 「自動 タップ型柱 上Tr取 替(自 端制御)」

を選定 した。

検証 モ デル系統 に は 「電協研 モ デル」 を用

い(6),配 電 系統 容量 に対 す るDG導 入量 の割

合(以 下,導 入 率 と称 す)を 変化 させ つつ,

各系統 にお け る未対 策時,各 種対 策 実施時 の

適正電 圧維持状 況 お よび経 済性 の比 較 を実施

した。柱 上Tr内 部電 圧 降下 と低圧 線 電圧 降下

を考慮 し,系 統各部 の柱 上Tr二 次電圧が101～

107Vの 範 囲に収 まっていれ ば,適 正電圧 が維

持 されてい ることとした。

検 証 に用いたモデル系 統の一例 として,CO1

(住宅地域配電系統)を 図9に 示す。

(2)シ ミュ レー ション結 果

DG導 入率50%に おけ る各種対 策 の適正電 圧

維 持 に関す る シ ミュ レー シ ョン結果 の例 を図

10に 示 す。CO1系 統 で は,「LRTプ ロコ ン整 定

表2基 礎検討における検討条件

項 目 検 討 条 件

【既存設備 に よる対策】

①LRTプ ロコ ン整定値見直 し

比較対象 と ② 柱 上Trタ ップ変更

した対策 【実証研究 に よる対策】

③SVC新 設(自 端制御)

④ 自動 タ ップ型柱 上Tr取 替(自 端制御)

電協研モ デル配電系統(6)
・BO3系 統(工 場地域 架空系統(一 般 容量回線))

検証モデル
一幹 線 亘 長2 .86km,重 負 荷 時 電 圧 降下3正7.IV*1

系統 COI系 統(住 宅地域 架空系統(大 容 量回線))
一幹線亘長3 .27km,重 負荷 時電圧 降下259.IV*1

DOI系 統(郊 外 地域架空系統(大 容量 回線 〉)
一幹 線 亘 長5

.34km,重 負 荷 時 電 圧 降下544.8V*1

分散型電源の導入率に応 じた
検証項目 一定常時および分散型電源一斉解列時の系統各

部の適正電圧維持状況
一対策費用

解析手法 実効値計算(汎 用解析ツールM法)の

(1)負 荷
・過去 の調査 で使 用 され た工 場地域,住 宅地域,

響鮎難 唾 軽鮪 期(夏期'中醐)の 負

(2)電 圧 管理基準
・電力会社 ヒヤ リング等 に よる実態調査 結果か

モデル系統 ら得 られた代 表的 な基準 を基 に,以 下の よう
の各種条件 に決定 。

一重負荷時の系統各部の電圧値を基に,系 統
各部 の柱 上Trの タ ッ プ(タ ッ プ6750,6600,

6450,6300)を 決 定 。
一系統 負荷中心点 の電圧 が重 ・軽負荷時 の24時

間でほぼ一定 になる ように,各 季 節の送 出

のプ ロコン整定値 を決定。

(1)種 類
・BO3系 統(工 場 地域)● 同期発 電機

・CO1系 統(住 宅地域)太 陽光発電

分散型電源
・DOI系 統(郊 外地域) .太 陽光発電

の種 類 ・出力 (2)出 力
・同期発 電機:24時 間一定 出力

叢 瀟i濯署繋欝1鹸塑
(1)SVC
・自励式SVC。 自端電圧検 出に よ り基準 電圧上

機器モデル 下限値 を超過した場合に無効電力出力。

(概要) (2)自 動 タップ型柱上Tr

柱上Tr2次側に調整用変圧器を直列接続 し電圧

調整 。

*1:エ ネルギー総合工 学研 究所試算 結果
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図9住 宅地域配電系統図(CO1系 統)
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図toシ ミュレーションによる対策時の系統各部の電圧時間推移結果の一例

値 見直 し」 によ り,夏 期 ・中間期 の24時 間で系

統 各 部が 適正電 圧 を維 持 してい る こ とが分 か

る。(DGが 一斉 に系統 か ら解 列す る(離 脱す

る)時 で も適正電圧 維持 を確 認)。 それ に対 し,

DO1系 統 で は,「LRTプ ロコ ン整 定値 見直 し」

で は適正 電圧 の維持 は不 可 能で,「SVC新 設」

で初 め て可能 とい う結 果 とな った。各 系統 に

お ける4つ の対 策 の シ ミュ レー シ ョン結 果 を

表3に 示 す。 また,4つ 全 てで適 正電 圧維持

が可能 となったCOI系 統 にお ける対策費用 の比

較結 果 を図11に 示す。

これ らの結果 よ り,既 存設 備 の改 良 となる

「LRTフ.ロ コ ン整定値 見直 し」 や 「柱 上Trタ ッ

プ変 更」 に よ り,技 術 的 に対応 可 能 で経 済 的

に も有利 な系統(今 回のケ ースで はCO1系 統)

が 存 在 す る こ とが確 認 された。 これ に対 し,

表3DG導 入率50%時 の適正電圧維持状況

(○:適 正電圧維持可能,×:不 可能)

モデル系統 BO3系 統 CO1系 統 DO1系 統

供給地域 工場地域 住宅地域 郊外地域

対策な し × × ×

対策あ り

①LRTフ.ロ コン整定 値 見 直 し × ○ ×

② 柱上Trタ ップ変更 × ○ ×

③SVC新 設(自 端制御) ○ 0 ○

④ 自動 タップ型柱上Tr取 替 ○ ○ ○

*今 回の検証では配電線単位での検証を実施,LRTプ ロコン整定値見直

しによる対策では,バ ンク単位 による検証 も必要。

既存設備の改良では対策不可能であ り,実 証

システムで検証 している機器 による対策が有

効な系統(今 回のケースではBO3,DO1系 統)

も存在することが確認された。
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工事費(機 器代含む〉は,当 所独

} 自調 査 に よ り以 下の とお りと想定

した。

・柱 上'IEtrタップ変 更 工事

35〔 千円/バ ンク〕

・LRTプ ロ コ ン整定 値見直 し

α[千 剛 副

α:整 定値 変 更業 務

・SVC新 設

17,000[千 円1台]

*SVC1台 容量300kvar

・自動タップ型 柱 上 雅 取替

1,000[千 円/バ ン ク]目 標 値

図11CO1系 統におけるDG導 入率に対する対策費試算結果の比較

(3)検 討結果のまとめ

本検討 により,実 証システムの実系統の適

用範囲 を検討する場合は,既 存設備 による対

策 も考慮 に入れ適用範囲の明確化 を行 ってい

く必要性があることが分かった。

今後は系統の種類,電 圧管理基準等の条件

の違い,お よび対策機器の設置位置や組合せ

による対策方法の違いなどで検証を深め,各

種実系統 に応 じたより効果の高い対策方法の

検討を実施 してい く予定である。

6.お わ りに

本調 査研 究 を実施 す るにあ た り,助 言 をい

ただい たNEDO,㈱ 電力 中央研 究所,お よび

斎藤 浩海 東北大 学教授 をは じめ電 力 ネ ッ トワ

ー ク技 術 総合調査 委 員会 の関係者 各位 に謝 意

を表す。

また,本 報 告 内容 を含 めH16～17年 度 にお

け る調査 結果 の詳 細 は(財)エネル ギー総合工 学

研究所 のホームペー ジ(http://www.iae.or.jp/

index.html)に 平成18年7月 末 を 目途 に掲載 す

る予定で ある。
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[寄稿]

「品質別電力供給 システム実証研究」

廣 瀬 圭 一(㈱NTTフ ァシリティーズ研究開発本部 主任研究員)

1.は じ め に

電力 は我 々の社会 生活 に必 要不 可欠 なエ ネ

ルギー であ るが,情 報技術(IT)が ベ ース

とな った各種 シス テム の導 入 な ど社会 の急速

な進展 に伴 い,安 定 供給 や品 質な ど電 力 に対

す る要求 条件 も今 まで以上 に厳 しくなっ て行

くと考 え られ る。 また,こ こ数年 来,電 力分

野 の規 制緩和,ユ ーザニ ーズ の多様 化,分 散

型電源 技術 の発展 な どを背 景 とし,将 来 に向

け た新 た な電力 ネ ッ トワー クシステ ムのあ り

方が検 討 され て きてい る。 そ の1つ が,経 済

産 業省 資源 エ ネルギ ー庁 の委託 に よ り検 討 さ

れた 「品質別電力供 給 システム」(1)で あ る。

これ は,需 要家 ニ ーズ に応 じた複 数の 品質 の

電 力 を同時 に供給 す る システ ムであ る。 この

品質別 電力供 給 シス テム を実 フィール ドで運

用 し,同 シス テムの供給 信頼 度,運 用性,経

済 性 な どを検 証 ・評価 す る ことを 目的 に,新

エ ネルギ ー ・産業技術 総合 開発 機構(NEDO)

よ り,実 証研 究委託 業務(平 成16年 度 ～平

成19年 度 の計4ヵ 年)をNTTフ ァシ リテ ィ

ー ズ ,NTT建 築 総合研 究 所,仙 台市,お よび

東 北福 祉大 学 の4者(以 下,NTTフ ァシ リテ

ィーズ ら計4者 と称 す)で 受 託 し,現 在,検

討 を進め てい る。

本 実証研 究 は,多 品質 の電力 供給 を実 フ ィ

ー ル ドにおい て検 証 す る とい うコ ンセ プ トで

は、 日本発 となる。

以下 に,仙 台市 国見 地 区で運 用実施 を予 定

してい る品質別 電力供 給 シス テム実証研 究 の

概 要,検 討状況,お よび課 題等 について紹 介

す る。

2.品 質別電力供給実証研究について

(1)研 究の背景

本実証研究の内容 を紹介する前に,消 費電

力,電 力品質および電源 システムの分散化の

3つ の観点から研究の背景 について述べる。

① 消 費電 力量の増大

まず,電 力 を消費 す る観 点 か ら,我 々の社

会 活動 にお いて重要 な役 割 を果 た してい るI

Tの 導入 による消費電 力量 の変 化 に注 目 して

み る。

IT社 会 を実現 す る ための イ ンフラを構成

す る各 々の機器 ・端末 類 に は,駆 動 ・動作 の

ため の電気エ ネル ギーが必 要 であ る。ITな

どの技術 をベ ース とした生 活 の豊 か さ,便 利

さ に比例 す る情報 通信 量 の拡大 に よ り,消 費

電 力量 は増加す る傾 向 にあ る。IT関 連 ビジ

ネスで 世界 を リー ドしてい る米 国 の状況 を例

に とる。米 国内 にお け る情 報処 理機 器(サ ー

バ)に よる消費 電力量 の試 算結 果 の一例 を図

1に 示 す。

全米 における情報処理機 器 に必要な1年 間あ

た りの電力 量 は2000年 か ら2004年 の4年 で,

10.1TWhか ら14.6TWhへ と大 幅 に増加 した(+

45%)。 このため,電 力消費 に伴 って発 生す る

二酸化炭素(CO2)の 抑制 と停電時,災 害時 な

どバ ックア ップ電力 の確 保 が課 題 となってい
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〈サ ーバ の種 類 〉

図1米 国 に お け る サ ー バ の 消 費 電 力 の 増 加

る。この課題の解決策として,新 エネルギーを

利用 した分散型電源が期待 されてお り,本 実証

研究においても都市ガスを利用するガスエンジ

ン発電装置 と燃料電池,お よび太陽電池の3種

類の分散型電源を導入することとした。

② 電力品質ニーズ とその多様 化

昼夜 を問 わず24時 間365日 休 む ことの ない情

報通信,金 融,医 療 ・福祉,流 通,交 通 お よび

工業用 な どの各種 シス テム動作 のため,「IT

システ ム としてのセキ ュ リテ ィ」,す なわ ちI

Tシ ステムの基幹 として安定かつ高品質で給電

信頼度の高い電力 システムが必要 となる。各種

社会 シス テムが停止 した場合の単位 時間あた り

の損害額 を試算 した結果の例 を表1に 示す。

一般 的 なIT機 器 は電 源 の擾乱 に弱 く
,交

流 電 力 の周 波 数 が50Hzの 地域 で は,わ ず か

20ms・1サ イクル以下 の電源 断で処理機 能 を

中断,停 止 して しまう恐 れが あ る。IT機 器

表1シ ステム停止に伴 う想定損害額

舛象システム 時闘当た弓のコスト

携帯電謡システム 4遷,◎◎◎ドル/h

電諸チケット販売システム 72,◎00ドル幽

航 空機畢約システム 9◎,00◎ ドル あ

クレジットカード運用システム 2,580ρ0◎ ドル/h

株 式紳買システム 6,480,00◎ ドル/h

JamesM.GarlepゾPowering[;heNewEc◎u◎mゾ,

Work曲opMaミe蜂al,Pan¢10iscussio醜3,Wo【k漁oρ

【PoweringE・Bus垂 蹴ss,P誠1=S軸tegies蹴dP韮anning],

2QOQ,1璽,圭6

蕾}※EPRI:米 国 電 力 研 究 所

一Ec…ADL(A曲e「DLittle):

∴頃 蔽1霜 灘 一省
O・1

_

淑

合

が 中断 ・停 止 した場合,シ ステ ムの再立 ち上

げ には,オ ペ レー タや エ ンジニ アな ど人 手 に

頼 る こ とが多 く,復 旧 まで の時 間は決 して短

くない 。それ故,瞬 断 とい え ど も,そ の シス

テ ムの受 け る損失 ・損害 額 は莫大 な もの にな

って しま う。通常,IT機 器 ・設備 類 を導入

す る際 には,停 電 や短 時間 の電圧変 動 な どの

トラ ブル対 策 と して無 停 電電源 装置(UPS:

UninterruptiblePowerSupply)を 設 置す る こと

が 一般 的であ る。IT用 途以外 に も,各 々の

システ ム動作 や設 備 の特性 に見合 っ た給 電 品

質 に分 けて電力供 給が で きれば,電 源 シス テ

ム と して も設備 に無駄 の ない合理 的 な使 い方

がで きる。

③ バ ックア ップ電源の分散化

わが 国 にお い て もUPSな どのバ ックア ップ

電源 の導入 台数 は,サ ーバ な どをは じめ とす

るIT機 器 の増加 によ り年 々増加 の一途 をた

どっている(図2参 照)。 社会 システ ムのIT

依 存 度が高 まる とと もに今後 ともこの傾 向は

続 くと予測 され る。

また,IT機 器 ・装置 は,使 用 す るユ ーザ,

あ るいは所有す るオーナ毎 に,異 なるビル ・フ

ロア ・スペ ース に散在 してお り,こ れ に合わせ

る形 でUPSも 分散設置 される ことが多い。UPS

な ど電源装置 の分散化 は,占 有スペ ースの増大

や電力損失 の増加 を伴 い,電 源装置の非効率 な
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季報エ ネルギー総合工 学



35◎

3◎◎

範
>25◎

憩

20◎

15◎

285 戸露♂

〆ず
ぜ

2◎ ◎12◎ ◎22◎ ◎32◎ ◎42◎ ◎52◎ ◎6

(出断:ll緋)獲本電オ幾二:業会 「情澱4ヒ社会に二安心・を与えるしjpsj)

図2UPSの 導入台数の伸び(日 本国内)

運用 を強い られ るとともに,そ れ ら設備の保守

管理 な どを複雑 にす るなど,電 源 シス テム に関

わ る問題 を引 き起 こ している。

(2)実 証研究の概要

品質別電力供給システムによ りユーザニー

ズの多様化への対応(CO2排 出を抑 えた発電

効率の高い分散型電源によるエネルギー供給,

停電や災害の発生時の長時間自立運転,停 電

対策や負荷機器の要求品質に合わせた複数品

質の電力供給など)と 電源装置の集約 ・統合

が実現できる(図3参 照)。

トー
螂

騰 笏}醸 負荷
一般負薇

(a)既存の電源設置形態

}-
vaa}顕 鮪

分散型鷺源
品質劉電力供給システム

(b)晶質別電力供給システムの電源設置形態

図3既 存UPS設 置形態と品質別電力供給システム

表2実 証研究の前提

① 分散型電源(新 エネルギーの利用)と 系統電
力の相互補完活用を図ること。

② 複数の給電品質が供給可能となる 「品質別電
力供給システム」を開発すること。

③ 特定地域での実負荷(既 存する建物 ・設備)
への品質別電力供給を実証すること。

④ 長期間の実証 により,電 力の安定供給につい
ての有効性を検証すること。

また,実 証研究を実施す るにあたっては,

表2の4項 目を前提 とし実証研究の内容や設

備構成,試 験方法などを検討 し,シ ステム開

発 を進めた。

品質別電力供給システム と既存の各種電源

システムとの利用形態の違いを図4に 示す。

(a)は ごく一般的な電力利用形態であ り需

要家(電 力利用者)側 では特別 な設備 を必要

としないが,電 力の供給信頼度や品質 につい

ては既存の系統電源へ大きく依存する。

(b)は 需要家側 に分散型電源を導入する形

態(コ ージェネレーション等)で ある。系統異

常時には,分 散型電源の連系 を止める(解 列す

る)必 要があるため,こ のままでは供給信頼度

や電力品質の維持に課題が残る。また,分 散型

電源の方式が風力や太陽光発電のように間欠的

な発電特性 を持つ場合,発 電出力の変動が大 き

いため,既 存系統 との連系時に系統側に電力品

質維持などの負担がかかってしまう。

(c)は,(b)の 課題 である発電出力(周 波数,
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図4各 種電源システムと品質別電力給電システムとの比較

電圧)の 変動抑制 のため,ス トレー ジ設備

(鉛蓄電池等のバ ッテリやキャパシタ等の蓄電

器)を 導入 し,出 力の変動 を平滑化 させるも

のである。この場合,蓄 電設備の導入費用や

定期的な更改に伴 う取替費用,蓄 電池の保守

管理などが新たな課題 となる。

統一的な定義 はないが,商 用連系 した分散

型電源お よび発電出力 と負荷変動 との需給バ

ランスを取 るためのス トレージ設備 をもつ(c)

の設備形態に加 えて,そ れらの設備 を管理制

御す るためのシステムを付加 した形態が一般

的なマイクログリッドの基本単位 と言える。

(d)は,(c)を さらに改良 した もので本実

証研究のための設備構成である。負荷設備のバ

ックアップ給電のために用いるUPSや インバー

タを負荷の要求する電力品質毎に組合せ,ま た,

蓄電池はバックアップ専用 とせず,分 散型電源

の出力と負荷変動のバ ランスを取 り電力品質の

低下を抑えるために適用するものである。

本研究のスケジュールを図5に 示す。本実

証研究は,計4ヵ 年 にわたるプロジェク トで

ある。本原稿の執筆時点では研究用施設の構

築作業中の段階であるが,平 成18年度第2四 半

期 までに施設の構築を完了 させ,そ の後,シ

ステムの特性動作や運転データを収集 し正常

性を確認 した後,平 成19年 度第1四 半期～平成

19年度末 まで実負荷への給電を予定している。

案 施 項 欝
M16Hi7無

黛驚
H18無 度 日19奪 度

①データ収集、事前検討
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図5実 証研 究の スケ ジュール
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図6実 証研究エ リアの配置図

(3)実 証研究場所

本実証研究は,仙 台市の中心部か らほぼ北

西方向に直線 で5kmの ところに位置する同市

国見地区の東北福祉大学,お よび仙台市施設

(浄水場,高 等学校)の2つ のエ リアで実施 さ

れる(図6参 照)。

東北福祉大学お よび仙台市施設の構内に既

存する負荷 に対 し,エ ネルギーセ ンタ(東 北

福祉大学構 内に新設工事 中)よ り複数品質の

給電を同時供給 し,そ の効用 を検証する。給

電線ルー トは今 回の実験のために新たに構築

される(一 部の区間を除 き地下埋設方式)。 な

お,図6に 示す東北福祉大学エ リアと仙台市

エリア問は市道をまたぐ給電線ルー トとな り

「特定供給の認可を得ること」および 「分散型

電源による発電電力のみを供給することとし,

系統(商 用電力)電 力 を東北福祉大学側か ら

仙台市エリア側へ給電 しないこと」が運用時

の制約条件 となる。

品質別電力供給 システムが運用 される以前

は,東 北福祉大学エリア6受 電,仙 台市エリア

2受 電の建物施設毎の個別受電方式であった

が,実 証試験 運用開始に合わせて受電設備形態

を見直 し,こ れら施設には全てエネルギーセン

タからの電力供給 となる。なお,エ ネルギーセ

ンタ内で,分 散型電源と系統電力(1点)と の

連系がなされ運用 される予定である。

独立行政法人 新エネルギー・
産業技術総合開発機構

報告
〃 、

NTT7ア シリティーズ

■

⑨ 甥琳
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柵 雪BTI⑨
臓
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東北複祉大学 圃
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藝
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ノ
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㌧一.ノ

〆『 、

・運転 主 体

・データ提 供

㌧ 一ノ

〆「 、

・運転主体
・地元調整

一㍉鳶 凶

図7実 証研究の実施体制
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(4)実 証研究体制

図7に 本実証研究 の実施体制 を示す。NTTフ

ァシ リティーズが本実証研 究の総括 を担当する

が,図7に 示す通 り他 の3者 と役割分担 を行 い,

効率的でスムーズな研究運営 を行 ってい る。品

質別電力供給 システムを実 フィール ドで凡 そ1

年 間運用する計画 であ るが,既 存 の実負荷 での

運用 となる ことか ら,使 用 者お よび設備へ の悪

影響が無い ことを最優先 に,定 期 的なワーキ ン

ググループ会合 の開催 などによ り4者 間の意思

疎通 を図ってい る。

(5)給 電品質 と対象負荷

実証研 究 におい て適 用す る給電 品質 目標 を

表3,品 質種 目毎の対象負荷 を表4に 示す。

交流給 電 は,給 電 品質が高 い順 に,A,B1,

B2,B3の4種 類 とす るとともに,将 来 の直流給

電 を見 据 えて300Vの 直流電 力 も給電 メニ ュー

に加えている。なお,実 験 データの比較のため,

通常品質電力(系 統電力)も 複数の施設(負 荷)

に対 して供給す る。停 電等上位系統 に異常 が生

じた場合,供 給電力断の時間的長短や電圧波形

補 正の有無 によ り,給 電品質を差別化 している。

無停 電供給 かつ波 形補正 機能 を有す る高 品質

A,停 電発生後 イ ンバー タ給電 に切替 わるまで

の 断時間 を15ms以 下 とした高品質Bl,お よび

直流品質の計3種 目は,今 回開発 した機能統合

型高品質電力供給装置 によ り給電 を行 う。なお,

B2とB3品 質 について は,落 雷等,主 に自然現

象が原因で送電線 に発生す る事故 による瞬時電

圧低下 の対策(200msの 補償 時間)に 主眼 をお

き,コ ン デ ン サ 形 直 列 補 償 瞬 停 対 策 装 置

(DVR:DynamicVoltageRestorer)に て電力 品

質の向上 を行 う。

直流給 電は20世 紀 の初め頃 には世界 各国で用

い られていた給電方式 であるが,変 圧 器を活用

した長距離送電が可能な交流方式がその後主流

とな り,特 殊 な用途 や一部のエ リアを除いては,

現在用い られていない。 しか し,太 陽電池 や燃

料 電池 などの発電出力 が直流で あること,電 力

貯 蔵のための蓄電池(直 流)と の接続i生が よい

こ と,半 導体や プロセ ッサ ーを使 用す る負荷機

器 の多 くが直流 で動作 している ことなどか ら,

近年,直 流給電 を見直 す動 きが ある。将来の直

表3給 電品質 目標

電力供給
品質分類

電力供給
品質要件

交 流 供 給 直流供給

高品質A 高品質B1 高品質B2 高品質B3

瞬断時間 無瞬断 15ms以 下 15ms以 下 15ms以 下 無瞬断

電圧変動 ○ × × × ○

電圧不平衡 ○ × × × 一

電圧高調波 ○ × × × ○

周波数 ○ × × × 一

瞬時電圧低下 ○ ○ ○ ○ ○

停電 ○ 0 △ × ○

バ ックアップ時間 0.5h 05h 200ms 200ms 0.5h

凡例:○ 補償有 り ×補償無 し △条件付補償 一対 象外

※ 高品質B2は,商 用系統 との連系時の条件を記載 している。

表4給 電対象負荷

品質手翻 容量(装置出力〉 主な負荷

高品質A 200kVA 医療機器(MRD、 学内サーバ類

高品質81 20kVA 介護福祉施設照明、小容量PC類

高品質B2 600kVA 高等学校、浄水施設

高品質83 200kVA 介護保健施設
薩 流 20kW サーバ類、照明器具、換気ファン
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流給電 の実現 に向けた技術 的課題 の抽出,そ の

解決 のための裏づ け となるデー タを取得するた

め300Vの 直流給 電 を実施す る。 当面 は,エ ネ

ルギ ーセ ンタ内 に500m相 当のi擬似 配線網 を構i

築 し,各 種特性試験や実験 を行 う。

3.品 質別 電力供給 システムの構成

図8に 本実証研究のために開発 した品質別電

力供給システムの構成を示す。本システムは,

総定格容量1MWの 分散型電源(ガ スエンジン

発電装置(GE)350kW×2台),溶 融炭酸塩型

燃料電池(MCFC250kW1台),太 陽電池(PV

50kWp)を 主電源 とし,各 種電力変換装置類,

および計測監視制御装置にて構成されている。

本 システムの基本動作 は,表3に 示 された

複数の電力品質を同時に供給するため,商 用

電力 と連系 した分散型電源の出力 を電力変換

装置により品質向上させた後,各 々の負荷へ

給電するものである。

実 フィール ドでの運用 に先立ち,平 成17年

2月 より実証研究エ リアの電力需要 と電力品

質を連続 して計測 しているが,需 要デー タ

(東北福祉大学エリアと仙台市エ リアの電力需

要の総計)の 途中経過に関 しては10分 間平均

値で最大1.5MW,最 小360kWで あった。 この

ため,分 散型電源の不足分については系統電

力 を活用する必要がある。本実証研究では検

討項 目の対象外 となるが,分 散型電源(ガ ス

エンジ ン発電装置,燃 料電池)の 発電によ り

生ずる熱は,東 北福祉大学構内施設で利用 さ

れ,総 合エネルギー効率を高めている。

品質別電力供給システムの中で も最 も重要

な役割 ・機能 を果たすものが機能統合型高品

質電力供給装置である。同装置の外観を図9

に示す。同装置 は,各 種電力変換部 と蓄電池

港
質
荷

櫨
晶
負

献

高晶質

負荷

樵能統合型
高品質電力俄絵遡鷺

おお　 　ゑ　

露 踊 踊

靴

高晶質

負荷

仙台市ーリア

図8品 質別電力供給システムの構成図

蒙ザ 脅ニズ 謹 パ

i

舩

鯛

・

嘉

翻

璽ρ
◎冷

図9機 能統合型高品質電力供給装置の外観
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(定格バ ックアップ時間:30分)に より構成 さ

れている。蓄電池は,停 電時のバ ックア ップ

機能以外 に,分 散型電源による自立運転時に

おいて,太 陽電池パ ネルによる発電量変化お

よび負荷の変動 による自立系統の電圧 ・周波

数変動抑制,す なわち交流電力の品質維持に

貢献するための役割 も兼ねている。

多 くの技術的課題 をクリアすることが本実

証研究 に求められているが,最 も重要 な項 目

が電力品質改善であ り,そ の改善効果 を確認

するためデータ収集や波形取得が,定 量的な

評価 ・分析のため必要となる。停電,瞬 低な

どの系統異常が発生 した場合の電力品質補償

動作のチェック,装 置や設備が故障 した際の

他品質系統へ の影響把握,お よび電圧 ・電

流 ・周波数などデータ収集 を目的 とした計測

システムを品質別電力供給 システムの導入 に

合わせて設置する。 この計測 システムは計22

カ所で電圧,電 流,周 波数等が同時に計測可

能な仕様であ り,加 えてGPS(全 地球測位 シ

ステム)に よって時刻同期 をさせ た波形デー

タも計18カ 所で一斉 に取得することが可能で

ある。例 えば,波 形データを多点で比較す る

ことにより,瞬 低前後の電力品質の改善度合,

設備あるいは負荷故障が発生 した場合の影響

度合いの解析が可能 となる。

4.エ ネル ギ ー セ ン タ

平 成18年 第2四 半 期 の完 成 を 目指 して,エ

ネルギ ーセ ン タを東 北福 祉大 学 キ ャンパ ス 内

に構築 中であ る。エ ネルギーセ ンタの完 成予

想 図 を図10に 示 す 。 エ ネル ギ ー セ ン タ は,

1,085m2の 敷地面 積が あ り,分 散 型電源や受配

電設備 を設 置す る とと もに,電 力 品質制御 室

(pQCR:PowerQualitycontrolRoom)と 称 し

た建物 内(床 面積116m2)に 機i能統合型高 品質

電力供給装置 を収 容す る。PQCR内 では,直 流

電力 を活用す る ため に,直 流300Vを 安 全で か

つ扱 い易い電圧 で ある直流48Vに 変換 した後,

照明器具(蛍 光灯安定器),計 測用サ ーバ,換

気用 フ ァンに対 して給 電 を行 う。

5.評 価項 目と今 後の課題

本実証試験 を通 して,以 下の評価を予定 し

ている。

① 給電信頼度 電力品質

商用系統,負 荷設備,あ るいは電源装置 に

故障 ・事故が発生 した場合の各電力品質状態

を評価す る。実運用 中は,雷 など自然現象が

原因 となる擾乱 を待 つが,実 運用期間中に,

ら礪^
ら

瞳灘蕊 謡
図toエ ネル ギーセ ンタ完成予想 図

難

一33一 季報 エネルギー総 合工学



人工 的 に停 電状態 を作 り,シ ス テム動 作 の正

常性 を確 認 す る こ と も予 定 してい る。 また,

各種 シ ミュ レー シ ョンに よる効 果 の確 認 も合

わせて実施す る。

② 運用性

実負荷への供給 を通 して,運 用上の課題 を

抽出し,そ の対策 としての考 え方を整理する。

解決することが困難 な課題があった場合,将

来への提言 としてまとめる。

③ 経済性,ス ペ ース,電 力損失

経済性 につては,今 回のシステム構築お よび

運用 に要 した費用,経 費 な ど実態 に即 した値 を

用 いて経 済性比較 のモ デルに適用す る。同様 に,

スペ ース,電 力損 失 について も,今 回の実証検

証を通 して得 られた実デー タを用い,電 源装置

の集約 ・統合化 の効果 を算出す る。

本実証研究により得 られる多 くのデータや

新 たな知見は,今 後の品質別電力供給システ

ム汎用化 のため に活用 してゆ く予定であ る。

本稿の執筆時点では,実 運用が開始されてい

ないため,ど のような結論が導かれるのかは

不明であるが,将 来 に向けた品質別電力供給

システムの汎用化が今後の重要な課題の1つ

になる と考 えている。なお,NTTフ ァシリテ

ィーズ ら計4者 は仙台市国見地区での実証研

究の実施 を中心 に取組むが,同 システムの汎

用化 については,(財)エネルギー工学総合研究

所が主体 となって検討す る体制 としてお り,

各種データの共有化,お よび解析 モデルや手

法の統一など,協 調 し作業を進めている。

6.お わ りに

本稿では,実 証研究の概要およびそのシステ

ム構成について紹介 した。平成19年度第1四 半

期中の実運用開始に向けて,設 備の設置工事,

装置類の運用前データの収集作業を実施 してお

り,今 後 も,各 種データやその解析結果が得ら

れた時点で適宜報告を予定している。

本研究は,新 エネルギー ・産業技術総合 開

発機i構(NEDO)委 託研究事業 「新電力 ネッ

トワークシステム実証研究 品質別電力供給シ

ステム実証研究」において検討 したものであ

る。最後 に,本 研究 に携わっている多 くの関

係者に対 して紙面 をお借 りし感謝の意を表 し

たい。
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[調査研究報告]

「需要家 における品質別電力供給の

ニーズ調査結果」 について

石 垣 幸 雄 望唇㌫鑛 一総合工学研究所
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1.は じ め に

電力分野の規制緩和,需 要家ニーズの多様

化,新 エネルギーによる分散型電源の導入等

を背景 として,将 来 に向けた新 しい電力ネッ

トワークのあ り方が検討 されてきた(1)。 この

ため,(独)新 エネルギー ・産業技術総合開発

機構(NEDO)で は,直 流を含む多品質の電

力を同時供給する 「品質別電力供給システム」

を実フィール ドで総合評価 し,将 来の汎用化

を図ることを目途 として,平 成16年 度か ら平

成19年 度 まで実証研究 を行 い,当 該技術の有

効性を検証することとしている。

本稿 は,NEDO委 託事業として推進 されてい

る品質別電力供給システム実証研究の関連調査

として実施 した 「需要家における品質別電力供

給のニーズ調査」(以 下,ニ ーズ調査 と略称す

る)の 結果のまとめに関する経過報告である。

2.品 質別 電 力供給 シス テム 実証研 究 の

概要(2)

品質別電力供給 システム実証研究では,直

流 を含む多品質の電力供給 を同時に実施する

ことを目的の1つ としている。計画 している

品質種別 は表1に 示す通 りで,直 流を含めた

計5種 類の電力供給が可能である。システム

構成を図1に 示す。分散型電源 としては,ガ

スエ ンジン,燃 料電池 などが商用電力系統 と

連系 され,運 転される。高品質A,高 品質Bl,

高品質B3,直 流は,東 北福祉大学エリア内で

研 究中の機能統合型高品質電力供給装置,お

よ び コンデ ンサ形 直列補 償 瞬 低対 策装 置

(DVR)よ り供給 される。また,高 品質B2は

DVRを 介 して,仙 台市エ リア(仙 台高校,国

見浄水場)に 設置 されている機器類に対 して

供給 される。

表1実 証研究における供給品質目標

電力供給
品質分類

電力供給
品質要件

高品質A 高品質B1 高品質B2 高品質B3 直流供給 (参考)

高品質C

系統連系時 自立運転時

瞬断時間 無瞬断 15ms以 下 15ms以 下 15ms以 下 15ms以 下 無瞬断 1分 程度

電圧変動 ○ ○ × × × ○ ×

電圧不平衡 ○ × .× × × 一 ×

電圧高調波 ○ × × × × ○ ×

周波数 ○ × × × × 一 ×

瞬時電圧低下 ○ ○ ○ × ○ ○ ×

停電 ○ ○ △ × 0 △

バックアップ時間 05h 0.5h 200ms以 上(10サ イ クル以上) 0.5h 停電時間が
1分 程度に制限

凡例:○ 補償有 り △条件付補償 ×補償無 し
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81黄荷

負荷 負荷
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Bus

罐
掘
蟹
掲

縫
掴
㎝

B2

賃碕

435kW

GE:ガ スエ ンジン

FC:燃 料電池

PV:太 陽光発電

DVR:コ ンデ ンサ形直列

補償瞬低対策装置

東北 福祉 大!学エリァ 仙台布工リア

図1品 質別電力供給システム全体構成図

3.需 要 家 にお ける品 質別 電 力供給 のニ

ーズ調査

(1)調 査 目的,調 査方法

ニー ズ調査 の 目的 は ,業 種 別 に品質別 電力

供給 の ニーズ を把握 し,下 記 を明 らか にす る

ことで ある。

●第三者からの高品質電力供給の可否

●現状対策技術の問題点

●要求電力品質レベルと用途負荷,容 量

●電力品質別,要 求供給信頼度 レベルとコス ト

●業種別の品質別電力のニーズ分析

●業種別の電力 品質別,要 求供給信頼度 レベ

ルとコス トの相関分析 など

なお,ニ ーズ調査 は2005年9月 末 にアンケー

ト調査票 を郵送 して行 ったが,具 体的 な設問設

計 に当たっては,半 導体製造業,総 合病院,デ

ー タセ ンター
,オ フィス ビル等への事 前 ヒア リ

ングを行 い,そ の結果等 を参考 にして作成 した。

ア ンケー ト調査票 の郵送先 は,経 済産業省 が公

開 している 「エ ネル ギー管理指 定事業所名簿 」
　

(平成16年3月31日 作成)よ り,1万1,501件 の

中か ら2,300件 を無作為抽 出 した。最 終的 な ア

ンケー ト回収件数 は349件(回 収率15.2%:標 準
　　

誤差2.6%に 相 当)と な り,同 種 の アンケー ト

調査 と しては十分 な精度 でデー タが得 られた。

また,ア ンケ ー ト調査 に回答 を頂 いたデータで,

特 に追 加調査 が必 要 と思 われ る情報 につ いて

は,事 後 ヒア リング調査 を実施 し,デ ー タ精度

の向上 を図 った。

*エ ネルギー管理指定事業所 とは,「省 エネルギー法」 によってエ ネルギー使用状 況の報告が義務づ け られてい る事業所(工

場 または事業場)の ことを言い,第1種 エ ネルギー管理指定事業所 と第2種 エ ネルギー管理指定事業所の別があ る。

本 ア ンケー ト調査 に使用 した名簿 におけ る第1種 エ ネルギー管理指定事 業所 とは,「 燃料 及び これ を熱源 とする熱(以 下

燃料等)ま たは電気」(以 下エ ネルギー)の 年度使用量 が,燃 料等で原油換算3,000kl以 上,ま たは電気 で1,200万kWh以 上 を

使用 す る事業所 で ある。 また,第2種 エ ネルギ ー管理指 定事業 所 とは,エ ネ ルギ ーの年度 使用 量が,燃 料等 で原 油換 算

1,500kl以上3,000kl未 満,ま たは電気で600万kWh以 上1,200万kWh未 満 の事 業所であ る。(編 集部注)

*・標 準 誤 差 が2.6%と い う こ とは,例 え ば,回 収 数349件 にお け る あ る項 目に 対 す る 回答 が 「50%」 で あ る 場合,全 て の一 般

大 口需 要 家11,501件 を調 査 して 得 ら れ る 回 答 が 「50%」 か ら±5.2%の 幅(44.8%～552%)に あ る こ とが95%の 確 か ら し さ

で 言 え る こ と を意 味 す る。(編 集 部 注)
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(2)ア ンケ ー ト調査結果 と分析

① 停 電,瞬 断 瞬 時電 圧低 下 等 に関 す る調

査 ・分析

停電,瞬 断,瞬 時電圧低 下 の年 間頻度 に関

す る調査 ・分析結果 を図2に 示す。

停 電 は 「な し」 が181件,1年 間に1回 以下

力s'100件,2回 が26件,3～5回 が13件,6～

10回 が2件,11回 以上 が1件 を占め,発 生頻

件
数

350

300

250

200

150

100

50

0

度 の増加 と ともに件 数 も減 少傾 向 にある。 一

方,瞬 時電圧低 下 につ いて は 「な し」 が最 も

多 い ものの,特 に,近 畿 ・中国の一部 地域 で

は年 間発生 頻度6～10回 や11回 以 上が10～30

回/年 前 後 とい うケ ース もあ った。事 後 ヒア

リング調査 の結果,こ れ ら多頻度発生地域 は,

広 域 で雷 を拾 っ てい る のが原 因 と考 え られ,

停 電 ・瞬断 の この地域 にお ける発 生 は逆 に皆

停電 瞬断 瞬時電圧低下

口なしal回 以下 ロ～2回 璽～5園 繧6～10回"11tw以 上

図2停 電,瞬 断,瞬 時 電 圧 低 下 の 年 間 頻 度

図3停 電 ・瞬断 ・瞬時電圧低下の年間発生回数分布
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無 に近 か っ た。 図3は,年 間 雷 雨 日数分 布

(IKLマ ップ)(3)に 停 電 ・瞬 断 ・瞬時 電圧低

下 の年 発 生 回数 を重 ね合 わせ た もの で あ り,

停電 ・瞬 断 につい て は年 間雷雨 日数分布 と良

く一致 してい る ことが判 る。 この ことはまた,

表1に おけ る高 品質B3,ま たは高 品質B2の み

の需 要家 ニ ーズが現 実 に存在 してい る こ とも

理解 され る。

② 電力品質向上 による新 しい使 い方

電気 設備 ・機器 につ いて,将 来,高 品質A,

B1,B2,C,直 流 の電力 品質が実現 した場合,

どの ような新 しい使 い方が考 え られ るか,と

100

90

80

70

60

%50

40

30

20

10

0

い う設問 に対 す る分 析結 果 を図4に 示す 。高

品質Aに つ いては肯 定的 な見方が40%程 度 であ

り,B1,B2,C,直 流 になる につ れ,無 回答

の割合が高 くなってい る。

③ 高品質電力供給 と電気料金との関係

将来,第 三者から高品質電力供給を受ける

ことが出来た場合,ど の程度の電気料金であ

れば受容可能か,と いう設問に対する分析結

果を図5に 示す。

高品質Aに ついては,従 来 より割高でも良い

との見方が40%を 占めるが,品 質が下がるにつ

れ,直 流 も含めてこの比率は低下 している。

第29巻 第2号(2006)

高品質A

高品質A

高品質B1

高品質B2

高品質C

直流

高品質Bl 高晶質B2 高品質C

図4電 力品質向上による新 しい使い方

010

直流

(%)

20304◎506070809010◎

凹 従来より多少割高(10%程 度以上)で も可[=】 従来と同程度の料金が維持されることが不可欠

鑓 従来より多少割高(10%程 度以内)で も可 □ 従来より安くなることが不可欠

糠 従来より多少割高(5%程 度以内)で も可

図5高 品 質 電 力 供 給 と 電 気 料 金 と の 関 係
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④ 電力品質 ・供給信頼度 と受容 コス トとの相

関関係

電力料金の受容上げ幅に関する代表値を表

2の 通 り設定 し,図3の ア ンケー ト調査 結果

にお け る回答構 成比 の加重平 均 を とる ことに

よ り,電 力料金 の受容 上 げ幅 を縦 軸 とす る許

容 コス ト(上 げ幅)が 図6の ように得 られた。

表2受 容上げ幅に関する選択肢 と代表値

受 容 コス ト(電 力料 金) 代表値

多少割 高(10%程 度 以 上)で も可 15.0%

多 少割 高(10%程 度 以 内)で も可 10.0%

多 少割 高(5%程 度 以 内)で も可 5.0%

同程度の料金が維持されることが不可欠 0.0%

安 くな るこ とが 不可 欠 一5
.0%

の3

52
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⑤ コス ト相関に関する業種分析

図6の グラフを業種別 に展開 し,高 品質A,

高品質Bl,高 品質B2,高 品質Cに 便宜的に数

値 を与え,最 小 自乗法で各業界の回帰直線 を

得た。その傾 きと切片の関係 を示すことによ

'く

禽.

/

高品質A

ユ

81質品高 高品質C 直流

拠6/"1圏o

高 一 一一一一供給信頼度(電力品質)一一一一一 レ低

図6電 力品質 と電 力料 金の受容上 げ幅
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50/o

b4%

窃透

3%

2%

窪%

まネルギー
供給施設

i●全 業 種 平 均
…

●研究所 ・試験所

●事務所 ビル
●電気機械 ・

器具製造

●病院 ・診療所

◇ 一…一●イ瞠 王業

● 鐸 子部品'
アバ イス 製造

●◆庁舎 ●輸送用機擁器具製造

0%

0%10/02%

-a(負 の傾 き)

図7電 力品質と電力料金の受容上げ幅に関する業界分布図

窯業 ・土石

製品製造

小売店等
ノ食料 品製造 ～ψ
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4.ま と め

品 質別電力供 給 シス テム に関す る総合 調査

の一環 と して,需 要家ニ ーズ調査 を 目的 と し

た ア ンケー ト調 査 を実 施 した 。 なお,分 析 に

つい ては現 在整 理 中であ り,別 途 ま とめて報

告 の予定 である。

参考文献

(1)エ ネルギー総合工学研究所:「 新電力 ネ ッ トワー クシ

ステム研 究会」報告書,(2003-6)

(2)廣 瀬圭 一他:「 仙台 国見地区 における品質別電力 供

給実 証研究 のための設備構成検討」,平 成18年 電気学 会

全 国大 会一般講演No.6-056(2006-3)

(3)気 象庁:雷 雨10年 報,昭 和43年3月
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[寄稿]

電力自由化の現状 と課題

丸 山 真 弘(塑 灘 貴研究所 社会脚 究所)

1.は じ め に

2005(平 成17)年4月 に実施 されたいわゆ

る第3次 制度改革により,小 売 自由化の範囲

が全ての高圧需要家(需 要規模50kW以 上)に

拡大 された。 これ とともに,送 配電部門の公

平性 ・透明性の確保 を図る仕組みとしての中

立機関(送 配電等業務支援機関)の 設立 と行

為規制の導入,指 標価格 の形成等 に資するこ

とを目的 とした私設任意の電力取引所の創設

などにより,わ が国の電気事業制度は新 たな

段階に入ったといえる。

さらに,2007(平 成19)年 を目途に,小 売

の全面 自由化 についての検討が開始 されるこ

とが予定 されている。それに向けて,こ れ ま

での制度改革やその結果 としての競争環境に

対する評価や検討等が国の審議会や公正取引

委員会 によって実施され,報 告書が とりまと

められている(表1)。

本稿では,こ れ らの動 きを整理 しつつ,小

売 自由化 を中心 とす るこれまでの制度改革の

状況 と今後の課題について概観する。

2.制 度改革 の評価

(1)電 気料金の動向

小売自由化は,高 コス ト構造の是正 に向け

た経済構造改革の課題の1つ として,電 力価

格を国際的にみて遜色 ない水準 にするという

目標に向けて,行 われたものである。従って,

電気料金の動向や諸外国 との料金水準の比較

は,制 度改革の評価 において重要な項 目の1

っとなる。

総合資源エネルギー調査会電気事業分科会

制度改革評価小委員会が2006(平 成18)年5

月22日 にとりまとめた報告書(以 下 「制度評

価小委報告」)に よれば,1995(平 成7)年 度

か ら2005(平 成17)年 度 まで に,電 気料金

表1制 度改革 ・競争原理についての評価,検 討等のとりまとめ状況

・「 甥i'・:;二 「・閣 ・・"ヒ 毒 三
、

総禽資源菰ネルギー調査会 電気寮業分麟会 2◎06(平 成憾)無5月22鷺 と9憲 とめ

鋼魔改革評髄小委員会「報告叢」 電気事業分科会に綴告予定

総合資源エネルギー調査会 電気事業分税会 2◎◎6《箪成鰺}年6月 絡 鷺 と9まとめ

原皐力部会 電力窪由化と療峯力に閣する小委貴会「と琴 2◎Q6《三詳成壌8)年5月3◎ 蕪… 源二罫・力部 会fこ

まとめ」 報告

鹿業構造審議会 萩成長敵策部会 競争環境整欝 2◎◎5(平成登}隼 旬 月2肩 ヨ とりまとめ

小i委員会 工ネル ギー ・ワーキング・グル ープ 2◎◎6《平成綿〉年携 ⑯ 霞 競争環境整備

「平域総年度の電力市場の競争騨癒」 小委員会に報告

公正取引嚢員会《事務総局経済敗引局調整課)

「鷺力欝場にお1ナる競争状溌と今後の課題について」
2◎06〈寧 成綿 〉無6月 アiヨ 公表

順不岡
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←翻評

12
67891011121314151617(年 度:平成)

電灯料金は,主に一般家庭部門における電気料金の平均単価。
電力料金は,主に工場,オフィス等(自 由化対象需要家分を含む)における電気料金の平均単価。

平均単価は,電灯料収λ,電 力料収入をそれぞれ電灯,電力の販売電力量(kvxn)〉で除して算定した。

(出所:「 制度改革評価小 委員会報告書」(2006年5月22日)の 参考資料 を基 に編集部で作 成)

図1電 気料金の推移

小 …驚部門 に灘ける

(R/k蹴}部 労 嘩磁廊導 入
く特 男ll窩縁2心 ひOkW以 よ)

19

17

15

13

11

小i灘獺門`こ_お1ナ悉

駕分 整蜘化範 髄紘大
く高1蕊難x)kW以 上)

産 業 用

昏 業 務 用

、輪 階合 計

9
12年度 楚年度1351n与 蓑1偉 窪}構 藻15奪 渡 購 度1碑 葭1斡 凄1}9震
土 期 下無 上 鶏 下幣 上寿 下幣 上蔀 下 劃 上期 て舞 上 潮

産業用電気料金は,工 場等における電気料金の平均単価。
業務用電気料金は、オフィスビル等における電気料金の平均単価。
(ともに特別高圧露萎家が対象)
平均単価は.基 本料金および鷲力料金の合計を購入電力糞(kWh)で 除 して算定した。

(出所:「 制度改革評価小委員会報告書」(2006年5月22日)の 参考資料を基に編集部で作成)

図2特 別高圧需要 家が支払 う電力価格 の推移

(電灯 ・電力合計 の平均単価)は 約18%低 下 し

ている(図1)。 そ して,自 由化対象 需要家 の

支 払 う電 力価 格 は,特 別 高圧 需 要家 の 場合,

小 売 自由化 の実施 された2000(平 成12)年 度

上期 と,2005(平 成17)年 度 上期 の間 で,業

務 用 で約30%,産 業用 で約13%低 下 してい る

(図2)。 一方,料 金 規制 の残 る家庭用 需 要家

向 けの 電気料 金 につ いて も,2000(平 成12)

年度 か ら2005(平 成17)年 度 にか け,約10%

の低 下が見 られ る(図1)。 これは,自 由化 に

よる効 率化 の効 果が,自 由化 対象 以外 の需 要

家 で あ る家庭 用 需要家 の電気 料金 に も及 んだ

結果(均 てん化)で あ る と評価 されている。

さ らに,「 制度 評価小委報 告」で は,日 米 の

産業用 需 要家 の電気料 金 の価格 差が小 売 自由

化実施 前 の1999(平 成11)年 度 に は1対0.27

で あった ものが,2004(平 成16)年 度 には1

対0.40と な った こ とな ど(図3)を 踏 ま え,

諸外 国 との内外価 格差 も縮小 傾 向 にあ る との

評価 を示 してい る。

しか し,産 業構 造審議 会 の 「平 成16年 度 の

電力市場の競争評価 」(以 下 「競争環境小委報
　

告」)で は,十分な競争が行われていなければ,

電力価格が低下 している局面であって も十分

な価格低下 につなが らない可能性が考 えられ

るとして,電 力価格の変化だけで電力市場の

*産 業構造 審議 会新 成長政策部会競争環境整備小委員 会エネルギ ー ・ワーキング ・グループが2005(平 成17)年11月 に取 り

まとめ,競 争 環境 整備小委員会 に2006(平 成18)年1月16日 に報告 され た。
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α25

α20

◎.壌5

◎.霊◎

5◎α

0◎α

1999年(わ が国での 良由化導入直前)

1癩
」i一麟 用

(ドル/kWh>

O.25

0.20

0.15

0.10

0.05

0,◎0

20◎4無

・1999年と2004年の各国の為替レートを元に算出(ドイツの数槌は2◎◎3年のもの)

・各国の1隼間の使用形態を賑定しない平均単価を計算したもの。

・アメワカについては課税前の価格。

・産業組料金の中には、桑務用(商業用〉の料金を含むものと含まないものがある。臼本の康業用料金の中には業務用の料金を禽む。

(出所:「 制度改革評価小委員会報告書」(2006年5月22日)の 参考 資料 を基 に編集部で作成)

図3電 気料金の国際比較

競争の進展度合いを完全に把握す ることはで

きないことに留意す る必要があるとの指摘 を

行 っている。また,2006(平 成18)年6月7

日に公表 された公正取引委員会報告 「電力市

場 における競争状態 と今後の課題について」

(以下 「公取委報告」)で は,内 外価格差は縮

小 しているものの,米 国 との格差は依然倍以

上あるとの指摘がなされている。

「制度評価小委報告」では,電 気料金の低

下の要因を定量分析 し,制 度改革 によ り効率

化が促進 された結果が どの程度を占めるのか

明 らかにしようと試みている。その結果,制

度改革前後の供給費用低下の要因のうち,制

度改革による要因は最大4割 程度 と考えられ,

2003(平 成15)年 度の料金換算で1.3円/kWh程

度にあたるとの結論が示 されている(図4)。

磐的影饗鍛峯 電気峯業餐⑳行勤 輿金 ・費壌等変鐵

〈※労繕は、測蔑鼓革前《簿8嚢晒簿鮪舞i渡}の金翁iや欝蓑嫌雛撫を恭準とした、舗幾敬革緩拳996橘20◎3鋸譲)の饗穰{x滅効譲⑳影饗
獲・導の纏識を蒼っ〉た.潔墾の掻数簸εま、2《矯3球壌㍍おける癒饗額・肇を翠サぴ釜環難絵鱒い欝%め推欝縷鞍を奮むことi認密慧。}

(出 所:「 制 度 改 革 評 価 小 委 員 会 報告 書」(2006年5月22日)の 参 考 資 料)

図4制 度 改 革 が 電 気 料 金 に 与 え た 影 響 の 定 量 分 析
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図5一 般電気事業者の費用の推移

一方
,「公取委 報告」で は,一 般 電気 事業者 の

単位 電力量 あ た りの費用 の推 移 を整理 し,減

少率 の大 きな費用項 目は支払利 息(-47.1%),

減価償却費(-17.8%),修 繕費(-19.1%)な ど

であ った との指摘 を行 ってい る(図5)。

(2)新 規参入者のシェア

競争環境小委報告によれば,電 力市場 にお

ける各事業者のシェアは電気事業者間の直接

的,顕 在 的な競争の状況 を表す指標 であ り,

その大 きさは市場 における事業者間の関係 を

表すものである。
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◎

販売 電力 量ベ ースで みた新規 参入者(特 定

規模 電気 事業者:PPS)の シェアは,2006(平

成18)年3月 の時点 で,特 別 高圧 で4.17%,高

圧 で0.57%で あ り,自 由化対 象 需 要全 体 で は

2.11%で あ った(図6)。 また,業 務 形態 に よ

る シェ アの差 が大 き く,特 別高 圧業務 用 で は

シェアが22.4%と なっている一方,特 別高圧産

業用 や高圧 では,シ ェアは1.0～1.5%に 止 まっ

てい る。 さらに,地 域 に よって もシ ェア に差

が見 られ るが,「 制度 評価小委報告」 は,そ の

理 由の1つ と して,各 地域 の特 別高 圧業 務用

需 要家 の多寡 を挙げてい る。

自由化対象;2◎◎OkW以滋

平戒⑱ 年3月 現 在のPPSシxア

特定規 模需要 全体:2.flo/o

考寺溺高 荘:4唾7%

叢 月E:O,57%

おがあほ

＼

㍊腱

高圧

騰謹

に にぽに ににな ににロこな ににに ぽぽに ににぼ ぽにに ぽにに なな　ニにぼぼに ぼぽにで や サ サ

1懲F灘 懲 一膣pt"lrv"1

注:乎 成給 年渡のシェァは平域17年 度と洞様、高圧50kW以 上の需饗に対するシェアを記載。

(統計の制約から、mSff50kW以 上の需饗には、選挨約款の刃象需婆をすべて計上c}

(出所:「 制度改革評価小委員 会報告書」(2006年5月22日)の 参考資料 を基 に編集部 で作成)

図6新 規参入者(PPS)の シェア
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(出所:「 制度改革評価小委員会報告書」(2006年5月22日)の 参考資料)

図7電 気事業 とガス事 業の新規 参入者 シェアの比較

なお,「公取委報告」は,電 気事業に先駆け,

1995(平 成9)年 から小売部分 自由化 を実施

しているガス事業における新規参入者のシェ

ァと比較 した場合,電 気事業の新規参入者の

シェアははるか に低 い水準 に止 まっている

(図7)と の指摘を行っている。

(3)需 要家選択肢の拡大

需要家選択肢の拡大は,安 定供給の確保な

どと並 び,電 気事業制度の設計 における重要

な政策目標の1つ とされている。

「制度評価小委報告」では,需 要家アンケ

ー トの結果か ら
,自 由化そのものについての

認知度 は高い一方で,既 存 の事業者以外の選

択肢である,地 元以外の一般電気事業者やPPS

からの情報提供 に関 して十分 と認識 している

者が 少 ない こ とを指摘 し,過 大 な コス トをか

け る こ とな く,需 要家 を比 較検 討 で きる,よ

り充 実 した営業 活動 や情報提 供が な され る こ

とを望 んでい る と した。一方,「 公 取委報 告 」

は,同 じ く需要 家 に対 して行 ったア ンケ ー ト

の結 果 か ら,供 給 を変更 しない理 由 と して,

① 「現在の供給者が信頼できる供給者だから」 と

する需要家 とともに 「他に供給者がいないから」
とする需要家の割合が多い

② 供給者側からのセールスについて 「頻繁にある」
とする需要家の割合は,ガ スと同様 に低 く,2

%程 度に止 まる

③ 供給者の選択機会が十分にあるとする需要家は
2%程 度であ り,電 気通信やガス と比較 して低

い(図8)

といった点 を指摘 し,全 体的傾向 として需要

家 にとっての供給者選択度が十分に存在する

とは評価 し難い状況にあると結論づけている。

電 気

ガ ス

固定電話

携帯電話

インターネ ット

0 10 2030405060 708090100
(%)

匠 分にある 聴 ぼ+分 ・やや不粉 。ほとんどない 醗 から蝋 網 矧

(注)電 気 ・ガスについては自由区分の需要家(事 業者の回答)

(出所:公 正取 引委 員会 「電力市場 にお ける競争状況 と今後 の課題 について」(2006年6月7日))

図8供 給 者 を 選 択 す る機 会 に 関 す る ア ン ケ ー ト調 査 結 果
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(4)卸 発 電市場

卸電力取 引は,1995(平 成7)年 の第1次 制

度改革 に より,卸 電力入札制度 と,卸 供給条件

(1,000kW以 上 かつ10年 以上,ま たは10万kW以

上 かつ5年 以上)に 該当 しない小 規模 ・短 期の

卸電力取引料金の 自由化が実施 され,2000(平

成12)年 か らの第2次 制度改革 では,卸 供給料

金 の規 制が認可制 か ら届 出制へ と変更 された。

さ らに,2005(平 成17)年 か らの第3次 制度改

革 を受 け,卸 電力取引所が設立 され,ス ポ ッ ト

と先渡 しの取引が開始 された。

「制度評 価小 委報告 」 は,卸 電 力取 引所 に

つ いて,取 引量 は未 だ少 ない ものの,今 後卸

電力市 場 の 中で重要 な役 割 を担 う こ とが期待

され る と評価 してい る。一方,一 般 電気事 業

者 か らPPSへ の常時バ ックアップの取 り扱 いに

関連 して,十 分 な取引 の厚 み と市場 監視 とい

った条件 が整備 され ることを求めてい る。

また,「 公取委 報告」 は,卸 電力取 引所 の取

引 を活性化 させてい く上での課題 と して,

① 取引所への玉出 しの増大

② 市場監視機能の強化による取引の公平性や信

頼性の向上

③ 市場の透明性 を高めるための情報公開の拡充

の3点 を指摘 している。

(5)安 定供給 ・環境保全の観点からの評価

電気事業の制度改革 は,電 気の安定供給 の

確保や,環 境への適合 といった課題 をも考慮

しつつ行 うことが求め られている。「制度評価

小委報告」では,安 定供給の点については,

① 経営効率化の効果もあ り,設 備投資額はピーク
時の3割 程度の水準 となっているが,最 大電力

の伸 びの見通 し自体 も低 くなってお り(図9),
これまでのところ,供 給信頼度の低下は見 られ

ない

② 今後の設備形成について も供給計画を前提とし
た設備形成が行われる限 り,向 こう10年 間にお
いて適切な供給予備率が確保 され(図10),送

電線 も整備 されてい くことが確認される

③ ただ し,制 度改革の安定供給に対する影響が顕

在化するには時間がかかるので,長 期的にどの
ような影響が出るのかは注視する必要がある

と整理 してい る。

また,環 境 保全 の点 につ いて は,制 度改 革

後,二 酸化 炭素(CO2)の 排 出量 と排 出原 単

位 は増加傾 向 にあ るが,原 子 力発電 所の長 期

停 止 の影響 を除 くと,大 きく増加 して いる訳

ではない としている(図11)。

一方
,地 球 温暖化対 策 推進法 に基 づ き,需

要家 がCO2排 出係数 の低 い需要家 を選択 す る

イ ンセ ンテ ィブが働 く仕 組 みが導入 され る こ

とになってい る点 に関連 して,「 公取委 報告」

は,電 力市 場 での競 争 にお ける一般 電気事 業

者 とPPSの 問の イコール フッテ ィング を確保 す
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図9設 備 投 資 の 推 移 と最 大 電 力 増 加 見 通 し と の 比 較
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図10供 給計画 にお ける今後 の供給予備率等

る とい う観点 か ら,検 討 が必 要で ある との指

摘 を行 ってい る。

3.今 後 の留意事項

最初にも述べたように,2007(平 成19)年 を

目途に,小 売全面自由化についての検討が開始

されることになっている。「制度評価小委報告」

と 「公取委報告」では,そ れぞれ検討に向けた

留意事項を指摘 している。また,総 合資源エネ

ルギー調査会電気事業分科会原子力部会電力自

由化 と原子力に関する小委員会は,2006(平 成

18)年5月15日 に,原 子力推進の観点からの全

面 自由化の検討に関する整理を行った結果をと

りまとめ,そ の結果(以 下 「原子力小委報告」)

を原子力部会に報告 している。

「公取委報告」 は,自 由化以降活発な競争

が行われている特別高圧業務用分野 と比べ,

規制分野での料金引 き下げの幅が小 さいもの

に止 まってお り,中 小零細の小売事業者には,

自由化によって大手小売事業者 との料金格差

が拡大 していることへの不満が見 られること

や,サ ービスに関 しても自由化分野 と規制分

野の需要家満足度に大 きな開 きが見 られるこ

となどを指摘 しつつ,需 要家の利益の観点か

ら全面 自由化について検討 を行 うべ きとの考

え方を示 している。 また,公 正競争 を確保す

る観点から,一 部事業者が独 占的な供給 を行

うことが認められる領域 を設けることについ

て,競 争事業者 間のイコールフ ッテイングの

原 墜力発電所 の停 止の影響 により、◎◎2排 出量は2◎◎2年度2β ◎◎万t、2◎◎3年痩
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2.8%に 相 轟)
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図11CO2排 出量の推移 と原子力発電所運転停止の影響
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見地か らの検討が必要であるとしている。

一方
,「制度評価小委報告」では,安 定供給,

環境保全 と自由化 との両立が必要 との観点か

ら,

① 一般電気事業者だけでなくPPS等 も含めて,ど
のように安定供給 を確保する仕組みを構築 する

かについて検討すること

② 自由化と環境保全 を両立 しつつ,PPSも 含めた

電気事業者のCO2排 出量の削減に向けて,ど のよ

うに取 り組んでいくのか検討すること

③PPSの 電源調達が,当 面の問は電気事業者から
の常時バ ックア ップにある程度依存せ ざるを得

ない状況にある中で,安 定供給の確保や環境保

全の両立という課題を踏まえつつ,PPSの 電源調

達のあり方について検討を行 うこと

が必 要である としている。

さらに,「 原子力小委報 告」で は,電 力 自由

化 は,需 要確保 とコス ト回収 の保証 が な くな

る,コ ス ト圧縮 努力 の一 環 として,設 備 投 資

抑 制圧力 が高 まる,電 力 間競争 の圧力 が高 ま

る,と い う3点 か ら原子 力発電 投資 に影響 を

与 える可 能性 があ る と した。 その上 で,委 員

会 では

① 規制が残る家庭用需要には安定的な需要が見込
まれ,巨 額で リスクが大 きい投資 を支える効果

がある一方,規 制がな くなった場合,新 しい事

業制度の体系自体が不透明となり,リ スクの大
きい投資を決断 しにくくなる

② 家庭用需要からは,自 由化 されても一時に大 き
な需要離脱がある とは考えにくいことから,今

後自由化が更に進んでも大 きな影響はない

という2つ の意見があったことを併記 し,結

論 として,全 面 自由化の検討にあたって,今

後の原子力発電投資 に及ぼす影響に十分配慮

した慎重な議論が行われることが適切である

との考え方を示 している。

4.お わ りに

本稿 で は,2007(平 成19)年 を 目途 に予 定

されて いる,小 売 の全面 自由化 につい ての検

討 に向 けて と りまとめ られ た,こ れ までの制

度改 革や その結果 と しての競争 環境 に対 す る

評価 や検討 等 につい ての報告書 の内容 を論 点

ご とに整理 しつ つ,小 売 自由化 を中心 とす る

これ まで の制度改 革 の状 況 と今 後 の課題 につ

い て概観 して きた。

2006(平 成18)年 中には,エ ネル ギー基本

計 画 の見 直 しも予 定 されて お り,安 定 供給,

環境保 全,エ ネル ギーセ キュ リテ ィ とい った

課題 と事業 の効率 化 に よる低廉 な電力 の供給

とい う課題 を どの よ うに調和 させ つつ,最 終

目標 で ある需 要家利益 の増大 を どの ように図

っ て い くの か とい う問 題 に 関 す る検 討 が,

様 々な局面 にお いて,2006(平 成18)年 度 下

期 以 降,活 発 に行 われ る こ とが予 想 され る。

今 回の検討 は,1995(平 成7)年 以 降行 われ

て きた一連 の電気 事業 制度改 革 に関す る動 き

の集大成 といえる ものである。

米 国 の小 売 自由化 を巡 る動 きの 中で は,小

口需 要家 に対 して競争 成果 を早期 に均 て ん さ

せ る との観 点 か ら,小 売料 金 を制度改 革前 よ

り引 き下 げ た上 で,一 定期 間 固定化 す る とい

う政策(ratereduction&freeze)を 採用 した州

が 数多 く見 られ た。 しか し,小 売料 金 の引 き

下 げ の結 果,新 規参 入 が 困難 にな っ た上 に,

そ の後 の燃 料価 格 の高騰 の結果,凍 結期 間の

終 了 とともに,需 要 家 は大 幅 な価格 引 き上 げ

に直面す るこ とにな った。そ して,そ れへ の

対応 策 が秋の 選挙 に向 けた政争 の道 具 として
　　

使 われ る とい った状況 も生 じてい る 。 この

ように,電 気事 業 に関す る制度 の設 計 は,長

期 的 に,か つ 多 くの需要 家 に影 響 を与 え る も

ので あるが故 に,わ が 国 に とってふ さわ しい

電 気事業 制度 の あ り方 につ いて,こ れ まで の

検 討の 際 と同様 に,慎 重 かつ 多面 的 な検 討が

必要 である と考 える。

**米 国 メリーラン ド州 では,州 内最大の事業者BaltimoreGas&Electricの 家庭用電気料 金が,2006年7月1日 の価格凍結期

間終了 とともに7割 以上引 き上 げられ る という事態 になった。 これ に対 し,共 和 党選出の知事 と民 主党 が圧倒的多数 を占

め る州議会,さ らに次期 の州知事 を目指す民主党選出のボルチモ ア市長が料金 の段 階的な引 き上げの方策 につ いて対立 し,

州議会が規制当局の コ ミッシ ョナー全員 を解職 する法律 を,知 事の拒否権行使 を覆 す形 で成立 させ る とい う事態 に至 った。
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[寄稿]

豪 ク ィー ンズ ラ ン ド州 のエ ネ ル ギ ー資 源
一石炭 を中心 として一

安 達 健(熱 蓑ンズランド州政府)

は じめに クィー ンズ ラン ド州 のエネルギー資源

2006年 は 日豪間30年 の交流 を記念 して 「日豪

交流年」(YearofExchange)と な っていますが,

私 どもクィー ンズ ラン ド州政府駐 日事務所 は25

年の歴史 を持 ってい ます。 さらに,石 炭 に関す

る 日本 とクィー ンズ ラ ン ド州 の歴史 となる と,

40年 ～50年 近 くになると思 います。

クィー ンズ ラン ド州 は,面 積で はオース トラ

リアで2番 目 に大 きな州(日 本 の4倍)で,

人 口が400万 人,経 済規模(GDP:国 内総生産)

はニュ ージー ラ ン ドを少 し上 回 ります。 貿易

面で は,日 本 が最大 の相 手 国で,石 炭 を含 む

全 商 品及 びサー ビスの輸 出 に占め る 日本 の割

合 は3割 弱 にもな ります。

2eo
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(1)石 炭

[概況]

現在,ク イー ンズ ラ ン ド州 の石 炭確認 埋蔵

量 は330億 トン(2003年7月 時点)で す。44の

炭 鉱 があ ります が,31が 露天掘 り,13が 坑 内

掘 りです 。生 産量 は年 間1億7,270万 トンで,

1億4,550万 トンが輸 出 されてい ます。

図1は 石 炭売 上の推移 です 。 こ こ10年,輸

出向 けが急 成長 してい ます 。図2に 示 す よう

に,用 途別 で は,原 料 炭(コ ー クス原 料 用,

吹 込原 料用 の石炭)の ほ うが 一般 炭(発 電 ・

ボイ ラー ・加熱炉用の石炭)よ りも多 いです。

図3は2004年 度 にお ける輸 出先 の構成 です 。

/

脚
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騨

嗣

一/"

黛◎G4年 度 纏 ◎◎4.7.蒙～ 衰◎◎5.6.3◎〉 の籔 売董 輸 出

輸 嶺 蓬億4β5{)フ ヲトン

1譲肉 窯,ア◎{}万 トン

会 舞 董億 乳二～5◎フぎ参ン

圏
1999200020012002200320042005

年度

図1ク ィーンズラン ドの石炭売上 げ推 移

*本 稿 は、本年2月24日 の 当所 月例研 究会(第243回)に おけ るご講演 を本誌掲載用 にテープ起 こ しした ものです。
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図2輸 出における一般炭 と原料炭

合計:1億4,550万 トン
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図3輸 出先の割合(2004年 度)

輸 出 されてい る1億4,550万 トンの約40%が 日

本 向 けです 。 ヨー ロ ッパ 向けが約20%で す が,

各 国毎 のパ ーセ ンテージは さらに小 さ くな って

い ます。 国 レベルで 日本 に次 いで大 きいのが韓

国で約15%。 イ ン ドは約11%,中 国 はまだ3%

にす ぎませ ん。

[主な炭 田とその特徴]

図4は クィー ンズラ ン ド州の産 炭地 の地 図

です 。産 出量が 最 も多 いの は ボーエ ン炭 田で

すが,現 在,少 し南 にあ るス ラ ッ ト炭 田が注

目されつつあ ります。

採掘 権 につ いて です が、既 存 の石炭 資源 に

つい て は、採掘 可能 地域 のほ とん どで設定 済

みで す。 しか し、例 えば、 イ ン フラか ら大分

遠 い とか、500メ ー トル以上 の深 い所 に資源 が

あ る とか の理 由で権益 が設 定 されて いな い部

分 もあ ります。

① ボーエン炭田

低品位の低揮発分炭から高品位の高揮発分

炭(亜 炭(褐 炭 ・泥炭),亜 渥青炭,涯 青炭,

無煙炭)ま で様 々な種類の石炭が産出されま

す。産出 した石炭は,原 料炭,一 般炭 として

用いられ ます。灰分 についても低 レベルか ら

中レベルで,硫 黄分 も低いです。

② スラッ ト炭 田

開発 が あ ま り行 わ れてお らず,産 出 は,ド

ー ソン/モ ー ラ地 区
,ウ ィルキ ーク リー ク地

区,そ して ニ ュー アク ラ ン ド地区 の3つ のエ

リア に集 中 して い ます 。モ ー ラ南部 には50億

トン強 の石炭(高 揮 発 分炭 で一般炭 と して利

用 可能)の 存在 が確 認 されてい ます 。概 ね露

天掘 りですが,地 下 の採掘資 源 も一部存在 し

てい ます。 また,ス ラ ッ ト炭 田では 「ワル ー

ン炭」が注 目されています。図5に 示す ように,
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図4 クィーンズラン ド州内の主な産炭地
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ク ィー ンズ ラン ド州内で生産 される一般炭 の中

では,燃 焼 させた ときの二酸化炭素(CO2)の

排出量 が最 も低い部類 に入るか らです。これは,

石炭 に含 まれる水 素分が多い こ と(重 量パ ーセ

ン トで6.0%)に 起 因 してい ます。

③ ガリリー炭田

亜渥青炭 と渥青炭の存在が確認され,用 途

としては一般用のみが考えられます。 しか し,

インフラ整備が非常 に遅れているので,稼 動

中の炭鉱はまだあ りません。

[イン フラ整備]

図6に 石炭 関連のイ ンフラ整備状況 を示 しま

す。ス ラッ ト炭 田の場合,グ ラ ッ ドス トー ンと

結ぶ鉄道 を計画 中です。完成すれば グラッ ドス

トー ンか らの積 出 しが非常 に容易 にな ります。

ク ィー ンズ ラ ン ド州政 府 は,石 炭 の イ ンフ

ラ整備 に莫大 な額 の投 資 を行い ます。2005年5

月 で14億 豪州 ドル をコ ミッ トし,21億 豪州 ド

ル を計 画 しま した。5カ 月後 に は,そ れ を積

み増 して,コ ミ ッ ト額 を22億 豪 ドル,計 画 額

を31億 豪 ドル に引 き上 げ ました。
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図6石 炭のインフラ整備状況
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インフラ整備 については,州 政府 も独自に研

究を行ってきていますが,昨 年か ら最近 まで,

新エネルギー ・産業技術総合開発機構(NEDO)

から提案があった 『クィーンズランド州におけ

る石炭生産及び輸出能力調査』の最終報告書が

そろそろ出てきます。非常に詳 しい現状把握 と

今後の課題と協力体制についてご指摘いただけ

る報告書だと思います。

[炭鉱開発 の現状]

ボーエ ン炭 田 とス ラッ ト炭 田では,2006年6

月時点で,新 規 の炭鉱が9件 で き,14件 が拡張

中です。計画段 階の もので は,初 期段階が17件,

かな り進 んでい るものが17件 あ ります。

(2)そ の他の地下資源

図7は 石油,天 然 ガ ス, オ イ ル シ ェ ー ル,
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表12004年 度の生産 量

原油

液化石油ガス(LPG)

コンデンセー ト

天然ガス

炭層ガス

260万 バ レル

216万 バ レル

180万 バ レル

140ペ タ ジュ ー ル

31ペ タ ジ ュ ール

コー ル シーム ガス(炭 層 ガス)の 埋蔵 地 の分

布 です 。 また,2004年 度 におけ る石油,液 化

石油 ガス(LPG),コ ンデ ンセー ト,天 然 ガス,

炭 素 ガス の生 産量 は表1の 通 りです 。 また,

オ イル シェールの確 認埋蔵量 は約277億 バ レル

です。

石 油生産 地 は州の南 西部 に集 まって い ます

が,ス ラ ッ ト盆 地で もか な り開発 が進 んで い

ます。油 田の ほ とん どが海 の近 くにあ り,埋

蔵量 もあ ま り多 くあ りませ ん。石 油 はほ とん

ど国内 で消費 され,ほ とん どが豪 州資本 に よ

る開発 です。

今,炭 層 ガスが注 目され てい ます。2005年

1月1日 か ら,州 政府が発 電 に使 うガス燃 料

の比率 を13%に す るこ とを義務 付 けた ためで

す 。 この影響 で,一 気 に炭層 ガス の開発 が進

んで きて い ます 。ボ ーエ ン炭 田で の生産 が非

常 に多 く全 生産量 であ る31ペ タジュー ル はボ

ーエ ン炭 田か らの ものです 。今 後,ス ラ ッ ト

炭 田での炭層 ガス生産 に も期待 が寄 せ られ て

い ます。

資源 探査 の支 出額 に もこの こ とが表 れ てい

ます 。石油 ・ガス探査へ の支 出 は,2004年 度

で約1億400万 ドルで,前 年 度 よ り600万 ドル

増 え ま した。 この増加 分 のほ とん どが 炭層 ガ

ス の探査費用 だった とい うことです。

イー ンズ ラ ン ド州政府 独 自の再生 可能エ ネル

ギー政 策 に よ り,ク ィー ンズ ラ ン ド州 で は現

在,発 電全 体の4.2%が 再生可能 エ ネルギ ーで

賄 われ てい ます 。2.7%は バ イオマス による も

ので,残 り1.5%が 水力発電 に よる ものです 。

利用 されて い る再生 可能エ ネル ギーの種 類

として は,バ イ オマ ス(マ カデ ミアナ ッツの

殻,サ トウキ ビの搾 りかす な ど),風 力,水 力

が あ ります。風 力,太 陽光,地 熱 な どの比率

は僅 か な ものです が,僻 地 に対 す るエ ネ ルギ

ー供給 で は重 要 な役 割 を果 た してい ます。発

電以外 も含 め る と,ク ィー ンズ ラ ン ド州 での

再生可 能エ ネル ギーの利用 率 は約12%に な っ

てい ます。

また,再 生可 能エ ネル ギーの技術 開発 につ

いて,州 政府 は440万 豪 ドルの持続可 能エ ネル

ギー革新基 金(SustainableEnergyInnovation

Fund)を 通 じて支援 してい ます。

さいごに

ク ィー ンズ ラ ン ド州 と 日本 の石炭 取引 にお

け る関係 ほ ど長 く続 いてい て重要 な関係 はそ

れ ほどないで し ょう。最近 の石 炭価 格の高騰,

新 たな需 要の 出現,エ ネルギー の安 定供給 と

い った様 々 な要 因 を背景 に,ま す ます そ の重

要度 が増 してい く一 方で,政 治 的 に安 定 して

い る オース トラ リア ・ク ィー ンズ ラ ン ド州 の

供給 は ます ます注 目されてい くと思 われ ます。

今 後 もイ ンフラ投資 計画 の実行,ま た,積 極

的 な情報 交換 を通 じて この石炭 貿易促 進 を進

めて参 りたい と思い ます。

ご静聴誠 にあ りが とうござい ました。(拍手)

(3)再 生可能 エネルギー

再 生可 能 エ ネルギー につい ては,連 邦 政府

の エ ネ ル ギ ー政 策(MandatoryRenewable

EnergyTarget:MRETプ ログ ラム)で,2010年

まで に発 電用 燃料 の2%を 再 生エ ネ ルギ ーに

す るこ とが 義務付 け られ てい ます 。一 方,ク

第29巻 第2号(2006)
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[寄稿]

コア ラプ ロ ジ ェ ク ト:

石 炭 を介 した 日豪 補 完 環 境 保 全 プ ロ ジ ェ ク トの提 案

新 礒 孝(*㈲ 電力中央研究所 理事待遇CS推進本部チーフオルガナイザー
四日市大学環境情報学部教授 工学博士)
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は じめに

コアラプロ ジェク トの概要

豪 州 の輸 出総 額 の10%以 上 が石炭 で,そ の

約4割 を 日本 が輸 入 してい ます 。 さ らに,日

本 の石炭 火力発 電所 は燃料 の約60%に 豪州炭

を使 って い ます 。二 酸化 炭素(CO2)排 出 を

単位 カ ロ リー当 りで比 較す る と,石 炭,石 油,

天然 ガスで は5:4:3で す か ら,石 炭 火力

発電 はCO2排 出量が 他 の発電 方式 よ り多 い の

です 。 ですか ら,発 電効 率向上 に加 えて,炭

素固定 を図る新 たな対 策が望 まれ ます。

他方,豪 州の土壌劣化の進行 は凄 ま じい もの

です。土壌劣化 には,ア ル カリ土壌劣化 と酸性

土壌劣化 があ ります。実は,ア ルカリ土壌 は石

膏のす き込 みで改良で き,酸 性土壌は石炭灰肥

料 を用いて中和 ・土壌改良で きるのです。石膏

も石炭灰 もともに 日本の石炭 火力発電所 で発生

す る副産物です。

その副産物 を豪州 に里帰 りさせ て土壌改 良を

行い,植 林事業あ るい は水源 酒養林の復興 な ど

によ り炭素 固定 を図 る仕 組み を作 ることを考 え

ま した。その1つ が北陸電力㈱,(財 電力 中央研

究所,ク ィー ンズ ラ ン ド大学が共 同で2000年 か

ら6年 計画 で始 めた 「コアラ(COALA:The

⊆基⊇alindustryby-product△PPliedto工 ∠△、nd

rehabilitation)プ ロジェク ト」 なのです。 このプ

ロジェク トの概念図 を図1,図2に 示 します。

図1現 在の流れ

*本 稿 は,本 年2月24日 の当所月例研 究会(第243回)に お けるご講演 を本誌掲載用 にテープ起 こ ししたものです。 なお,

同氏の現在 の所 属(2006年4月 以降)は,働 電力 中央研究所 知 的財産 セ ンターです。
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図2将 来の流れ

豪州の土壌劣化の概要

劣化土壌にはアルカリ土壌 と酸性土壌の2

つがあ ります。

[ア ルカ リ土壌]

アル カ リ土壌(sodicsoil)は 半乾燥 地 に多

く、 オース トラ リア、 中国 の黄 河の 中 ・下流

域(山 東省)、 東北 地方(遼 寧省 な ど)、 それ

か らイ ン ド、パ キス タ ン、 アメ リカに もあ り

ます。 アル カ リ土壌 の方 は、物理 的 な性 状 が

とて も強 く,カ チ ンカチ ンに固化 した非常 に

始 末 の悪 い土壌 です 。図3の ように,豪 州 で

は200万km2儂 地 の23%)が アル カリ劣化 し

て い ます 。 ク ィー ンズ ラ ン ド州 で は農地 の

29%,ヴ ィク トリア州で は57%,ニ ューサ ウ

ス ウェールズ州 で は38%,そ して タスマ ニ ア

州 で は28%が アル カ リ化 の被 害 を受 けて い ま

す(HajkowiczandYoung2002)。

土壌 が アルカ リ化す るの は,図4に 示す よ

うに,地 下か らNaHCO3(炭 酸水素 ナ トリウム)

あるい はNa2CO3(炭 酸 ナ トリウム)が 地 下水

図3豪 州のアルカリ土壌分布
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㈲
通常の土壌:団粒構　 性　 り)静

アル カリ土壌=団 粒構造が崩れ、緻密 で硬 い層 を形成

● ● ●

● ● ●

負に縄 している土騨 子(

/.3.

憩 一 ・=・ii…M-・il>

＼ ●● ●

＼ ・=●

地下水中のNa2CO3に 起 因するNa+イ オ ンが吸着

朧鴇 響猫 辮 子は)

主
鐵

出所:定 方正毅 「発展途上 国における環境 問題 と化石燃料関連技術」,

季報 エネルギー総合工学,Vol.24No.3)

図4土 壌がアルカリ化する仕組み

位の上昇で地表 まで運ばれて,地 下水の蒸発

で地表に蓄積 され,粘 土の粒子を一番小 さい

一次粒子の状態に分散 させて しまいます
。そ

の結果,表 層土が硬化 して植物 の生育 も空気

や水の浸透 も阻害 され,最 悪の場合 には真 っ

白な塩 を吹いた不毛で侵食 された平原になっ

て しまうのです。 これ を直す には石膏が唯一

の特効薬です。 どんなにひどくアルカリ化 し

た土壌で も,石 膏のす き込みで土壌改良がで

きます。豪 州 のアル カ リ劣 化 した土 壌 の2%

が石膏 に よって土壌 改 良 されてい ますが,そ

の費 用 は毎 年 約35億 豪 ドル に上 っ て い ます

(同)。

[酸性土壌]

酸性土壌劣化は,鉄 鉱石や石炭の採掘跡 を

埋め戻 した土地で発生す る硫酸酸性土壌,鉄

が多 くて赤褐色のフェロゾル,お よびアルミ

鷺 驚 難 　 》
§爾ce:㈱ 窃魑錨 ⑰歪So齢

図5豪 州の農地における酸性土壌分布
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が多い ポ ドゾルの3種 類 が代 表的 な ものです。

また,熱 帯 雨林 で も木 を切 って耕 します と土

中の硫 化鉄 が硫酸 鉄 にな り,硫 酸酸 性土壌 を

作 って しまいます。

全豪 で は,50万 ㎞2がpH5.5以 下,12～24万

km2がpH4.8以 下の酸1生土壌 です 。 この値 にな

る と酸性 に弱 い作 物 の栽培 に は適 しませ ん。

ちなみ に豪州 では毎年200万 トンの石灰 が酸 性

土 壌 を中和 す るため に使 われ てい ますが,将

来 は これが6,600万 トンに達す る可能性 もあ る

とい うことです(uQProf.Rogerswift2005)。

石灰 の使 用 コス トは現在西豪 州で50～110豪 ド

ル/ha,ク イー ンズ ラ ン ド州 で は145～200豪 ド

ル/haと なってい ます。

土壌 のpHが 下が る と リン酸 の利 用率 が 低

下 し,微 生物 が不 活性 化 し,重 金属 の毒性 が

顕在 化 します。 また,ポ ドゾルの場合,ア ル

ミが溶 出す る等 に よって,生 物生 産性 も低 下

します(UQProf.Rogerswift2005)。

コア ラプロジェク トの進捗状況

アルカリ土壌の改良と植林

コア ラ プロジ ェク トで は,ま ず アル カ リ土

壌改 良 に脱硫 石膏 が どれほ ど有効 か を実 証す

るため に,冒 頭述べ た3者 の共同研 究 と して,

図6の ア ルカ リ劣化 した農場(左)で1ha規

模 の実証植 林 を2000年 か ら6年 計 画 で始 め ま

した。2000年 に植 えた樹木 が2005年 に育 った

様子 です 。5年 間で7メ ー トル程 度 に成 長 し

た樹 木 もあ り,酷 い アルカ リ土壌 で も石 膏 に

より土壌改 良で きることを実証 しま した。。

2006年 か らは地 元 の ガ ッ トンとい う町が 中

心 とな って植 林面積 を9ヘ クタールに拡張 し,

アグ ロ フォー レス トリーの シ ョーケ ース を作

って,協 同組合 形式 で アル カ リ土壌 改 良 を行

う仕 組 み作 りを 目指 す プロジェ ク トへ と発展

しようとしてい ます。

酸性土壌の改良

[石炭灰使用への課題]

酸性土壌の改良には,石 炭灰のアルカリ性

を利用 しようと考 えています。石炭は もとも

と太古の植物ですか ら,石 炭灰 はそれに起源

する ミネラルが含 まれています。 しか し,日

本でで きた石炭灰 を豪州で酸性土壌の改良 に

使うことについては,2つ の課題があ ります。

1つ は,そ の ままではわが国の法律で産業

廃棄物 とされていることか ら有害廃棄物の国

境 を越える移動 と処分 について規制する 「バ

墜ノ
勲
擁 擁 徽

触 塘 壷 議 鱒職轡 燃

響講 鍵餐

馨1蕊
土壌改 良前 のアルカ リ化 した農場(2000年12月) 土壌改良 した土地 で成長 した樹木(2005年10月)

図6ア ルカリ土壌の改良と植林の実証研究
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図7ポ ドゾルに酸性土壌改良材 を入れたポッ ト試験

一ゼル条 約」 に抵触 して ,豪 州 に運 び こめ な

い ので はない か とい うこ とです。幸 い に,バ

ーゼ ル条約 に関連す る豪州 国内法 を調べ た と

ころ、大丈夫 だ とい うこ とが分か りま した。

2つ 目は,石 炭灰 はそ の ままでは固 まる性

質があ る ことです。 そこで,固 まらない よ う,

また重 金属 な どが含 まれ ていて も環 境 に負 荷

を与 え ない よ う,そ の溶出 を抑 制 す る添 加剤

を加 えた 「酸性 土壌改 良材」 を㈱ ミクニの協

力 を得 て試作 しま した。

[成育試 験の結果]

この酸1生土壌改良材 を用いて,ク ィー ンズラ

ン ド大学農学部 と一緒 に,ア ル ミが多 い酸 性土

ポ ドゾル に,酸 性土壌改良材 を入れる量 を変 え

てポ ッ ト試験 を行 い ました。その結果,図7に

示す ように土壌改 良効果が認 められ ました。

また,鉄 の多 い酸 性土 フェロ ゾル と硫酸 酸

性土 で もポ ッ ト試験 を行 っ てみ ま した。 フェ

ロゾル は0%で もち ゃん と生 え ま したが 、ポ

ドゾル と硫 酸酸 性土 は0だ とほ とん ど生 えず、

灰 が80%入 ってい る酸性土 壌改 良材 を1.25%

(重量パ ーセ ン ト)く らい入れ る とよ く育 って

くれ ま した。

[実証植林に向けて]

石炭灰 を使 った肥料が非常 に効 くことが実

証 されたので,次 にフィール ドで実証植林 を

行 う計画を練っています。

本当にフィール ド試験をやって大丈夫 なの

一59一

か。実 は コア ラプ ロジ ェク トと並行 して イ ン

ドネシアで石 炭灰 を使 っ た酸性 土壌改 良材 に

よる酸性土壌 改良実験 をや ってみ ま した。

イ ン ドネシ ア も大 変 な酸1生土壌問題 で悩 ん

で い ます 。 東 カ リマ ン タ ンで は、1997年 ～

1998年 に大 きな森林 火事が あ り、 ジ ャ ングル

が広 い範 囲で燃 えて しまい ま した。 ジ ャ ング

ル とい うの は木 を切 って耕す と土 中の硫 化鉄

が硫酸鉄 にな り,そ れが硫酸酸 性土壌 を作 っ

て しまい ます。 その焼け跡で,図8の ように,

VIVOコ ーポ レー シ ョンとい う日本企業 が酸i生

土 壌 を中和 して チー ク材 の植林 を大 変熱心 に

行 ってい ます が 、中和 す るの に石灰 の代 わ り

に私 た ちが試作 した酸性 土壌改 良材 を使 って,

2004年12月 に6つ の条件 で10本 ずつ合計60本

、.》 ご
、t .

}A"

三

・ 亀 ..・'!瑠

灘贈 鵡
フ 　 ノ

ty !
.、 ∵ ∴1ゴ'

㌶ 疹 零ll/:
図8イ ン ドネシアで成育 中のチーク苗
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礫石炭灰を使った酸姓土壌改良材
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図9チ ーク苗成育における施肥効果

のチ ー ク苗 を植 えて成育 の違 い を観 察 してい

ます。施肥 効 果 を見 るため に,2005年11月 の

測定結 果 について,Treevolumeindex(樹 高 ×

直 径 の2乗)を 石灰 あるい は石 炭灰肥料 の混

合 量(重 量パ ー セ ン ト)に 対 して プロ ッ トし

たのが 図9で す。 石炭灰 肥料 の施肥効 果が 見

え始め てい ます。樹 木 は最初根 か ら成 育す る

ので、施肥 効果 が地 上部分 に現 れ るのは少 な

くと も一年 後 か らとい うこ とですの で,こ れ

か ら施肥効 果 が さ らに顕著 になる と期待 で き

そ うです。

さい ごに

図10は,ク ィーンズランド州ブリスベーン川

上流にある市水道局が保有するダムの水源酒養

林の様子です。実はこの数年、豪州は大変な渇

水で、この貯水池の水位が随分下がって困って

いるそうです。放牧を行うために元々あった森

林の伐採が進み,周 囲に水源酒養林がなくなっ

たために、水位が下がると、富栄養化が起こり

水草や藻類が生えて、それが猛毒の蛋白質を出

します。これが出ますと、水道水 をきれいにす

るのに莫大な費用がかかるわけです。そのため,

水源酒養林の復元がダムの水質保全上必須条件

になってきましたが,ま だ着手されていません。

必要となる石膏の施用量は3～5ト ン/ha程 度

求められる脱硫石膏の価格競争力

アルカリ土壌改良については,石 膏が特効

薬であることは広 く豪州では知 られています。

豪州でアルカリ土壌改良に使われている石膏

は天然石膏であ り,価 格が見合うなら,あ る

いはそれに匹敵するビジネスモデルが組める

なら,日 本から脱硫石膏を持ち込んで事業化

で きる可能性があ ります。
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へ

蝉騨

　
罵…ρ}一

昌
門

/

1

・
ン
6

、
冨

み7
総

ー

p又

ー

、

ダ

ト

,

,藩皐

孟

.

'
,

承

.励
鶴髪

'
メ
～

摩
膿

ー
!

ン

漸

亀

ー

〆
ポゑ

判

窺

＼

/

～

ー

、
羅

,
4

話
/

i

・

/

図10ブ リスベーン市水道局ダムの水源洒養林

一60一



です し,ま た,水 源酒養林 は伐採 して売上 を期

待す る商業林 ではあ りませ んか ら,炭 素固定 に

適 してい ます。

日本全体 の石炭 火力発 電所 か ら排 出 され る

CO2を 吸収 す るだ けの森林 を豪 州 での植林 に

よって作 り出そ うとなる と,2～4万km2の

植林 面積 が必要 にな ります 。 これは四 国(2

万km2)、 あ るい は九州(4万km2)と 同 じく

らいです が、豪 州の 国土 に重 ね てみ ます と非

常 に小 さい面積 です 。 タスマニ ア島です ら8

万km2で 北 海道 ぐらいあ ります。

近 い将 来,豪 州 が 国際的 なCO2排 出権取 引

市場 に参 画す るな ら,豪 州 はわが 国 に とっ て

補完関係 をつ くるパ ー トナー候補 とな ります。

勿論,森 林 業者 や農業経 営者 もアル カ リ劣 化

を克服 して生産性 をあげ るため には,大 量 の

石膏 が必要 です。 しか し,安 い石膏 を必 要 と

するのでわが国は,脱 硫石膏 を天然石膏 より

も廉価 に提供する方法と智恵が必要です。

酸性土壌改良は実証プロジェク トへ

図11は,ク ィー ンズ ラ ン ド州 政府林業 局が

植 林 を行 っている場 所 です が,pHが4く らい

の酸i生土壌 です。植 林 のため に、今 、石灰 を

入れ始 め てい るのですが 、石灰 よ りは石 炭灰

の 方 が い い とい う話 を して い る わ け で す 。

酸 性土 壌改 良 につい ては,石 炭灰 を原料 に し

た酸性 土壌 改良材 を用 いて,豪 州 で実証植 林

を行 い,そ の効 果 を検 証 す る こ とに よって,

ス テー クホル ダーが 自ず か ら決 ま り,事 業化

へ 向 って進んでい くことと期待 しています 。

以上 です。 ご静聴 あ りが とうござい ま した。

(拍手)

蹄識騨辮 灘 騨 灘 糊舞

ヌ
ー一 肚

、

.軸ζ レ.1迦 ρ2

噌

・r

、・劉.撫 隠 組 ∴

蒸蟻蕪麟犠 縫
(出 所:2005年5月,新 田撮 影)

図11ク ィーンズラン ド州林 業局の植林現場
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[寄稿]

木材利用の環境的意義 とエネルギー利用のあ り方

外崎 真理雄 嶋 購 鑛 轡 究所)
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1.木 材利用 と炭素循環

地 球温 暖化 防止 の ための京 都議 定書 の第1

約束期 間(2008年 ～2012年)を2年 後 に控 え,

わが 国 にお いて も二酸化 炭 素(CO2)排 出削

減 の取 り組 み が急 務 とな ってい る。 まず指摘

してお きた いの は,炭 素 には2種 類 が あ り,

「循 環す る炭 素」 と 「循 環 しない炭 素」 を混 同

して は い け な い とい う点 で あ る。 例 え ば,

我 々が ご飯 を食べ て排 出 してい るCO2は,来

年 も米 を作 る な らば水 田の稲 が 同量 を吸収 す

る物 であ り,「 循環 す る炭 素」 で ある。 一方,

石 油 ・石 炭 ・天然 ガス ・石 灰岩 な ど化石資 源

か ら排 出 され る炭素 は,少 な くとも100年 の単

位 で は循 環 しない もので あ り,大 気 中のCO2

濃度 を確実 に上昇 させる ものであ る。

木 材 中の炭素 は,樹 木 が大気 中か らCO2を

吸収 して作 った物 で,米 等 のバ イオマス資 源

と同様 に再生 産が保 証 されて い る限 り,循 環

する炭素であ り大気中のCO2濃 度 を上昇 させ

ない。ただ し森林が破壊 され,恒 久的に農畜

産地などに転換 されたような場合には,面 積

あた りのバ イオマス炭素量は桁違いに小 さく

な り,そ の分の炭素は循環 しない ことになっ

て しまう。 しか し,熱 帯林の減少が続いては

いるが,現 在の世界全体では,森 林系は森林

破壊 と伐採か らの放出 も含めた上で,炭 素の

排出源ではな く吸収源であるとされ,伐 採 さ

れる木材中の炭素は循環するものであると言

える。

2.木 材利用 と森林活性化

森林を構成するそれぞれの生 きた樹木は光合

成 を行いCO2を 吸収 しているが,必 ず しもある

森林が全体 として正味で大気中のCO2を 削減 し

ているとは限 らない。図1で 裸地に新たに森林

が成立 していく過程を考えると,若 齢の間は葉

バ
イ
オ
マ
ス
量
(学
O
}
彊ゆ

純
生
態
系
交
換
量
(仲6

、7
簗
《
「)

時間

(出 所:藤 森隆郎 ら 「森林 ・木材資源 を活用 した循環型システムの構築 を目指 して」,林野庁,1998年)

図1天 然林の発達段階と炭素貯留
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の量,す なわち光合成量 も増え続け,樹 体の全

体量 とともに毎年の正味の吸収量 も増加 し続け

る。 しかし,森 林が壮齢期に入 り,森 林全体が

葉で覆われた状態になると,光 合成量はそれ以

上増えないのに幹などの生 きている細胞が呼吸

して放出するCO2量 は樹木の生長 とともに増加

し,樹 体の全体量は増えていくが,毎 年の正味

の吸収量は減 り始める。老齢期に入ると競争に

負けた り寿命により枯死 した樹木が分解 されて

放出されるCO2も 加わり,生 きた樹体,枯 死木,

土壌中などに大量の炭素を貯蔵 してはいるもの

の,正 味のCO2吸 収は無 くなってしまう。ほと

んどの放置された天然林はこのような状態にあ

ると考えられる。

化石燃料の消費 を減 らしても大気中のCO2濃

度の上昇速度が鈍るだけである。CO2を 純減さ

せるためには,森 林面積の増加と面積あたりの

蓄積量を増やすことが必要である。熱帯雨林の

破壊が続 く中,い わゆる 「エコロジー」により

森林保全が行われることを否定するものではな

いが,「 エコノ ミー」すなわち木材 を経済的に

利用することにより林業投資を拡大 し,森 林破

壊の目的である農畜産業への転換に対する競争

力 を高めることが,森 林減少の流れを逆転 し,

増加に結びつ くものになると考える。

毎年の森林生長量 を下回る量の伐採 を行 う

持続的林業では,森 林蓄積を減 らす ことな く

木材生産が行われる。例 えば,針 葉樹人工林

では,間 伐を して適切な樹木密度管理を行 う

ことにより,正 味のCO2吸 収量 を高い レベル

に保ったまま,100年 以上に亘って面積当 りの

蓄積量 を増や し続けられる事が最近の研究か

ら分かってきている。

か。建築物 中の木材炭素 は大気 に戻 らず,木 材

生 産林 で は毎 年 の正 味 のCO2吸 収 が続 いて い

る。従 って,そ の分 の炭素 は大気 中か ら取 り除

かれてい ることになるわけである。例えば非現

実的 な話ではあるが,米 を食べ てCO2と せずに,

倉庫 に古米 を どん どん備蓄 してい くとCO2削 減

になるの と同 じであ る。

注意すべ きは フロ ー量 がい くら多 くとも削

減 とはな らず,あ くまでス トック量が増 加 し

た時点で削減 となる と言 うこ とであ る。逆 に,

ス トック量が減 少 した場 合 は,森 林破壊 と同

様 にCO2排 出 となる。

京都議 定書 第1約 束期 間で は,伐 採 木材製

品ス トック量 は長 中期 的 に増減 せず,す なわ

ち伐採 されて森林 か ら出 て くる木材炭素量 と,

加 工 残 材 や 古 い ス トック の廃 棄 な ど に よ り

CO2排 出 となる量 は等 しく,伐 採 時 に即 時 の

CO2排 出 が為 された とす る こ とに なる。炭素

貯 蔵効果 は評価 されず,後 述 の伐 採木材 製 品

評価 手法 にお い ては,デ フ ォル ト法 と呼 ばれ

る ものが採用 され る。

しか し,現 実 には世界 の木材 製 品炭 素貯蔵

量 は増 え続 けてお り,近 年 その増加量 は1年 あ

た り6,000万 炭 素 トンと推計 され,地 球 の炭 素

フ ローに対 し無 視 で きない値 であ る ことが指

摘 されている。 日本 につ いては後述す る。

そ こで,2013年 以 降の削 減約束 に係 わる森

林 吸収源 評価 にお い ては,伐 採 木材 製品炭 素

も含 め た 「フル カ ーボ ンア カウ ンテ ィ ング」

とす る流 れ に なって お り,木 材利用 の炭素 貯

蔵効果が評価対 象 にな りそ うであ る。

4.伐 採木材製品評価手法

3.木 材利用の炭素貯蔵効果

これまで述べてきたように,持 続的林業か ら

得 られる木材は循環する炭素である。伐採 して

す ぐに燃材 としてCO2排 出を行って も大気中の

濃度上昇にはならない。それではこの木材を例

えば建築物 として長期間使用 したらどうなるの

木材は動かない森林 と異な り,世 界の用材

生産量の3分 の1に あたる木材製品が国際商

品として貿易 されている。 この貿易 された木

材製品の炭素量 をどの国の削減勘定 とす るか

について,図2に 示すように,シ ステム境界

が異なる3つ の評価手法が提案 されている。

「蓄積変化法」はある国の国境内にある森林と

一63一
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図2伐 採木材の3評 価手法

木材製品の蓄積変化 を,国 産材 ・輸入材由来

を問わず評価するというものである。「生産法」

はある国の森林 とそこか ら生産 された木材製

品の蓄積変化,あ るいはそれに伴 う炭素吸

収 ・排出を評価するものである。「大気 フロー

法」はある国における森林 と木材利用 に伴 う

吸収 ・排出を評価するものである。

どの手法が採用 されようとも,世 界中の全

部の国々の評価結果の総計値 は同じになるは

ずである。 また貿易が全 くない場合は3手 法

とも同 じ結果 となる。

どの手法を選択するかにより,木 材輸出国

と輸入 国 では炭素勘 定が 大 き く異 な るこ とに

なる。 これは各 国の林業 ・木材 産業 政策 に影

響 し,大 きな政 治的事 案であ る。現在,「 気候

変 動 に関 す る政府 間パ ネ ル」(IPCC)で は

『2006年 国別温室 効果 ガス 目録 ガイ ドライ ン』

が採択 され,2013年 以 降の伐 採木材 製 品炭素

貯蔵評価 に用 い られ るこ とにな るが,3手 法 に

つ いて は中立 的 な記 述が 守 られ,そ れぞれ の

算 出方式が示 されてい る。

わが国独 自方式 によって推 計 され た 日本 の

2002年 の評価結 果 は,「 蓄積 変化 法」 では211

万炭素 トンの吸収,「 生産法」 で59万 炭素 トン

表1伐 採木材製品に関するデータ試算(2002年)

(単位:給 ◎◎t℃)

ストック総簸
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の吸 収,「 大気 フ ロー法 」 だ と1,150万 炭 素 ト

ンの排 出 となった。「生産法」 の結 果は,用 い

た寿命 解析 モ デルの 限界 に よ り非常 に誤差 が

大 きい と考 え られる。「蓄積変化法」 ではか な

りの吸収 と評価 され るが,「 大気 フロー法」 で

は第1約 束期 間 の森林 吸収上 限値1,300万 炭 素

トンに匹敵 す る排 出が付 け られ て しまうこ と

になる。

「大気 フロー法」 が採用 され た場 合,日 本

国内で排 出 され る全 木材 由来 の炭素 は,定 義

上,循 環 しない化石 資源 と同 じ炭素排 出 とさ

れ る。紙 パ ル プ製造 お よび建築等 最終 製 品に

なる際の木材 炭素歩留 ま りは5割 程度 であ り,

半分 は黒 液や残材 として炭 素排 出になる。 「大

気 フロー法」 では これ らが 日本 の排 出 となる

ため,例 え国産材で あって も丸太で輸 出 して,

紙 ・製材 品 と して再輸 入 し,残 材 か らの排 出

を他 国 に付 けた方が有 利 とな る。 また,輸 入

材 につ いて は循 環す る炭素 の カーボ ンニ ュー

トラル性 は失 われ,効 率が低 い木 材 のエ ネル

ギ ー利 用 は,化 石 燃料 と炭 素 で等価 な ため,

炭素収支 の有利 さは全 くな くなる。「蓄積変化

法」 で は,蓄 積変化 のみが評価 結 果 とな るた

め,排 出分 は無 関係 であ る。 「生 産法」で は輸

入材 に よって 日本 国内 の木材 炭素 ス トックを

増 や す イ ンセ ンテ ィブが全 く働 か ない た め,

ス トック量 を増 やせ ない。また,「 蓄積変化法」

では輸入国は木材ス トックを輸入材で も増や

そうとし,輸 出国は持続的林業 なら排出には

ならない ものの炭素クレジットが得 られない

ため輸出を渋 り,と い う需要 と供給の関係か

ら,他 の評価手法が採用 された場合 と比べて,

木材の材価は最 も上昇すると考えられている。

これは世界の林業投資が増 えるだけではなく,

日本 の林業にとっても国産材の価格競争力が

増す ことにな り,大 きな追い風 になりうる。

5.木 材利用 の省エネ効果

木材製品はパ ルプ蒸解 ・木質ボー ド類 のホ ッ

トプ レス ・製材の人工乾燥 な ど全 て200℃ 台以

下の温度で作 られる。1000℃ のオーダーで製造

され る鉄やセメ ン トや窯業製品,ナ フサの クラ

ッキ ング に800℃ 近 い温度 を要す るプラスチ ッ

クなどに比べ て,木 材製品が省 エネ的なこ とは

明 らかである。 これ らエネルギー集約的 な材料

を木材 製品が代替 した場合,製 造エ ネルギーの

差 の分 だけCO2を 削減 した ことになる。

木材 製 品需要 の主 要 な もの であ る建 築物 で

は,木 造 は鉄骨鉄筋 コンク リー ト(SRC)造,

鉄 筋 コンクリー ト(RC)造,鉄 骨(S)造 など

に比べ,省 エ ネ的であ る。各種建築工法の炭素

排 出量原単位 の比較 を図3に 示す。省エ ネ効果

の大 きさを理解 して もらうために,仮 に過去 に

で80

絡 ◎

14◎

120

箋1◎ ◎δ

豊8◎

60

40

ハ
U

◎

2

木造SRC造RC造S造

(出 所:酒 井寛二,漆 崎昇,中 原智哉 「建築資材製造時の二酸化炭素排出量経 時変化 と土木分野への影響」,環境 システム研究,Vol25,525-532,1997年)

図3各 種建築工法の炭素排出量原単位
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図43階 以下木造代替による省エネ効果

建てられた他工法建築物の内,法 的に木造で建

築可能な3階 建て以下の物を全て木造で建てて

いたら,ど の くらいCO2を 排出しないで済んだ

のか推計 してみると,図4に 示すように,基 準

年1990年 排出量の1%分 程度の削減効果はある

ことが分かる。

この省エネ効果は,エ ネルギー部門の排出

削減 という形で第1約 束期間でも評価 される

ものであ り,木 材でできる物は木材を使 うこ

とが有効である。

6.木 材利用の化石燃料代替効果

化 石燃料代替効 果 は,「 循環す る炭素」 であ

る木材 の エ ネル ギー利用 に よ り,CO2濃 度 を

上 昇 させ る化 石燃料 の使用 量 を削減 す る こ と

に よ り生 ず る。例 え木材 のエ ネル ギー効 率が

低 くて単位 エ ネ ルギ ーあ た りのCO2排 出 が多

くと も温 暖化 防止 とな る とい う もので あ る。

この効 果 は,木 材 ライフサ イクル の全 ての部

分 で有 効 であ る。す なわち伐 採 してす ぐに燃

や して も,製 材 品 な どの製造 残材 で も,建 築

解 体材 な どの使用 済 み製 品廃 材 で も,パ ーテ

ィクルボ ー ドな ど リサ イクル製 品が さらに廃

棄 され る時点で も,と い うこ とで ある。

わが 国 におい て木材 のエ ネル ギー利用 を考

える場合,ま ず,図5に 示すような資源 フロ

ーを把握す ることが必須である。 また,そ こ

で最 も重要なものは残廃材の流れである。「循

環型社会形成基本法」「地球温暖化対策推進大

綱」 などを背景 に 「電気事業者による新エネ

ルギー等の利用に関する特別措置法」(RPS法)

などが作 られたが,木 材のエ ネルギー利用促

進に十分寄与 しているとは言い難い。先進諸

国で既に導入 され,循 環する炭素のエネルギ

ーコス ト競争力 を高める 「炭素税」等 のフォ

ローもない現状 では,石 油等の化石燃料 と木

質燃料 は純粋 にコス トの面で戦 うしかない。

産油国が どのようなエネルギー戦略 をとろう

とも,価 格 をゼロにすることはあ り得ない。

しか し,製 材 など木材一次製品の製造残材は,

ほとん どのコス トが主製品に吸収され,建 築

解体材 など木材利用部門からの残廃材 は,廃

棄物処理 と言 うことで逆有償であるなど,確

実 に化石燃料 に勝てる物である。

7.残 廃材資源

日本の林業 コス ト構造は,パ ルプチ ップ用

の低質材 の伐採 もほとんど行 えない ような状

況であ り,「山か ら出てこられる」のは製材 ・

合板用の高価格丸太のみである。例 えば切 り
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捨 て間伐材 は幹材積で年 間900万m3程 度 と推 計

され,林 地 で無駄 に腐朽 した り,豪 雨で流 出

し被害 を与 えた り してい る。 なぜ こうなるか

を考察 してみ る。ヘ ク タール あた り50m3の 間

伐 を行 う とす る 。 伐 倒 費 用 は3,000円/m3,

50m3で15万 円 とな る。 間伐補助金 を16万 円/ha

とす る と,切 り倒 す だけ な らか ろ うじて1万

円の黒字 となる。 ところが,伐 倒 に加 え間伐

材 を林 道端 まで集材 し工場 まで運 送す る と1

万 円/m3,50m3で50万 円かか り,補 助金 を引 い

て工 場渡 しで34万 円の コス トとな り,6,800円

/m3以 上 で買 って くれ ない と赤字 になる。製材

用丸 太 は8,000円/m3,50m3で40万 円 とな り,

6万 円 の儲 けであ るが,パ ル プチ ップ用 で は

3,000円/m3,50m3で15万 円 とな り,19万 円 の

赤字 で ある。皆伐 な らば少 しは費 用が安 くな

る もの の,純 粋 に燃料 用 と しての伐 採 は非現

実的であ ろう。

製材 等 か らの木材工 業残材 は,自 家燃料 ・

チ ップ用な ど,94%程 度は何 らかの再資源化が

既 に行 われ てお り,樹 皮 等 を主 として約90万

m3が 新 た なエ ネル ギー利 用可 能量 と推定 され

る。一 方,建 築 な ど木材 利用 部 門か らの残 廃

材 は,2001年 時点 では,把 握 しきれなかった物

も含 め1,500万m3以 上が無駄 に焼棄却 されてい

た と考 え られ る。 しか し,2002年 に 「建設 リサ

イ クル法 」が完 全施 行 され,分 別解体 とマニ

フ ェス ト管理 によ り,良 質 の建 築系残 廃材 が

再資源化ルー トを通 る ようになった結果,2000

年 には縮減 を除 く再資源化率が38%で あ った と

され るが,2002年 の調査で は建 設発生木材の再

資源化率が61%と 大 きく伸 びてい る。温暖化 防

止 や原 油 高 を背 景 に,こ れ までの製紙 ・ボー

ド工 業 だけで な く,鉄 鋼 ・セ メ ン トな ど多 く

の工 業が,残 廃 材チ ップの燃料利 用 を計 画 し

てお り,木 屑 が足 りな くなる事態 も心配 され

るほ どに な りつ つあ る。 また 日本 の古紙利 用

率 は70%に 近づいているが,回 収可能で原料化

もで きるの に数百 万 トンの紙 が廃 棄 されてい

る とされ,再 資源化 の余地 はまだあ る。

8.エ ネル ギ ー利 用 の あ り方

残 廃材 は,ま ず省 資 源の ため のマテ リア ル

リサ イクル をす る こ とが重要 で ある。伐 採 さ

れて出 て くる幹材1に 対 し,枝 ・梢 ・葉 ・根

を含 む樹体 は1.7で ある。 また,幹 材 か らの例

えば製材歩留 ま りは半分 程度 で ある。す なわ

ち,木 材製 品ス トック となる炭素 は樹 木 バ イ

オマス炭素 の3割 程 度 となる。森林 が成 長過

程 にあ るな らば,省 資 源 に よ り山で炭素 蓄積

を増や してお く方が効 率が良 いわけである。

例 えば,建 築解体材 の内,太 い柱 梁材 はまず

軸材料 として,次 にパ ルプ用 ・木質ボー ド用 と

して リサイクルすべ きである。エ ネルギー利用

す るのは,廃 ボー ド類や塗料 ・接着剤 を含 みパ

ルプチ ップ用 にならない物,回 収 コス トが合 わ

ない古紙 などとするが,そ れで も量的 には残廃

材発生量の半分以上 はあるだろ う。

燃料 用 チ ップは安 く嵩高 い ため,運 送 コス

トが掛 け られ ない。従 っ て,エ ネルギ ー利 用

技 術 と しては小 規模 分散 型 で なるべ く高効 率

な ものが求め られる。

木 材 利用 に よるCO2排 出削 減 の ため には,

まず需 要の拡大 を図 る ことが 重要 であ る。ス

トック増加 に よる炭 素貯 蔵効 果 に加 え,拡 大

の過 程 で木材 代 替 に よる省 エ ネ効 果が 働 き,

残 廃材 フローが大 き くな るこ とに よ り化 石燃

料代替効 果 も大 き くなるので ある。

第29巻 第2号(2006) 一68一



[寄稿]

自動車用燃料 におけるバイオマス利用

1.は じめ に

持 続可能 な自動車用燃料 には,「 供給安定性

(EnergySecurity)」,「 環境適合性(Environment

Protection)」 お よ び 「経 済 性(Economic

Efficiency)」 のいわゆる 「3E」 を満足 する こ

とが求 め られる。 ここ数 十年,自 動 車用燃料

は,供 給性 と経 済性 に優 れ た原 油 を材料 とし

て,環 境 適合性(排 気 ガス低減)に 資す る こ

とを 目的 に開発 が進 め られ て きた。 しか し,

サ ル フ ァー フ リー化 によって排 ガス 問題 対応

が ほ ぼ終 了す る一方,原 油 高騰 ・地球 温暖化

問題 を背 景 に,取 り組 むべ き課題 は,供 給安

定性(資 源 の多様 化)と 環 境適 合性(CO2削

減)へ とシフ トして きている(図1参 照)。

バ イオマス燃料 の導 入 は,そ の解決 の手法

として期待 を集 め てお り,欧 米 での利用 が進

む一方,つ い先 頃 も石 油連盟 よ り2010年 のわ

が 国 にお けるバ イオETBE(エ チ ル ター シャリ

ー ブチルエ ーテル)の 導入 目標 が発 表 された

ところであ る。 しか しなが ら,バ イオマ ス起

源 の燃料 は原油 起源 の燃料 とは科 学特 性が異

な るため に,利 用 に際 して は一定 の注意 が必

要 で あ る と共 に,資 源量 につ い て も食糧 と絡

んで複 雑 な問題 をは らん で い る。本 稿 で は,

資 源 を持 た ないわが 国 におい て,バ イオマス

燃料 を円滑 に導 入す る ための課題 と,そ の検

討状況 を概観す る。

2.技 術 課題

① ガ ソ リン車用 バ イ オマ ス燃 料(エ タ ノ ー

」レ・ETBE)

ガソ リン車用バ イオマス燃料 の候補 であるバ

⇔

〈経済姓〉{お薯様満難」効鋤)

國[二 姻

評燃料多様化"も!
轟 手法の一つ 「も

〈課題〉

灘雛鱒難
候補:バ イオマス燃料

図1自 動車 ・燃料の課題 とバイオマス燃料
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イオエ タノールには,そ の まま直接混合す る方

法 と,ETBEに 変換 してか ら混 合す る方法 の2

つが ある。 この うちの直接混合 には,大 き く,

(a)水 分,(b)蒸 発 ガスの技術 課題 がある。

[エ タノール直接混合一水分 の課題]

エ タノール は水 との相 溶性 が あ るため,漏

洩 事故 に よる水 質汚濁 の懸念 が あ る。 これへ

の対策 と して,消 防庁 か らE3(エ タノール

3%混 合 ガ ソ リン)を 取 り扱 う給 油所 にお け

る,地 下 タ ンク(二 重殻化 等)や 緊急遮 断弁

設置 な どの指針が示 されてい る。

また,水 に溶 けるエ タノール と水 に溶 け な

い ガ ソリンとの混合物(例 えばE10)に,水 分

が混入 する と 「相分 離」 を起 こ し(図2参 照),

E10中 のエ タノールが水層 に移行 す る。図3に

「相分離」 の様子 を示す 。分 離後 の上層 部 はエ

タノー ルが抜 け たガ ソ リン とな るため,オ ク

タ ン価 ・蒸 気圧 が低 下 し,給 油 された場合 に

はエ ンジ ン トラブル の リス クが あ る。 一方,

下層 はエ タノール混合(40～60%)水 とな る

が,水 層 が増 加す るため にエ タノール混合 水

を誤 って給 油す るリス クが発生す る。

こ う した水分 に よる トラブルを防 ぐため に,

① 水分 混入 の リスク低減,② 給油所の徹 底 し

た水分管理,の 対 策 を取 る必要があ る。

給 油所 の水 分管 理で は,具 体 的 にはエ タノ

ー ル混 合 ガ ソ リ ン導 入 時の徹 底 した清掃 と
,

導入後 の定期的 な水分 チ ェ ックが必 要 となる。

特 に,導 入直 後 に トラブル発 生の多 い こ とが

米国等 で報告 されてお り,注 意が必要であ る。

一 方
,水 分 の混 入 リス ク低 減の ため に海外

で行 われてい るのは,「 ロー リー積 み込 み時の

エ タノ ール ブ レ ン ド出荷 」 であ る。 従来 の流

通 方法 との違 い を図4に 示す 。 これ によ り水

分 混入 の可 能性 は低 減 され るが,品 質保証 上

の問題 は残 る。現行 ガ ソ リンで は製 油所 で最

終 製 品の 品質確 認 を した うえで出荷 してい る
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〈ヱタノール 直接 混合ガソリン〉
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図4エ タノール混合ガソリンの水分対策 と品質管理

が,E3ガ ソリンは積み込み時ブレン ドのため,

品質確保法で定められている 「供給者による

最終品質の確認」が極めて困難 になる。供給

者 による品質確認が無い場合は,給 油所での

10日 に1度 のサ ンプリング確認が必要 となり,

販売業者 に負担 を強いることになる。供給者

は品質管理に最善 を尽 くすとともに,最 終品

質の確認 については,消 費者に理解 を得た上

で,何 らかの運用方法の変更が必要 と思われ

る。

に比較 して約7kPa蒸 気圧 を上昇 させ,そ れ に

より発生す る蒸発 ガスは光化学オキシダ ン ト発

生 の原因 となる。オキシダ ン トの環境基準がほ

とん ど達成 されていない現状 においては,蒸 発

ガスの発生 は極力抑 えなければならない。

また,エ タノール は一部 の部 材 を透 過す る

性 質 を持 ってお り,そ の透過(パ ー ミエ ー シ

ョン)に よる蒸 発 ガス の増加 もカ リフォルニ

ア州 で指摘 され ている(図5参 照)。 何 らかの

自動車側 での対策 が必 要であ ろう。

[エ タノール 直接混合 一蒸発 ガスの課 題]

エ タノールその ものは蒸気圧 の低 い物質であ

るが,ガ ソ リンに3～10%混 合す ると,混 合前

[エ タノール 直接混合 一 その他]

エ タノー ルは アル ミニ ウム に対 して,腐 食

性 を持つ た め に,品 質確 保法 で はエ タノール
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図5染 み出 しによる蒸発ガスの増加
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の混合 上 限 を3%と 定 めてい る。3%を 超 え

るエ タノー ル を混合 す るため には対 策車 が必

要 となるが,現 在 の国 内にお ける対 策車 の割

合 は不 明であ り,た だちに新車 すべ て を対 策

車 に切 り替 えて も,入 れ替 わ りには10年 程 度

かかるこ とになるQ

一方
,排 気 ガス に関 しては,エ タノール混

合 に よ り窒 素酸 化物(NOx)は 増加 傾 向 とな

る。E3レ ベ ルであ れば大 きな影響 は無 く特 に

問題 とは な らないが,3%を 超 える レベ ル を

混合 す る場 合 には,世 界一厳 しい 日本 の排 出

ガス規 制 と照 ら し合 わせ て,そ のイ ンパ ク ト

を精査 す る必要が ある と考 え られ る。

[ETBE一 健康 リスク]

「化学物質の審査及び製造等の規制に関する

法律」(化 審法)の 新規化学物質の登録審査 に

おいて,ETBEは 第二種監視化学物質と判定さ

れた。第二種監視化学物質には,現 在865物 質

が登録 されてお り,輸 入 ・製造実績の報告が義

務付けられている(使 用制限は無 し)。化学物

質は,程 度の大小はあるものの,全 てが人への
*

健康影響 の可能性 を有 してお り,適 正 な管理

の もとに流通 ・使用す ることが必要である。

ETBEの 使 用実績 のあ る欧州で は,全 ての化

学 品 につ い て リス ク と リス ク管 理 方 法 を評

価 ・登録 を して正 しく使 用 しよう とい うシス

テ ム(REACH:theRegistration,Evaluationand

AuthorisationofChemicals)が 動 き始めている。

日本 の石油業 界で は,こ う した国際 的 な動 き

に も合 わせ て,関 係 省 庁 の指 導 を得 なが ら,

ETBEに つ いての リス ク評価 と,そ れを踏 まえ

た管理 方法 の策定 に取組 んで い る ところであ

る。 この取組 み は,こ う した化 学 品の管理 方

法 と しては,国 内で先鞭 をつけ るものであ る。

② デ ィーゼル車用 バイオマス燃料

デ ィーゼ ル車用バ イオマス燃料 の候 補 には

①FAME(脂 肪酸エス テル),② 水 素化植 物油,

③BTL(BioToLiquid)の3種 類が ある(図

6参 照)。 水 素化植 物油 とBTLは,基 本 的 には

現 状 の軽 油 と同 じ成 分 か ら成 る ため,大 きな

品質 問題 は ないが,FAMEに つ い ては種 々の

品質課題 が指摘 されてい る。

[FAME一 品質の課題]

FAMEで は図7に 示す品質課題 について検

討が行われ,先 頃の経済産業省燃料政策小委

員会にて,FAME混 合軽油 についての品質確

保法における規格案が承認 されたところであ

る。規格では,FAMEの 混合上限を実質5%

以下 として,併 せて酸価,酸 化安定性や トリ

グリセライ ドも規格化 された。本規格は今年

度中には施行される見込み とのことであるが,

水素化処理

噛 藤 舗 説
図6デ ィーゼル車用バ イオマス燃料

*例 え ば,先 頃,経 済 産 業 省 お よび 関 係 各 省 か ら発 表 され た 「化 学 品 の 分 類 及 び 表 示 に 関 す る 世 界 調 和 シ ス テ ム 」(The

GloballyHarmonizedSystemofClassificationandLabellingofChemicals)の 分 類 で は 、 ガ ソ リ ン ・軽 油 につ い て は発 ガ ン性 の

疑 い,エ タノ ー ル につ い て は変 異 原 生 ・生 殖 毒 性 の疑 い 等 の 警 告 が 表 示 さ れ て い る。
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発生 する不具合等

○燃料系部品の損傷
金属腐食、ゴム等の膨潤

O燃 料ポンプに叛出物が付着して
燃料ポンプが作動しにくくなる
○フィルターが臼詰まりする

燃料供給が止まり走行できなくなる

不臭合等を防ぐために注呂すべき性状

O気 温が低いときに
エンジンがかかりにくくなる

o撲 ガス処理醗の触媒性能が
低下する

一 酸緬

一 メタノール

ー 酸化安定性

一 多不飽和脂肪酸 メチルエステル禽 脊量

(リノレン酸メチルエステル等)
一 ユニステル念有量

一 トリグリセライド

ー 磁ノグリセライド

ー ジグリセライド

ー グリセ リン

ー 薗形異物

一 水分

一 低温特性

(流動 点、§詰ま9点 、くもり燕〉
一 金属分

一 リン

図7FAME規 格検討項目と実用性能

併せて混合 に用いるニー トFAMEに ついて も

規格化の方向で検討が進め られている。

本 規格 の 制定 に よ り,規 格 に適 合 した

FAME混 合軽油が供給 されれば,品 質 トラブ

ルは回避で きる。 しか しなが ら,検 討途中で

明 らかとなった酸化安定性の問題は,流 通過

程での品質劣化懸念 を示す ものであ り,従 来

軽油以上に厳 しい品質管理を求め られる可能

性がある。その検証のために,FAME混 合軽

油の流通実証試験が経済産業省 により計画 さ

れているところである。

[水素化植物油 ・BTL一 品質の課題]

両 者 と もに,炭 化 水 素 の形 で あ るた め に,

従 来の軽油 と同等 の取 り扱いが可能 であ る上,

サ ル フ ァーゼ ロ とい う品質 メ リッ トもあ る。

あえて課題 とな る と,n一 パ ラフィ ンが主体 と

な るため,単 独 では低温 流動1生に欠け る とい

う点 であ る。 しか し,従 来軽 油 と混合 して所

定 の低温 性 能 を持 たせ る こ とは容易 で あ り,

また,異 性化 プロセス に よ り,そ れ 自体 の低

温性 能 を向上 させ ること も可能 である。

3.供 給 ・経 済性

① ガソ リン車用 バイオマス燃料

[エ タノール,ETBEの 原料 エタ ノール]

現在,大 量 の エ タノール を供給 す る余 力 を

持 ってい るの は,ブ ラジル だ けであ る。従 っ

て,石 油 業 界 が 目標 と して 取 組 ん で い る

「2010年 に原油換算21万 々4のバ イオエ タノール

利 用(ETBEに 変換 して利用,エ タノール換算

と して36万lee)」 の達成 には,ブ ラジルか らの

輸 入 が必須 であ ろ う。 一方,ブ ラジルは図8

一R
繊
鰍
懸
震

350

;99輸 入 一・・一一$isitg¥,.T.量、 鮒 換算

li
59

2◎03年箋績201◎ 年予測2020年 予測

(出所:国 際ヱネルギー機関 くIEA),日 本エネルギー経済研究所のデータを基に試算)

図8ブ ラジルのエネルギー需要予測
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図9国 内木質系 エタ ノールのポテ ンシ ャル

に示 す ように経 済成長 に伴 う大幅 なエ ネル ギ

ー需 要 の増 加が見 込 まれ てい る うえ に ,エ タ

ノール100%で 走行可能 な フ レキシブル ・フユ

ー エル ・ビー クル(FFV)の 急 激 な浸透 に よ

りエ タノールの 国内需要 も2010年 には倍 増が

予測 されてい る。 これに,最 近 の原油高 を考

え合 わせ る と,ブ ラジルの将 来 のエ タノー ル

輸 出余 力 は不 透 明 と言 わ ざる を得 ない。 そ の

予 測 の もとで は,日 本 での過 度 にエ タノー ル

に依存 したエ ネルギ ー供 給体 制 は,本 来 の狙

い とは逆 にエ ネルギー セキ ュ リテ ィ上 の問題

に なる危惧 があ る。 なお,現 在 の原 油 の価 格

レベ ル は,エ タノール の供 給 コス トを上 回 っ

てい るが,エ タノール(更 にそ れに リ ンク し

て砂 糖)の 取 引価格 はエ ネルギ ー と して評価

され 原油 価格 と連動 した動 き となっ てい る。

その ため購買側 で あ るわが国 にお いて は,依

然割高 なエネルギーであ る。

一 方
,国 産 エ タ ノ ー ル に 目 を 向 け る と,

種 々の供 給可 能性 はあ る もの の,量 的 なポ テ

ンシ ャル は小 さ くコス トも現状 では高い ため,

エ ネル ギー の供 給安 定性 に資 す る とは言 え な

い状 況 にあ る(図9参 照)。 しか しなが ら,

"国 産 エ ネル ギー"は 例 え少量で あ って も
,資

源極小 国であ るわが 国において意義 は大 きい。

長期 的 な視 点 での ポテ ンシ ャル掘 り起 こ しと

技 術開発 に取組 むべ きで ある。

[ETBEの 原料 イ ソブテン]

ETBEは エ タノール とイソブテ ン(LPG相 当)

の化合 物 で ある。 イ ソブテ ンは主 に製油 所 の

FCC(接 触分 解装 置)の 副産 物 と して得 られ

る もので あ り,国 内 ではETBEI45万 々4生産 可

能 なイ ソブ テ ンが入 手可能 であ る。更 に,現

在 研 究 開発 が 進 め られ てい る高分 解 型FCCが

導入 され れ ば,イ ソブテ ンの入手性 は2～3

倍 程 度 にな る。そ れ以上 に イソブテ ンを入 手

す るに は,原 料LPGを 輸 入,脱 水 素 ・異 性 化

に よって新 た に製造 す る必 要が あるが,一 方

の原料で あ るエ タノールの供給 性 を考 える と,

そ こまでの必 要性 は無 い もの と思 われる。

② デ ィーゼル車用 バイオマス燃料

デ ィーゼル車用バ イオマス燃料 の原料 となる

植物油 は,欧 州 では菜種が,米 国 ・ブラジルで

は大豆 が使 われている。 これ らの地域 では,自

国消費 に回す ために生産 が行 われ ているため,

わが国へ の供給 を考 えた場合 には,東 南 アジア

地区 で生産 の盛 んなパ ーム油が 第一候 補 とな

る。ココナ ッツ,ヤ トロファ(珊 瑚油桐)等 も,

最近 では候補 として注 目を集めている。図10に

示す とお り,マ レーシア等 では大量 のパ ーム油

が生産 されてい るが,殆 どが食糧用途 であ り,

あ らたに燃料用 として対象 とするには,増 産 ポ

テ ンシ ャル と増産 に よる環境 影響 の評価 を実施

した うえで判断す る必 要があ ろう。
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図10世 界の植物油脂生産量(実 績)

一方
,バ イオディーゼルのコス トはエ タノー

ル以上 に高 く,欧 州で も40～60円/4の 税制優

遇 に よって経済性 が成 り立 って い る状 況 にあ

る。わが国において も,普 及 を図ろう とす るに

は,こ うした制度は必須 となろ う。

なお,国 内 で はす で に一部 で廃 食用 油 に よ

るバ イオデ ィーゼ ルが生産 され てい るが,こ

れ は,そ の資源 量が極 め て限 られ てい る こと

か ら 「エ ネル ギー問題 」 とは別 の切 り口か ら

論 じられるべ きものである と思 われ る。

3.CO2削 減効 果について

次 に,バ イ オマス燃料 導入 の もう1つ の意

義 で あ るCO2削 減 につ い て,い くつ かの論 点

に触 れてみたい。

[WTWのCO2削 減効果]

WTW(WelltoWheel=井 戸元か ら車輪 まで)

のCO2削 減効果 の試算例 を図11に 示す。原料 に

よってCO2削 減効 果がかな り異 なる。サ トウキ

ビでは名実 ともにか な り 「カーボ ンニュー トラ

ル」 に近 いのに対 し,と うもろこ しでは,作 付

け,収 穫,エ タノール製造 までの工程 で投入す

るエネルギー量が多い ことか ら,試 算 によって

は,ガ ソリンよりCO2発 生が多い とされている。

この とうもろこ し原料エ タノールでのCO2削 減

効果については,最 近で も米 国で大 きな議論 と

なってお り,そ う した背景 もあって,確 実 に

CO2削 減 が期待 で きるセル ロース系 エ タノール

の 開発技術 が注 目されてい るもの と思 われる。

いずれに して も,バ イオマス=カ ーボンニ ュー

トラル をその ままカウ ン トしたのでは,期 待 通

りのCO2削 減効 果 は得 られ ない。真 の実力 につ

い て議論 を深 める と共 に,CO2削 減は最 も確 実

な省 エネルギーで積 み上 げてい き,バ イオマス

エ タノ ールVS.ガ ソ リン 菜種融椛 鴨軽油
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表1E3,ETBE混 合 ガソ リンの製造～燃焼時CO2発 生量の比較

9/MJ

製造 燃焼 合計

ETBE7%

(FCCイ ソ ブテ ン原 料)
10.16 71.15 81.31

ETBE7%

(輸入LPG原 料)
10.51 71.15 81.66

E3 9.71 71.99 81.70

注)E3,ETBE7%は 共 に エ タ ノ ー ル と して3%を 使 用 。

は当面,エ ネルギーの多様化 とい う観点か ら捉

えてい くほ うが 間違 いがない と思われる。

一 方
,国 産 と輸入 とい う比較 でWTWのCO2

削減効 果 を考 え てみ る。 国産エ タノール を使

う場 合 は,生 産地 か ら消費 地 までの距離 が短

い ため に,輸 送 の ため のエ ネル ギー消費 は少

ないが,輸 入 エ タノール の場 合 は輸 送 のた め

に大 きなエ ネル ギ ー,つ ま りCO2排 出 を伴 う

こ とに なる。つ ま り,バ イオマス利用 に際 し

て論 じられ る 「地 産 地消 」 とい う考 え方 は,

国際 的 に もCO2削 減 に資す る もので あ る。そ

の意味 で はエ タノ ール大 生産地 で ある ブラ ジ

ルでFFVが 導 入 され,自 国で多 くのエ タノー

ル を消費 す る とい うの は,地 球 規模 で のCO2

削減 には,最 も効果 的な利用法 と言 える。

[使用方 法 によるCO2削 減効果の差]

同 じエ タノールで も,直 接混合 とETBEと い

う2つ の使 い方 が ある。 その比較 の試算例 を

表1に 示す 。ETBEは 製造 時にCO2を 発生 す る

点 では,直 接 混合 に対 して不利 である。一方,

ETBEは ガ ソリ ン製 品 とす る場合 に,エ タノー

ル直接 混合 よ りも,よ り多 くのLPG(=低 カ

ー ボ ン燃料)を 利用 で き
,芳 香 族(=高 カー

ボ ン燃料)を 削 減 で きる とい う利 点 が あ る。

以上 を全 てあ わせ てWTWのCO2排 出 を評価 す

る と,本 試算結 果で はETBEと して利 用 したほ

うが,エ タノール直接 混合 よ りもWTWのCO2

排 出が少 ない,と 見込 まれ る。

ディーゼル車用バイオマス では,同 じ植物油

か らFAMEと 水 素 化 とい う2つ の使 い方 があ

る。水素化 ではCO2の 排 出 を伴 う一方,FAME

では製造 に必要 なメ タノール製造や,副 製品で

あるグリセ リンのCO2カ ウ ン トに よって,そ の

評価 が異 なって くるもの と思 われる。

4.終 わ りに

資 源の多様 化 とCO2削 減へ の期待 を担 うバ

イ オマス燃料 につ いて,そ の 円滑 な導 入 に必

要 な技術,供 給性,経 済性 そ してCO2削 減効

果 につ いて考察 して きたが,も う一点,忘 れ

ては な らない のは食糧 問題 で ある。バ イ オマ

ス資 源 の殆 どは食 料 と して も適用 で きるもの

で あ る。 ア フ リカを中心 と した多 くの国 々が

飢餓状 態 となってい る現 状 にお いて,バ イオ

マ ス をエ ネルギ ー と して消費 してい くことに

は疑 問 を感 じる。資 源 問題 ・CO2削 減 の最 も

確 実 な解決方 法 は,省 エ ネルギ ーであ る こ と

を踏 まえつ つ,食 糧 問題 も絡 め て,バ イ オマ

スが わが 国のエ ネルギ ー におい て果 たすべ き

適 正 な役 割 につい て,広 範 な評価 と慎重 な議

論 が望 まれる。
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一[内外情勢紹介]***
復 活 す る米 国原 子力 産 業

一科学的合理性に基づ く規制へ向けた改善の道の り一

d

山 田 英 司*((助 エネルギー総合工学研究所専務理事)

藤 井 信 」*(勧 原子力発電技術機構技術部長)

今 永 隆 　 鵬 子力発繍 糊

　　　

菌
罐』一

まえがき

米国の原子力産業は,1980年 代以降の 「冬の

時代」を経て,新 規炉建設に向け復活してきて

いる。本調査研究は,昨 年11月 から本年6月 ま

での間,(助原子力発電技術機構 と(財)エネルギー

総合工学研究所の共同研究 として実施 した 「原

子力技術基盤に関する調査」の一環として実施

した。昨年12月,ワ シントンにおいて行った原

子力関係者へのインタビュー等を通 じて得た情

報に基づ き,米 国の原子力産業復活のこれまで

の道の りについてとりまとめた。

1.1980年 代TMI事 故 以降 の 「冬の 時

代 」

(1)プ ラン ト建設 の低迷

1979年 に発生 したス リー ・マイル ・アイラン

ド(TMI)原 子力発電所事 故以降,電 気事 業者

は,原 子力発電所 に係 るライセ ンスを得 るの に

長時 間を要する ようにな り(TMI事 故後の ライ

セ ンス発給 は4年 後),建 設 中あ るいは設計 中

の プラ ン トは,安 全 確保 の観 点か ら設備変更,

新 規制の遡及適用(バ ックフィッ ト)等 が要請

された。 これが建設期 間の長期化,ひ いて は建
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設 コス トの高騰 を招来 し,多 数 の発電所 建設が

キ ャンセルされた。 また,既 発注分 については

1980年 代 において も建設 ・運転 開始が なされた

が,反 原子力の社会的 な要因 も加 わ り,発 電用

原子力 プラン トの新規発注は1979年 以降,今 日

に至 るまで途絶 えている。(図1参 照)

(2)プ ラ ン ト稼動率の低迷

1980年 代 にお いて は,プ ラ ン ト稼働率 は平

均 で60%台 に低 迷 した。 要因 と しては,次 の

事項が指摘 される。

① 短い運転サ イクル

12～18カ 月(ほ とん どの炉 で18カ 月,少 数

の炉 で12カ 月)が,運 転 サ イクルの上 限 とい

うのが 一般的な考 え方で あった。(た だ し,こ

れ で も,わ が国の13カ 月サ イクル よ りは長 い。)

② 長い燃料交換及び定期保全停止期間

運転中の監視保全(オ ンライン ・メンテナン

ス)は ほとんど行われてお らず,100日 程度は

必要というのが一般的な考え方であった。

③ トラブルの頻発

特 に,影 響 の大 きかっ た事 故 ・トラブル は

表1の とお り。

表1影 響 の大 きか った事故 ・トラブル

さらに厳 しい環境 に晒されることとなったが,

原子力に対する公衆の信頼を取 り戻すために,

経営改革や稼動改善努力がなされた。以下 に,

電気事業者,民 間セクターの機関,規 制当局

における動向を述べる。

[電気事業者]

① 希薄なコス ト意識 と不十分な情報共有

1980年 代 におい て,電 気事 業者 は,保 守的

な企業体 質,年 功 序列 的 な トップ人事,多 層

的 な指揮 命 令系統,そ して,な に よ り経 費 の

料 金転嫁 が 可能 であ った こ とに よる コス ト意

識の低 さ等 が常 態で あ った。通例,新 規 プラ

ン トが運転 開始 す る と,そ の コス トが電 気料

金 に転嫁 され る こ ととな り,こ れが消費 者 に

大規模 な投 資 を伴 う原 子力 に対す る反対 を惹

起す る こ と とな ってい た。 また,情 報技 術 の

進展 が なか った段 階 では あ ったが,現 在 の水

準 か ら見 て,サ イ ト内の部 門 間,サ イ ト間,

会社 間で の情報 の共有 や交換 が十 分で なか っ

た。(あ る事例 で は,1つ のサイ トで27の コン

ピュー タシス テムがあった。)

② 不透明性が解消 してきた使用済核燃料処分

1975年

1979年

1980年

1983年

1986年

1987年

1996年

ブ ラ ウ ンズ ・フェ リー発 電 所 の ケ ーブ

ル火 災事 故

炉 心 溶融 を引 き起 こ したTMI事 故

ブ ラ ウ ンズ ・フ ェ リー発 電 所 の制御 棒

挿 入失 敗

セ ー ラム発 電 所 の トリ ップ失 敗

多 量 の放 射性 物 質 を環境 中 に拡 散 した

旧 ソ連 チ ェル ノ ブイ ル事 故

運転 規律 違 反 に よる ピー チ ボ トム発 電

所 の長期 運 転 停止

マ イ ルス トー ン発 電 所 の 長期 運転 停 止

(3)関 係機 関 の 動 向

1980年 代 は,次 の年代 に向 けた地 固めの時

期 だ った と言 え る。1986年 に発生 した旧 ソ連

チ ェル ノ ブイ ル事故 に よ り,原 子力 業 界 は,

使用済核燃料について,1982年 の放射性廃

棄物政策法 によって,政 府が引取義務 を有す

ることが定め られ,1987年 以降,ネ バ ダ州ユ

ッカマウンテン処分場計画が進め られている。

同計画については紆余曲折があるものの,安

全規制や使用済み燃料処分 に係 る不透明性が

解消 してきたことで,電 気事業者か ら原子力

発電所が良好な電力資産 と評価 されるように

なったもの と考えられる。

[民間セクターの機関]

① 米国原子力発電運転協会(INPO)の 設立

1979年 のTMI事 故 を契機 に,中 立 的 ・技 術

的 な立場 か らプ ラ ン トの運転管 理状 況 につい

て評価 し,必 要 な場 合 は改善指 導 を行 う米 国

原 子 力 発 電 運 転 協 会(INPO:Instituteof
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NuclearPowerOperations)が1979年12月,電 気

事 業者 に よ り設立 され た。当初 は海軍 出 身者

が 中枢 を占めてい たが,順 次,電 気事 業者 出

身者 が中心 となっている。

電 力会社 か らINPOに 提供 される運 転 ・保 守

情 報 は徹 底 した機密性 が保 たれ てお り,小 規

模 電力 が多数存 立す る原子力 発電 業界 にお い

て,情 報 共有 及 び技術 的支援 を行 な う機 能 を

有 してい る。 また,各 社 の経 営 トップが直接

関与す る ことで,そ の機能が担保 されてい る。

② 原子力管理人材協議会(NUMARC)の 設立

1986年 に,規 制 当 局 で あ る 米 国 原 子 力 委 員 会

(NRC)と の 窓 口 と し て,原 子 力 管 理 人 材 協 議

会(NUMARC:NuclearManagementand

ResourcesCouncil)が 設 立 さ れ た 。

[米国原子 力規制委員会(NRC)]

米 国原 子 力 規 制 委 員 会(NRC:Nuclear

RegulatoryCommittee)は,現 在 の ような定量

的 な リス ク評価 を行 う技 術 的基盤 を構築 して

お らず,例 えば,停 止 中 のプ ラ ン トの方が稼

働 中の プ ラン トよ り安全 で あ る との認識 を も

って対応 して いた(最 近の リス ク評価研 究 で

は必 ず しもそ うとは限 らない こ とが示 され て

い る。)

当時,NRCは,SALP(SystematicAssessment

ofLicenseePerformance)シ ステ ムに よ り規制

を実施 してい たが,事 故 ・トラブル情報 の蓄

積,産 業界 との経験 ・情報共有 や,稼 動状況,

リス ク,規 制 との相 関関係 の認 識 が十分 で な

く,規 制 当局の主観 的 な判断,過 剰 反応 に よ

る規制 が な され が ちで あ った。 また,安 全上

問題 を有 す る プ ラ ン ト ・リス ト(Troubled

plantsWatchList)を 所 有 し,必 要 に応 じ運転

停 止 を要求 で きた。一時,17プ ラ ン トが リス

トに掲載 されて いたが,リ ス トが公 開 され る

ことで,当 該 炉 を所 有 す る事業 者 の財 務 評価

や,公 衆 や メデ ィアか らの評価 を低 下 させ る

こととな った。

2.1990年 代 改革 期

1990年 代に入 って も,80年 代の 「冬の時代」

に引 き続 き,米 国原子力業界が直面する環境

は厳 しい ものだったが,官 民双方で改善に向

けた様々な取組みがなされた。以下 に関係機

関の動向を述べる。

[電気事業者]

① 電力業界に及んだ規制緩和

1980年 代 にレーガン政権下で推進 された規

制緩和政策は,民 間航空,電 信電話,天 然 ガ

スの各分野で実施 され,1990年 代初頭か らは

電力業界においても実施された。

電力業界では,当 初は連邦政府が,1992年

の電力分野への競争原理の導入,1996年 の送

電線開放 と,規 制緩和の流れを推進 してきた

が,実 際の規制改革は,電 気事業に対 し規制

を行う権限を有する州政府単位で実施 された。

1998年 のカリフォルニア州の電力小売 自由化

を皮切 りに,電 気料金が相対的に高い東海岸,

西海岸 を先頭 に,各 地域の実情に応 じたアプ

ローチがなされている。

② 競争下 での構造改 革

独 立発 電事 業者(IPP:IndependentPower

Producer)等 の新 規参入 を促 進す るため,必 要

経 費 を消費者 に転嫁する レー トベ ースの料金体

系 が 自由化 され,電 気事業者 は,直 面する競争

環境下 で構造改革 を迫 られるこ ととなった。社

外 か ら高給 で経営者 を招 致す る,各 発 電所 サイ

トに責任者(CorporateSiteVicePresident)を 配

置する等 の人事改革や,従 来 はメーカー に依存

していたプラ ン ト運転管理の内製化 などの改革

が実施 され た。

③ 長寿命化で活発化 した原子炉の売買

1980年 代 か らNRCと 産業界 の 間で,原 子 力

プラ ン トの運 転認 可期 間延長(40年 →60年 の

長寿命 化)の 可 能性 につ いて検討 が 開始 され

てい たが,1999年 に なって最初 の認可 が実 現
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した。 当時,原 子力発電所 は,「 資産」 とい う

よ り 「債務」 と して評価 されてい たが ,良 好

な運転 実績 に加 え,原 子炉 の長寿命 化が 可能

とな った こ とか ら,1998年 以 降,原 子力発 電

施 設 は,1998年 のTMI1号 機 を皮切 りに売買

が な される よう にな り,2003年 末現在 で16基

が売 却 されて い る。 これ に よ り,運 転 管理 ノ

ウハ ウの共有 や経 営効率化 が 困難 な小 規模原

子 力 発 電施 設 が大 規模 電力 会社 に集約 され,

標準 化 され た大 規模原 子力発 電施設(nuclear

fleet)の 運営 が な され る ようにな ってい る。

以前 に比べ る と現在 は,上 位5社 で米 国原 子

力発 電施設 の約5割 を占め る まで集 約が進 行

してい る。(表2,図2参 照)(4)

[民 間 セ ク タ ー の 機 関]

1w玉 ・、 エ'・ ル ギ ー カムNEIの 詠 立

1994年 に前述 のNUMARCを は じめ,民 間 の

5つ の原子力関係機i関が統合 され,NRCの み な

らず議会,メ ディアも含め,対 外 的なロ ビー活

動 を行 う機関 として,産 業界の 「統一 された意

見 」 を発 信 す る米 国原 子 力 エ ネル ギ ー協 会

(NEI:NuclearEnergylnstitute)が 設立 された。

表2上 位5社 による原子力発電設備のシェア

会社名 基数 発電容量(万kW) シェア(%)

1.エ ク セ ロ ン 19 1,979 19.3

2.エ ン タ ジ ー 10 891 8.7

3.デ ュ ー ク パ ワ ー 7 705 6.9

4.TVA 6 675 6.6

5.ド ミニ オ ン 6 549 5.4

全米計 103 10,259 100

(出所:日 本原子力産業会議 「世界の原子力発電開発の動向」(2004年12月現在))

2EPRI旛 に よ る 術 サ ポ ー ト

米 国原 子力界 には,わ が 国で言 うような財

団や社 団 といっ た中立機 関が 関与す る余 地 は

小 さい ようで あ るが,そ の 中で,電 力研 究所

(EPRI:ElectricPowerResearchInstitute)は,

民 間セ ク ターの機 関で あ るNEIやINPO,規 制

当局 のNRC双 方 に対 し,技 術 的サポ ー トを実

施 してい る。 これ は,同 機 関が有 してい る プ

ロジェ ク ト ・フ ォー メー シ ョン機能 による も

の であ り,そ の あ り方 は,わ が 国中立機 関が

モデル とすべ きもの と考 えられ る。

また,マ サ チ ュー セ ッツ工科 大 学(MIT)

を は じめ 大 学 関係 者 は基 準 ・標 準 の作 成,

イ=

愚

/{.ξ 懸 肩

1灘

陣 ・隣 …一

Qh;SP(畢 期サイト承 認)申 講 の地 点

注>kW懐 は20◎5黛3肩 現 篠

興

}エク騨 く約2◎鰍W)1

4

ドミこオン社1

・=眠紬55◎ 万裟W)1

　 [議き鵡
w>i

PO'TVA

(約67◎万kWl

エンタシ㌦ 祇

{約9◎◎芳kW)・mamp .

図2米 国における原子力機関 ・発電所の所在マップ
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NRC委 員会へ の参加,政 策提言等 一定 の役 割

を果 た してい る。

③ 各機 関の活動状況

INPO,NEIお よびEPRIは,約15年 間にわた

り,定 期的 に会合 を持 ち,目 的の共有,優i先

順 位付 けの調 整等,産 業界 に関す る事 項 に関

し意見 交換 を行 う場 となってい る。

なお,INPOやNEIに は,期 間限定(1～2

年)で 電力会 社職員 が 出向勤務 してお り,産

業界 の情報交流 を促 進 してい る。

[NRC]

① 「規制 は顧 客サ ー ビス[と い う意識転換

政 府 機 関 業 務 の 効 率 と効 果 を重 視 す る

「1990年予算 法」(OmnibusBudgetReconciliation

Actof1990)は,必 要経 費の約90%(少 な くと

も80%以 上)を,認 可取得 者 と認可 申請者 が

支払 う手 数料 で賄 う よう要請 す るな ど,NRC

に業務 効 率向上 を促 した。 これに よ り,規 制

は顧 客 に対 す るサ ー ビス であ る との認 識 が,

規制 当局 と事 業者 の 間で共有 され,NRCも 規

制の効率性 を意識す る ようになった。

一方
,議 会 や業界 か らは,「NRC業 務 は非効

率」 と批判が なされる ようになった。

② 規制改革へ の圧 力

a.各 種 レポー ト

各種 実施 され たNRC業 務 の あ り方 に係 る調

査 の中で,重 要な もの と して,「Sillinレ ポー ト」

(1986年)と 「TowersPerrinレ ポー ト」(1994年)

が挙 げ られ る。

「Sillinレポー ト」 は,産 業界 との協調 お よ

び コ ミュニ ケー シ ョンの重要 性を指摘 してお

り,1994年 のNEI設 立,そ の後 のNRCとNEIの

協調 の道筋 をつける もの と言 える。

「TowersPerrinレ ポ ー ト」 は,NRCの 依頼

に よ り,NRC規 制 の あ り方 に関 し評価 検討 し

た もの で,NRC規 制全 般 の見 直 しの必要性 を

指摘 している。

b.有 力議員 か らの圧力

NRC予 算 に大 きな影響 力 を持 つ ドメニチ上

院議 員(ニ ュ ー ・メキ シ コ州 選 出)の 著 書

「ブ ライ ター ・トゥモ ロー 』(2005年3月,

ERC出 版)に よる と,1990年 代 後半,NRCの

許 認可 プ ロセ スは見通 しのつか ない長 い時 間

を要す る状 況 で,事 業 者 の原 子力 開発利 用 の

意欲 を削 ぐものであ った。 同議 員 は,1998年,

上 院 エ ネ ル ギ ー ・天 然 資 源 委 員 会 委 員 長

(ChairmantotheCommitteeonEnergyand

NaturalResources)と して,NRCの 活動状況 に

つ い て評価 を行 い,ジ ャ ク ソ ンNRC委 員 長

(当時)にNRC規 制活動 の改革 を促 した。 同書

で は,こ れが契機 にな り,NRCの 規制 が運転

実態 や リス ク情 報 に基づ くもの に転換 し,「 規

制文化」が変質 した としている。

③ 規制への科学的合理性の導入および効率化

NRCは,独 自にIT技 術 を活 用 しつつ確率

論 的 リス ク評 価(PRA:ProbabilisticRisk

Assessment)の 研究 を行 ってい たが,上 記 の

よ うな動 向や改革圧 力 を踏 まえ,1990年 以 降,

以下 の よ うに,順 次,PRAを 活用 した規 制改

革 を行 って きた。

1991年 維持基 準 を策 定

1995年 運 転認 可期 間の延 長(40→60年)ル ー

ル を策定

1996年 ～2000年

リス クに基 づ く規 制(RiskInfo㎜ed

initiatives)を実 施

2000年 新 しい規制 シス テム として,透 明性 を

基 本 に,客 観性,予 測 可能 性,安 全 性

を重視 す るROPシ ス テ ム を採 用

現 行 のROP(ReactorOversightProcess)シ ス

テ ム は,稼 働 実 績,リ ス ク 情 報 に 基 づ く規 制

で,NRCが 恣 意 的 に 規 制 を 強 化 す る こ とが な い

仕 組 み と な っ て い る 。 ま た,稼 動 実 績,安 全 性

及 び 規 制 の 状 況 が,PI(PerformanceIndicator)

や 色 分 け(ColorCoding)に よ り分 か り易 くな

っ て い る 。ROPの 仕 組 み と 流 れ を 図3に 示 す 。

ま た,こ の 規 制 改 革 の 経 緯 を 図4に ま とめ た 。
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図3原 子 炉監視 プロセス(ROP)の 仕 組 みと流 れ

亙
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電力会社

経営の改革

図4米 国における原子力規制改革の経緯

維持基準 の策定 を手始め に,NRCは,ワ ーク

シ ョップ等 の場で事業者や産業界 と議論 しつつ

規制改革 を進める手法(learningapproach)を 採

用 す る ようにな り,1994年 のNEI設 立以 降 は,

同機 関 との議論 を通 じて,産 業界 と意見調整 を

行 うようになっている。

[米 国エ ネル ギー省(DOE)]

米 国原 子 力 発 電 分 野 で,米 エ ネ ル ギ ー省

(DOE:DepartmentofEnergy)の 影響力 は,日

本 で考 え られ てい る程 大 きい もの で は ない。

DOEは 新規 炉建 設 に向け各種 の イニ シ アテ ィ

ブ をとって お り,民 間企業 へ の国費 投入 とい

う,"掟 破 り"と も思 え る方策 も含 め可 能 な限

りの お膳立 て を してい る感 が ある。 しか しな

が ら,現 時点 で は,そ れで も新規 炉建 設 の決

断 をす る電 力 会社 は な く,原 子力 発 電所 の稼

動 好調 な米 国 で も新規 炉 は容易 で ない こ とが

見て取 れ る。

なお,DOEは 一定規模 の研 究 開発 予算 を有

して い るが,大 半 は国立研 究機 関へ投 じられ

てお り,ま た,大 学の研 究炉 の維持 に対 して

も支援 を行 っている。

また,NRCは,そ の技 術 的サ ポー トを,ま

ず,国 立研究機 関 に依存 す ると して いる。
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[NRCの 活動 に対す る各界の見解]

本 調査研 究 では,昨 年12月,ワ シ ン トンに

お いて,NRCの 元 幹部職 員,電 気 事業者 の元

幹部経営者,NEIの 幹部職員 に対 し,米 国の原

子力規 制改 革 の これ までの道 の り,関 係 者 の

動 向,規 制 改革 の原動力 等 につ いて,イ ンタ

ビュー を行 った。以下 に,そ れ らの うち,規

制 改革 に対 す るNRCの 取組 み に関す る評価 を

参考 資料 と して巻末 に示す。

① 設備利用率

1990年 代 初 めに は70%台,90年 代後 半 に は

80%台 に達 し,図5か ら分 か るように,現 在

では平均 して90%程 度 に達 してい る。

② 原子力発 電 の発電 コス ト

図6に 示す ように,1987年 をピーク に低 下

して きてお り,既 設分 につい ては競争力 を有

す る発電資産 となっている。

3.21世 紀 米国原子 力の復活

(1)原 子 力発 電所 の稼働率改善

近年,90%程 度 の高 い稼働率(設 備利用率)

と低発 電 コス トを達成 してい る。発電 電力量

は1980年 の約3倍 とな り,米 国の総発 電電 力

量 の約20%を 供 給 し,石 炭 に次 ぐ第2位 の シ

ェア とな ってい る。 以下 に,各 種 指標 の改善

の推移 を示す。

③ 燃料 交換停 止期 間

1980年 代 には100日 程度 を要 したが,図7に

示す ように,90年 代 に入 り短縮 し,平 均40日 程

度 となっている。補修 を行 わず燃料 交換 のみ行

う場 合,沸 騰 水 型軽水 炉(例 えば,ブ ラ ウ ン

ズ ・フェ リー3号 機),加 圧水 型軽水 炉(例 え

ば,タ ーキー ・ポイ ン ト4号 機)と もに最短 で

15日(2002年 実績)ま で短縮 して きてい る。
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図5米 国における原子力発電所の設備利用率の推移
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図6米 国 原 子 力 発 電 コ ス トの 推 移
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図7米 国 に お け る 平 均 燃 料 交 換 停 止 期 間 の 推 移
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図8米 国 原 子 力 発 電 所 の 出 力 向 上 累 計

表3原 子力発電所好稼働への寄与要因

事 項 米国の状況

運転サイクルの延長

80年 代 は12～18ヵ 月程度であ ったが,最

近で はほ とん どの発電所が18～24カ 月サ

イクルに移行

定期検査期間の短縮
1990年 頃 現在→
100日 程 度40日 程度

定格出力増強 NRC承 認済105件(2005年4月 現在)

運転認可期 間の延長

(40年 →60年)

NRC認 可済30基

審査 中18基(2005年4月 現在)

(出所:NEI,(社)海 外電力調査会)

④ 出力 向上(PowerUprates)

1977年 の カルバ ー ト ・ク リフス発 電所 を皮

切 りに熱 出力 向上 が実 施 され ている。 図8に

出力増強の累計量 の推移 を示す。

(2)規 制分野での改善状況

90年代半ば以降,米 国の原子力発電所のパフ

オーマンスは大 きく改善 してきている。規制分

野の改善で米国の原子力発電所の順調な稼働に

寄与 している要因を表3に 示す。

(3)新 型軽水炉の運転 開始 を目指 して

米国 ブッシュ政権 は,2001年10月 に発 表 した

報告書 『原子力発電2010プ ログラム』に基づ き,

2010年 代初頭 に新型軽水炉 の運転 開始 を目指 し

た計画 を推進 している。同プ ログラムで は,表

4に 示すNRC先 行 許認可 プロセスの実証 を実施

す るため として,申 請等 に係 る所要 コス トの半

分 をDOEが 負担す ることとしている。

(4)早 期サ イ ト承認 への期待

表5の3つ のサ イ トについ て,早 期 サ イ ト

承認(ESP)が 審査 され てお り,2007年 の承

表4NRCの 先行許認可プロセス

早期サイ ト承認(ESP) 炉型決定前の立地審査

標準設計認証(DC) 立地サイ ト決定前の標準設計の審査

建設 ・運転一括許認可

(COL)

建設許可と運転認可を一括 して実施

(わが国では段階的な安全審査を実施)
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表5早 期サ イ ト承認(EPS)プ ロジェク ト

電気事業者 ESP対 象サイ ト 申請年 炉 型

ドミニ オ ン

エ ン タ ジー

エ クセ ロ ン

ノ ー ス ア ナ(バ ージ ニア州)

グ ラ ン ド ・ガ ル フ(ミシシッピ。州)

ク リ ン ト ン(イ リノイ州)

2003年9月

2003年10月

2003年9月

ESBWR

ESBWR

未 定

表6標 準設計認証(DC)プ ロジェク ト

申 請 者 炉 型 申請年月

ウ ェ ス チ ングハ ウ ス(WH)

ゼ ネ ラ ル ・エ レク トリ ック(GE)

AP1000

ESBWR

2002年3月

2005年8月

表7建 設 ・運転一括認可(COL)プ ロジェク ト

電気事業者 サイ ト 申請(見 込) 炉 型

ド ミ ニ オ ン

エ ン タ ジ ー

NuStart

TVA

ノー ス ア ナ

グ ラ ン ド ・ガ ル フ

ベ ル フ ォ ンテ

ベ ル フ ォ ンテ

2007年

2007年8月

2007年8月

一

ESBWR

ESBWR

AP1000

ABWR

認 が期待 され てい る。 また,標 準 設計 認証 お

よび建設 ・運転 一括 認可 につ いて は,そ れ ぞ

れ表6,表7,表8の ようになっている。

(5)地 方との関係

米国では,1980年 代,安 全懸念か ら住民運

動が活発 であ り,地 方政府 も,そ の最大の法

的権限である緊急避難計画策定を挺子に,反

対活動 を行い,こ れがい くつかの原子力発電

建設計画に支障を及ぼ した。

現在では,良 好な運転実績を反映 し既設の

プラン トに関 しては大 きな問題はないようで

あ る。 しか しなが ら,新 規炉建設 となる と,

住 民の反対活動 も懸念 され るところであ り,

DOEは 新たに建設 されるプラン ト6基 を対象

に,政 府の ミスあるいは第三者の訴訟 により

許認可手続が遅延するような場合 には,上 限

を設けて,損 金 を補償する制度を検討 してい

る。

米国の地方政府の法的権 限は,上 述の緊急一!Q601970
黎 親 期 発羅期

198019902⑪00

停 滞 期 改 革 期 復活期

塵

、

丁

納

-

事

故

/〆 約50基 ＼ 、

又 鮭 ノ[・ 出力増強・]

設備承獺率

運転サイ参ル

定検期閣

圏

團

讐 ㊥
更新
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避難計画策定や公聴会等で発言するところま

でである。NRCは,そ れ らの意見 を聴 くもの

の,判 断は自主的かつ合理的に行うとしてお

り,安 全確保の観点か ら毅然 とした態度をと

るとしている。

[謝辞]

最後になるが,本 調査研究は,勧 原子力発

電技術機構 と働エネルギー総合工学研究所 と

の共同研究の一環 として行なわれた ものであ

り,こ こに関係の方々か ら戴いた多大な協力

に対 し,深 く感謝する次第である。

6.最 後 に

以上,米 国における原子力安全規制改革の

道の りを概観 した。図9に 米国における原子

力開発利用の推移 を示す。TMI事 故以降,米

国では,長 い原子力 「冬の時代」 を経 て,現

在は"原 子力ルネッサンス"と も言われる程

の復活 を遂げている。これは,上 記のような

関係者の努力の結果である。現在,わ が国に

おいて原子力が厳 しい環境 に直面 しているが,

米国の経験は,そ の先行事例 となるものであ

り,教 訓 として学ぶべ きものは学ぶ姿勢で対

応 してい くことが期待 される。
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規制改革に対するNRCの 取組みに関する評価

①NRCの 元幹部職員 ②電気事業者の元幹部 ③N日 幹部職員

(ア)1980年 代に始 まる米国の規制緩和の流れが, (ア)TMI事 故後の1980年 代 は,NRCは 規制を (ア)か つてのNRCのSALR規 制は,検 査官

効率的な業務運営,資 源の効率的な利用,ベ ン したがっているような状況で,規 制行為 も不 の主観 による ところが大 きく,透 明性 や理

チマーク(目 標設定),管 理職の率先行動の流 確実性が大きく,そ れに備えるための事業者 解 し易さ,信 頼性 に欠ける ものであった。

れを作 り出 し,そ れが,安 全運転が コス ト低 減 側のコス トが増大 し電力会社の利益 にならな NRC職 員の中 には,SA正P規 制 に疑問 を有す

に繋がるとの認識を共有するに至ったのである。い ものであっ た。 その頃,NRCと 産業界 の関 る者 がいる一方,ル ールを変えるべ きで な

具体的 には,1蜘 年代前半 には,(沁ve㎜ent 係 は良好 では なか った。 まず,NRC自 身が原 い とするグループ もいたが,NRC予 算の決

舳 ㎜ 細R㏄dtActの 成 立に より,効 率 子力 に対 し懐疑的であった。 ここ10年で次第に 定権 を有する ドメニチ上院議員(エ ネルギ

(EfEcie㏄y)と 効 果(E舳c恒veness)が 全 政府 機 改善 して きて いるが,今 で も,5人 のNRC委
一 ・水 資源歳出小 委員会委 員長)は

,ジ ャ

関で重視 され るようにな り,毎 年,NRCの 活動, 員 の うち,通 例,1人 は原子力 に対 し懐疑 的 ク ソンNRC委 員 長(当 時)を 呼 び出 し,

関係業界への影響等を評価するレポー トが作成 である。 「NRCの 活動 が改善 されない限 り,NRC予

されるよ うになった。このような流れの中,規

制の重点化 と合理化 を推進するようになった。

(イ)議 会や産業界の要請,会 計検査院の勧告

等 に より,NRCは,血k一 加fbm面 規制 をは じめ,

新 しい規制体系構築に向けて研究 を行い,パ イ

ロ ッ ト・プロジェク トを実施 しつつ,ROPを 導

入 した。ROPは,(ア)予 測可能性(発 生事 象に対

応 した規制行為が予測可能),透 明性,客 観性

を重視 し,(イMsk-i㎡b㎜edの 考 えに基づ くも

のである。

(ウ)NRCは,PubHc(h疽denceを 重視 し,全 て

の利害関係者の意見を聴 くようにしている。例

えば,コ ミュニテ ィ ・レベ ルでは,市 長,学 校

の先生等が参加するア ドバ イザ リー ・パネルを

設置す る等 している。 しか し,最 後は,NRCが

(イ)1990年 代以降,NRCの 優秀 な職員が効率

的 に規 制 を行 い,か つ,電 力会社 との 関係 改

善 を図る努力 を して きてい る。 しか し,公 聴

会 や会議等の手続 きを要す るため致 し方 ない

ところであるが,NRCの 改善のスピー ドは遅い。

また,規 制手数料 でNRC予 算 を賄 うように し

たため手数料 は高い もので あった。

(ウ)か つての決定的手法(SDP)で は,検 査

官 に高 い技術的能力 が要求 されたが,NRC職

員 の能力には限界が あった。現在 は,IT技

術 の進歩 を反映 して,情 報集積 ・標準化 が推

進 されているが,ま だ まだ効率 が悪 く,改 善

が必要である。

算 を半減する」 と追 った。そんな折,か ね

がねSALP規 制 に疑問 を抱いていたNRCの ジ

ョー ・カレン事務局長(Ex翻veD㎞ ㎞

Qper痴on)が,99年 春～夏 にかけて会議 を

行 い,色 に よる安 全 レベ ル識別 シ ステ ム

((bbrIa画ng)を 導入 した。 これは,安 全 を

目に見える ようにする効 果があ り,利 害関

係 者の要求 にマ ッチするものであった。

(イ)運 転 認可期 間の延長 につ い ては,

NRCの 技術 陣か ら強い反対があったが,決

定力のある幹部のお陰で実現で きた。要 は,

規制関係者のマイン ド・セ ットである。 「規

制すればする程 良い,変 えない方がベ ター」

でな く,「 規制が少ない程,安 全は向上す

る」 という考 え方 を持 ち得 るかである。

責任を持って自主的に判断する。地方政治家に (ウ)人 員が多 く関係者も多いから致 し方

法的な権限はないが,意 見を言ってくることが ないが,NRCの プロセスは時間を要す る。

ある。例 えば,オ イスタークリー ク運転許可期 (エ)NEIは,5つ の機関 が統 合 され94年
間更 新申請 については,ニ ュー ジャージー州知

事がNRCや 議会に意見 を提出 している。また,
に設立 されたが,NRCに 対 し,産 業界 の声

を一元的 に代 弁 している。NEIは 案件が あ
マサチ ューセ ッツ州法務長官がNRCの 会議 に来

て意見陳述 をしようとしたこともあ った。
れば,積 極的 にNRCと の議論の対象 に して

い くようにしてい る。それ によ り,何 らか

の解決 に繋が ることとなる。
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[調査研究報告]

高 レベル放射性廃棄物処分 における

リスク情報の活用 一意思決定の意義

井 上

*

隆*饒 勢懲 認 究望管研究員)

蛭 沢 重 信 緋(働 エネルギー総合工学研究所プ
ロジェクト試験研究部部長)

氏 田 博 ヂ**院 甥 灘 認 究篁管研究員)

Q痴)(聯 ン①
**

***

心

唖)(iン㊦◎・①⊂ン①

1.は じ め に

わが国は,現 在,京 都議定書 に基づいて地

球温 暖化 防止 を推進 してお り,二 酸化炭素

(CO2)を 発生 しない原子力発電は有効な推進

手段 の1つ である。その原子力発電の供給安

定性 の維持,向 上 を図ることはわが国のエ ネ

ルギー供給の観点 より重要であ り,そ のため

には核燃料サ イクルの確立が必要である。原

子力政策大綱(1)に も述べ られているように,

使用済燃料を再処理 し,核 燃料 をリサイクル

利用する活動は,供 給安定性 に優れている原

子力発電の特性 を一層向上 させ,原 子力が長

期にわたってエネルギー供給 を行 うことを可

能 とするものである。

原子力発電所で使われた使用済燃料の再処

理 により,主 成分が核分裂生成物等の放射能

レベルの非常に高い放射性廃棄物が発生する。

これは,「 高 レベル放射性廃棄物」(以 下,

「HLW」 と称す)と 呼ばれ,再 処理後は液体

状態であるが,安 定 な状態 にするために通常

ガラス と一緒に溶か し込んでガラス固化体 と

し,固 化体製造直後は表面温度が高い ことか

ら冷却のため30～50年 程度貯蔵 された後,地

下300m以 深の安定 した地層 に人工障壁(人 工

バ リア)と それを取 り巻 く自然環境(天 然バ

リア)に より安全性 を確保 した状態で最終処

分される(図1参 照)。

ガラス濁靴体

オーバーパツク
(縦素錆など)

ま然パリア 人工バ1ノア 天然バリア

(出所:資 源エ ネルギ ー庁パ ンフ レッ ト(平 成16年ll月)よ り引用)

図1HLW処 分 場 概 念
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最終処分 は,一 般公衆の生活環境への影響

が有意なもの とならない ように被ば く上問題

となることがない放射能 レベルに減衰するま

で評価する必要があり,そ の期間はHLWの 主

要な放射性核種の放射能減衰期間により数千

年,ま たは数万年 と長期間にわたる。そして,

その期間における安全上問題ないことの評価

を処分事業の開始 に先立 って実施 してお く必

要がある。 この評価 は,そ の期間が長期 にわ

たるため不確実な点があること,評 価用 デー

タにバラッキがあったり,遠 い将来のパ ラメ

ータには不確実性が大 きいなどから
,確 率論

的なシミュレーシ ョンに基づ く手法 も検討 さ

れてきてお り,そ の場合,評 価手法や結果は

確率論 に基づいた潜在的危険性(リ スク)に

係る情報による規制(以 下,「 リスク情報に基

づ く規制」 と称す)と 深 く係るものである。

従来のリスク情報に基づ く規制に関する検討

は,原 子炉施設(原 子力発電所)に 係るもので

あ り,そ の検討つまり評価技術は,欧 米で先行

しており,わ が国では原子力安全委員会および

規制行政庁である経済産業省原子力安全 ・保安

院がそれぞれ検討 を進めている(2)(3)(4)。

一方
,HLW処 分 においては,現 在 リスク適

用の検討対象とはなっていないが,原 子力安全

委員会が 「放射性廃棄物処分の安全規制におけ

る共通的な重要事項について」(5)を作成 して,

わが国の今後の検討の方向性を示している。そ

こでは,リ スク論的考え方の安全規制への導入

が有効であ りその方向での検討が必要である,

と述べている。 したがって,こ れらの検討を開

始する前 にHLW処 分 に係 るリスク情報に基づ

く規制 を実施する際の適用範囲や課題等を事前

に整理 してお くことが重要である。

HLW処 分 に係 るリスク情報に基づ く規制 を

行 うにあたっての現状での課題等についてリス

ク情報,HLW処 分の安全評価等の専門家およ

び有識者等(名 簿を巻末に示す)の 方々により

議論 ・検討 している。本稿は,議 論の途中段階

ではあるが,広 く議論を喚起するため,そ の内

容を整理 したものである。

2.HLW処 分への リスク情報活用の考 え方

米国原子力 規制局(NRC)に よるリス ク情

報 に 基 づ く規 制(RIR:Risk-lnformed

Regulation)の 定義 は,「 安全 の重 要性 また は

相対 リスクの評 価 をNRCの 規制行動 に取 り入

れる こ と。個 々の規制 や その過程 に要す る規

制 の負荷が,公 衆 の健康 と安 全 と環境 を保 護

す るた めの規 制や その過 程 の重要性 に相応 し

ている ことを確認 す る。」 である。産 業界側 の

立場 か らも,限 られた資 源 の 中でシス テム全

体 の リスクバ ラ ンス を見 て合 理的 な判 断 に基

づ き,安 全 を維持 ・向上 しかつ経 済性 も向上

で きることは,RIRの メ リ ッ トである。

筆者 らは,HLW処 分 の意 思決定 に リス ク情

報 を どの ように活用 しうるかの検討 にあた り,

考 えの基軸 を次 の ように置 くこ とと した。す

なわ ち,NRCが 提唱 した基本 理念 に沿 い,

① 安全性に係 る相対 リスクを評価することによ
り,安 全上重要と特定 される課題に資源を優

先的に配分する合理的意思決定の方法論とし

ての適用性

② 非常に長期 にわたる安全性を説明する上で,

利害関係者の議論に有効 に用いられ,相 互理

解の促進に寄与する(す なわち複数の利害関

係者間での協調的な意思決定)可 能性

の2つ の側面 を念頭 に置 き検討することとし

た。特 に,② の背景 には,HLW処 分の場合,

安全上対象 とするのが 自然の物理的,化 学的

現象であ り,発 生頻度は極めて低いが影響の

大 きな事象に対する公衆の懸念を完全 には拭

い去ることが難 しい との事情がある。原子炉

と違い,天 然現象には制御 が及ばない という

不安の一要因であるコン トロール感の欠如が

あるからだと考えられる。

しか し,HLW処 分の意思決定にリス ク※情

報 を活用することについては,上 述の2つ の

視点以外 にも,例 えばリス ク基準の設定や リ

スク論的安全評価などい くつかの検討課題 も

あると思われる。そこで,筆 者 らの基軸はあ

くまで も上述の2つ に置 くこととしつつ も,

最初から絞 り込 むことはせず他の視点からの

第29巻 第2号(2006) 一88一



検討 も行 った。ここで紹介する専門家および

有識者等の方々による原子炉施設 との比較の

議論 もそのような例の1つ である。

以上のような問題意識 を持ちなが ら,専 門

家および有識者等 の方々によるブレーンス ト

ーミング的な検討会 を実施 し様 々な視点か ら

の検討 を行 ってきている。議論 された内容 を

基に,HLW処 分へのリスク情報の活用の考え

方 という観点か ら重要 または参考 と考 えられ

る主要な意見 を以下に整理 した。

●処分場サイ トを選定する時に,地 球科学的

には安定である場所 を選定する。 このため,

火山,地 震等による直接的影響は問題ない。

しか し,ト ータル システム として考えた場

合,地 下水等の影響 を考慮 してもなお安全

上問題がないか否かは,シ ミュレーシ ョン

を行 って性能評価 を実施する必要がある。

そのため,シ ミュレーシ ョンは,火 山,地

震等の影響が出て くる期間まで実施 しなけ

ればならず,長 期の対応が必要 となる。

●長期 間であるために,安 全評価で時間の概

念 を考慮する必要がある。原子炉施設の通

常時には閉 じ込めという概念があって,そ

れは機器が健全 であるとい う前提になって

いる。HLW処 分は,放 射性物質が長期間に

わた り自然に拡散 してい く事象を考慮する

ことが重要であ り,こ のため閉鎖後千年,

あるいは1万 年 という長期の評価期間を考

慮する必要がある。

●長期の評価のため不明な部分が多いが,何

らかの答 えを出 さなければな らない時に,

リス ク情報が活用で きるのではないか,と

期待する。

●原子 炉施設 の安全 評価 で は何 が発 生す るか

に重 点 を置 い て,そ れが発生 した時 に どの

よ うな対策 が あ りうるか を想 定 して事故 シ

ー ケ ンス を作成 して い る
。 そ れ に対 して,

HLW処 分 の評価で は制御 で きない 自然現 象

も考慮 して受 ける側 の被 ば くに至 る可能性

をシナ リオ と して予想す る。

●性 能評価 は,ト ー タル シス テム と して の将

来の影響 を シミュ レー シ ョンで検討 してい

る。 その シ ミュ レー シ ョンの将 来 の影響 に

対 す る予 測能力 を,安 全思 想 の 中で どの よ

うに扱 うべ きか,安 全 を十 分 に担保 で きて

いるのか,と い う問題が ある。

●核燃料 サ イクル開発機 構(JNC)(現 日本原

子力 研究 開発 機構(JAEA))の2000年 レポ

ー ト(6)で基 本 シナ リオ をま とめた時 は
,処

分場サ イ トが決 まってい ない状態 であ った。

したが って,地 質環境 に係 る隆起,あ るい

は海水 準 の問題等 が考慮 され てお らず,そ

の状 態 で基 本 シナ リオ を作 成 した。 将来,

処分場 サ イ トが決 まれば,処 分場 サ イ トを

選 定 する時 の要件 と して隆起,あ るいは場

所 が 海 に近 けれ ば海水準 変動 も考慮 され る

べ きであ り,そ の条 件 を基本 シナ リオ と し

て想定 し再評価す る もの と考 え られ る。

このような問題意識に基づき3章 以降では,

HLW処 分へのRIR適 用 を図 りつつある海外の

先進事例を調査 し,ま たRIRに ついて先行 して

いる国内の原子炉施設 とHLW処 分 について現

状の安全評価の考え方を比較検討 した。

※ ここで注意 を要す るのは,同 じリス クとい う言葉 を使 ってい るが,異 なった意味 で用 い られているこ とであ る。原子炉施

設で用 いる リス クは,あ る影響の大 きさ(死 亡者数 のような)と それが発 生す る頻度の積であ る。そ こで対象 としている

のは専 ら機械 系の動作 であるが,HLW処 分 では地 質や地下水や化学物 質な どの長期の変化の少 ない現象 であ る。長期 の現

象は不確 か さが大 きく,そ れ を議論 するため にあ る現象(例 えば漏 えい)の 起 きる発生確率 とその誤差幅 の大 きさをリス

ク と見 な してい る,よ うであ る(こ の考え方は経済学 の リスクの考 え方 に似 てい る)。特 に,そ れ を強調す る表現 と して,

リスク3要 素(現 象,そ の大 きさ,そ の発生確率)を 用 いるこ とがあ る。す なわち,HLW処 分で は リスク論 と言 っている

が,正 確 には リス クまでは求め ない確率論 にとどまって いる。 なお厄介 なこ とに,ま れで はあるが原 子炉施設 との対比 で

本 当の意 味の リスク を議論 してい るこ ともある。 この概念 の混在 と担 当者の誤解 が議論 を紛糾 させ る面 もあ り,RIRの 適

用 を検討す る前 に,リ ス クの概念 を整理 してお くことが必要であ る。

一89一
季報 エネルギ ー総合工学



3.諸 外国の放射性廃棄物処分にお けるリス

ク情報の活用例

まず,リ ス ク情報 に基づ く規制 に関す る検

討 が先行 してい る欧米 の うち,HLW処 分へ の

リス ク情報 の活 用が 進 んでい る米 国,ス ウ ェ

ーデ ン
,お よび英 国にお ける リス ク情 報 の活

用 の考 え方 の違 い につい て述 べ る。 リス ク情

報 を活用 した安 全評価 を行 うに当た って重要

な観点 は,シ ナ リオ,評 価期 間,不 確 実性 の

取扱 い等 で あ り,そ れ らについ ての3力 国の

概 況 を表1に 示す。

リス ク情報 を活用 した規制 は,米 国 で はそ

れ が所 定 の基準 また は性 能尺度 に基 づ く規制

審査 プロセス に適 用 され るため,許 認 可 に向

けた段 階で の資 源の有効 利用 をい う側面 を持

つ 。一方,ス ウ ェー デ ン と英 国で は許認 可 申

請前 の段 階 にお け る,い わ ゆ る規 制審査 に向

け た準 備行 為 に対 し米 国の ような規 制 がそ れ

ほ ど定 め られ ていな い こと もあ るが,リ ス ク

情 報 に基づ く規制 は,規 制 と して リス ク基準

を設 定す る な ど,リ ス クの活用 に関 して よ り

一般 的 な意 味合 い を持 つ
。つ ま り,米 国 とス

ウェー デ ンお よび英 国では,そ の 目的 が次 の

ように異 なる。

① 米国におけるリスク情報の活用は,サ イ ト固

有の安全を実証するために重要な許認可申請
の分野における資源の割 り当ての最適化を目

的としている。

② スウェーデンと英国におけるリスク情報の活

用は,広 範囲にわたるサイ ト候補地に適用可

能とするためにリスク基準を定めるなど基準
を適用する際にある程度のフレキシビリティ

を容認することを目的としている。

① の米国 における代 表例 と してGhosh論 文(7)

が ある。 また,② の例 と して,放 射 性核 種 の

放 出 に曝 され るのが ご く少 人数 の場 合 は,リ

ス ク基 準 の緩 和 を正 当化 す る こ とがで きるス

ウェーデ ンの例 が ある。 同様 に,不 釣合 いな

経 済 コス トやその他の社会的 要因 によって も,

リス ク基準 の緩和 が正 当化 され る場 合 があ る

(英国の場合)。

NRCは,将 来 の処 分場建 設の許認 可 に対応

す るため,規 制機 関 と して把 握すべ き技 術 的

課題 に優先順 位付 け を行 い,規 制機 関の財 政

的お よび人 的資 源 を重 要課題 か ら優 先 的 に配

分 す る こ とに よ り,合 理的 かつ効果 的 に配分

す る ことが で きるよ うに リス ク情報 を活 用 し

てい ると言 われてい る。 その方法 の基礎 には,

規 制 機 関 が 開 発 した 総 合 性 能 評 価(Total

performanceAssessment:TpA)と い う性 能評

価 コー ドがあ る。

NRCに よるHLW処 分 におけ る リス ク情報 の

活 用が,具 体 的 に どの よ うな形 で行 われ重 要

課題 の抽 出が行 われ てい るか,と い う方法論

につ いて は今 後 十分 に把握 す る必 要が あ る と

考 えてい る。 当研 究所 で放射 性廃 棄物 処分へ

の リス ク情報 の活 用 に関 し検討 を始 め た2004

年 にち ょうどタ イ ミング よく,マ サ チ ューセ

ッツ工科 大学(MIT)のS.T.Ghoshに よる博士

論 文が公 表 された。 同論 文 で は,上 述 の① の

目的 に照 ら した,新 しい方法論 が提示 された。

HLW処 分 の安全 性確保 シス テム を評価 す る

際 には,扱 うべ き空 間的お よび時間 的広 が り

の大 きさ故 に大 きな不確 実性 を どの ように扱

うかが 焦点 の1つ とな ってい る。 い わ ば不確

実性 を如 何 に示 し,社 会 の合 理 的 な判 断 につ

表1米 国,ス ウェーデンおよび英国の リスク情報の活用での主要な観点の比較

国項目 米国 ス ウ エ ー デ ン 英国

シナリオ サ イ ト固有 広範囲にわたるサイト候補地に適用可能 とする

評価期間 1万 年,百 万年 の2段 階 百万年

不確実性の取扱い 確率論的計算 確率論的+決 定論的計算
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なげ てい くか は,HLW処 分 事業 の関係 者が取

り組 むべ き最大 の課題 で あ る と言 って差 し支

えない。

近 年,安 全 性提 示 の た めの考 え方 と して,

安全 評価 だ けで な くリス ク情 報 も含 む様 々 な

情報 をセ ッ トと して考 えるセー フテ ィケー ス

の概 念が提 唱 され,国 際的 な議論 が展 開 され

る とと もに,一 部 の 国で はす で にセ ー フテ ィ

ケ ース を実 施,あ るいは取 り組み が見 られ て

い る。 わが国 で も原子力 安全委 員 会の専 門検

討会等 で,そ の意 義 な どにつ い て検 討が 進 め

られてい るところであ る。

GhoshもHLW処 分 の安全 性 に対 す る信頼 の

観 点 か ら,セ ー フテ ィケース を中心 に し,そ

こに リス ク情 報 を活用 す るこ とで,HLW処 分

の安全 性 に対 し,具 体 的 には新 しい解析手 法

で あ る 「想 定 範 囲 と影 響 の 戦 略 的 分 割

(SPARC:StrategicPartitioningofAssumption

RangesandConsequences)」 を提案 し,社 会が

合 理的,か つ理 性 的判断 を下せ る ようにな る

方 法 論 を提 示 しよ う と試 み た 。 この 手 法 を

SPARC解 析 と呼 ぶ。Ghosh論 文 は その最初 の

部分 におい て提 案 した手法 の 目的 を次 の よう

に示 している。

① 処分場システムの信頼性構築に役立つセーフ

ティケースで利用できること。

② 将来の研究へのリソース割当て方法を決定す
る際にリスク情報を提供すること。

③ ステークホルダーによる審議にリスク情報を
提供するために利用することが可能なもので

あることを示すこと。

SPARC解 析 で は,被 ば くの増大 をもた らす

パ ラメー タ を特定 す るため に,ど の ような組

合せ のモ デルパ ラメー ター式 が処 分場 か らの

「線量 の大量増加(SID:SubstantiallyIncreased

Dose)」 につなが る可能性が あるか を示す ため

に,確 率 論 的解 析 の結 果 を詳 細 に分析 した。

分析 結果 はSPARCツ リー とい われる解 析 ダイ

ヤ グラム に示 され てい る(図2参 照)。SPARC

解析 で は,NRCが 米 国のHLW処 分場候補 地で

あ るヤ ッカマ ウ ンテ ンの規 制審査 の ため に開

発 した確 率論 的 な総合性 能評価 コー ドを利用

し,ま ず当 時の規 制基準(15mrem)に 対 し,

それ を超 える可能性 のある状況 をSIDと して意

図的に設 定 した(影 響 の戦略 的分割)。NRCの

TPAを は じめ,一 般 的 な性 能評価 にお ける シ

ナ リオは将来 の処分 場 に よる人 間お よび環境

へ の影響 を評価 す る とい う観点 か ら,将 来想

使用済 燃料 の溶 解 を表 わすパ ラメー タ:溶 解 速度が,

現在想 定 され ている分布 の小 さいほ うか ら26%の 範 囲

にあ る場 合 には,他 のパ ラメ ータ値 に係 わ らず,線 量

が亘5mremを こえることはない。つ まりSIDに 至 る確率 は,

このパ ラメー タだけで考える と0.74。

WPFF,DSFT

IWPD,>104年

SOLの 数値 が

F(SFD)

<26%

F(SAW%)10%<

<10%F(SAW%)<45%

&lnfil<50%

F(FOCTR)

<20%&F(lnfiり

く50%

F(SAWtO/.)最 終状態の

く10%結 果

1高 い

一
線量ゼロ

1.25E-4 量 く15mrem,

非常に高い確率
、.

0.82
i 同上

0.74
同上

0.9 1 同上

α825 1 同上

0.9
量>15mrem,

非常に高い確率

0.9

WPFF,IWPD,SOLと いう3つ のパラメー タの数値がそろって高い という稀(発 生確率1.25×lO'4)な 悪条件で なければ線量 はゼ

ロ。その稀 な悪条件 であっても,図 中に示 された6つ の条件が1つ で も満 たされれば,線 量が15mremを 超 えない確率 が非常 に

高い。6つ の条件が1つ も満 たされない確率 は0.82×0.74×O.9×0.825×0,9×0.9=0.36で あり,そ の場合 には線 量が15mremを 超

える確率が高 くなる,と い うことを示 してい る。

(出 所:参 考 文 献(7)を 基 に 作 成)

図2SPARCツ リ ー

〔注〕

WPFF:廃 棄物容器への地下水の

到達割合を示す係数

lWPD:廃 棄物容器の初期欠陥率

SOL:ネ プツニウム(Np)-237の

溶解度

DSFT:ド リッブシール ド(DS)

が破損する時期(DSに できた穴を

通し廃棄物容器に地下水が滴下し

接触する時期)(DSは 廃棄物容器

を覆う金属製の容器。主に地下水

が直接容器に滴下するのを防ぐ)

F(SFD):使 用済燃料の溶解モデル

における溶解条件

F(SAW%):処 分領域上部に地下水

が存在する処分領域の全処分場に

対する割合

Infil:シミュレーション開始時の山

間部における降雨水の平均浸透率

F(FOCTR):地 下へ浸透 した降雨

水のうち処分場へ移動する降雨水

の比率
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定 しうる特性,事 象 お よび プロセ ス(FEP:

Features,Events,Processes)を 組 み合 わせ た も

ので あ る。 これ に対 し,SPARC解 析 で は,各

パ ラメ ー タをTPAで 利用 され てい るデー タベ

ー スに基づ い て確 率論 的 に扱 って確率 論 的影

響 解析 を実施 し,あ る最 終状 態 を引 き起 こす

一連 のパ ラメ ー タ値 の分 布範 囲の組 み合 わせ

をシナ リオ と再定義 している。 その中か らSID

を引 き起 こす シナ リオ を選択,抽 出 し,抽 出

され た シナ リオについ て各パ ラメ ー タの分布

範 囲 を詳細 に検 討す るこ とによ り,SIDを 引 き

起 こさせ ないパ ラ メー タの組 み合 わせ を特定

してい る。 その よ うに して選定 され た シナ リ

オ(SIDに い た る シ ナ リ オ)に つ い て,

SPARCツ リー上 にその結果 を示す ことに よ り,

被 ば くの増 大 を もた らすパ ラメー タが視 覚 的

にわか りやす く表現 されている。

紙幅の関係 か ら,技 術 的評価 の詳細 は別途紹

介す る こ とに したいが,図2に 示すSPARCツ

リーで示 されたパ ラメータの うち,影 響緩和へ

の寄与度 ではF(SFD)で 表 わ されてい る使 用

済燃料 の溶解速度 のパ ラメー タの確率密度 の分

布 をよ り狭 めるこ とによ り(図2に 示 されたパ

ラメー タ値が現在想定 されている分布の小 さい

方26%に 限定で き,さ らに実験,研 究 に より例

えば26%を,小 さい方か ら10%の 範囲 にあるこ

とを示 す ことが で きれば)最 終状 態 と してSID

に至 ることは ない と言えることを示 した。

Ghoshに よれば,SPARC解 析 は,最 も重要 な

不確実性の部分 を特定するこ とがで き,そ こに

調査研究の資源 を選択的,優 先的 に投入す る基

礎 を与 えることがで きる としてい る。 リスク情

報 を活用する 目的の一つに,ス テー クホルダー

の議論 において安全性能 に対す る理解 の促進 に

寄与す ることもあげ られていたが,こ れについ

ては別に紹介す るこ とに したい。

4.リ ス ク情 報 の原子炉施 設 とHLW処 分

施 設 との対比

HLW処 分へのリスク情報の活用 を図るため

に先ず,原 子炉施設 とHLW処 分の安全の思想

である深層防護および多重バリア等 に関す る

概念 の比較検討 を実施 し,さ らに,原 子炉施

設における事故の区分 とHLW処 分における管

理(評 価)期 間による区分 との関係 を比較 ・

検討 した。以下にその概要を示す。

(1)原 子炉施設 とHLW処 分施設の対比の全

体像

原子炉施設 とHLW処 分施設の概念について

対比 してみる。HLW処 分(閉 鎖後)の 中長期

における安全評価 を,原 子炉施設の運転時の

安全評価に対応 させることは,2章 で述べ た

ように対象の相違が大 きいために,困 難であ

ると想定 される。 このため原点に戻 り,ま ず

安全 を担保するためにどのような方策を採 っ

ているのかと言 う原理原則 に戻 って整理 した。

その観点か ら様々な比較 を行い表にまとめた。

基礎的な話か らとなるが,安 全設計のため

の深層防護およびリスク概念等について説明

する。

① 深層防護と多重バ リア

a.安全設計のための深層防護

深層防護は,軍 事用語で徹底的に防護する

という意味であ り,安 全 の観点からは安全設

計の基本原則であると考えられる。

分野により少 し相違はあるが,以 下に示すよ

うに大体5段 階に分けられる。通常のシステム

は,概 ね故障の防止 と拡大緩和 までの対策で済

む場合が多いが,原 子炉施設では最後の防護手

段である避難まで含めて全てを考慮 している。

(a)故 障の防止

(b)故 障の拡大緩和:自 己制御性,固 有の安全性
(本質安全)

(c)事故への波及防止:フ ェイルセイフ,フ ール
プルーフ,冗 長設計,多 様性

(d)事 故の拡大緩和

(e)環境への影響の緩和:避 難

b.深 層防護 と多重バ リア(深 層防護 の一部)の 比

深層防護 と多重バ リアを確定論的な枠組み
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表2原 子炉施設の深層防護 とHLW処 分の多重バイアの比較

深 層 防 護(Defense-in-Depth)

■内部の巨大なエネルギーによるFPの
大量瞬時放出の防止

■深層防護

口設計基準事故 ・仮想事故

口単一故障基準(前 段否定)

口動的対応

口多様性 ・独立性

■信頼性理論

■外部の緩慢な物理作用による広

範囲の対象領域への廃棄物の超

長期的漏洩の防止

■多重バ リア

ロ基本 ・変動シナリオ

ロ多重性

口静的対応(自 然バリアの考慮)

ロー様性

■物理化学的現象論

の中で比較 し,表2に 示す。原子炉施設が深

層防護の5段 階を徹底的に実現 しているのに

対 して,HLW処 分では多重バ リアの概念 を適

用 しているが,こ れは深層防護iの観点か ら見

ると一層 に相当すると考えられ,そ の一層が

多重になっている。何 れにしても,深 層防護

の概念 自体はまった く共通である。

この違いの原因は,ど の産業界か ら見て も

最 も大規模かつ複雑なシステムである原子炉

施設の方が特殊 な状況だと考 えられる。つま

り,比 較のためにかな り意図的に極端な記述

をしているが,内 部の巨大なエネルギーによ

る核分裂生成物(FissionProduct:FP)の 大量

瞬時放出を防止す るという概念であるか ら,

深層防護 の考え方 を徹底的 に採用 している。

その時 に考 えているのが,単 一故障基準 や,

設計基準事故 ・仮想事故 とい う,基 本的に前

段否定 の分類方法である。動的機器があ り,

その機器の考え方は多様性を持たせ,か つそ

れぞれに独立性を持たせるという概念により,

安全 を担保 しようとする。その底流 となる考

え方は,確 定論 と言いなが らも信頼性理論が

背景にあると考えられる。

それに対比 してHLW処 分の多重バ リアの場

合は,外 部の緩慢 な物理化学作用 による広範

囲の領域に対する廃棄物の超長期的な漏 えい

の防止 ということであ り,考 慮 している安全

を守るための対象が原子炉施設 とまった く違

う。要するに,一 種類のバ リアという防護の

概念を多重にすることによ り漏えいという一

種類の現象 を防止す るとい う考え方である。

む しろ化学物質などの環境 リスクの考 え方 と

の類似性の方が大 きい。

その考 え方が,原 子炉の設計基準に対 して

どの ように対応 しているのか を見てみると,

多重バ リアとして,多 重性があ り静的で しか

も一様 なものを考 えて,基 本 シナ リオ以外に

変動 シナリオも作成 し,様 々なシナリオの変

動 を考慮 して評価 しても大丈夫な らば安全を

担保で きる という見方 をしてい くものと判断

で きる。そこで底流 となる考 え方 は物理化学

現象論である。

c.HLW処 分(閉 鎖後)の 安全評価

原子炉施設に対 し,HLW処 分での安全評価

は,漏 えい現象をシナリオに基づ き検討する

こ とである。ただし評価期 間が超長期で不確

定性が大 きいため,基 本 シナリオや変動 シナ

リオでバ リエーシ ョンを持 たせ てシミュレー

シ ョンで影響評価 して問題 ない ということを

確認 して,安 全を担保 していると考 えられる。

す なわち,評 価の際 にで きるだけ多様 なシナ

リオを考 えて,感 度解析によってその現象 を

誤差分布で予測 してそれでも評価基準以下で

あれば問題 ないとい う手法で安全 を担保す る

という思想であると考えられる。

② 原子炉施設 とHLW処 分(閉 鎖後)の 安全 ・

リスク概念の相違

RIRや リスク情報活用 などの リスク論で安全
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を担保 す る ための判断 は,結 局 は安 全 目標 と

の比較 で決 める こととな る。社会通念 と して,

例 えば10-6/年 ぐらい になれ ば,リ ス ク心理 学

的 に無 視 で きるだろ う とい う ような,社 会 論

的 に議 論 しなが ら決め る値 で あ る。 す なわち

リス ク論 は,技 術論 だけで はな く,完 全 に社

会的合 意 の問題 で もあ る。確定論 で は安全 の

論 理 は設計 者が決 め る もので あるが,リ ス ク

論 にな る と安 全 目標 自体 は社 会 が決 め る とい

うこ とになるの で,安 全 の概 念 がか な り発展

した とい うことにもとれる。

前記 の表2に リス ク論 も加味 して,原 子炉

施 設 とHLW処 分(閉 鎖後)の 安全 ・リス ク概

念 の相 違の比 較 の一例 を表3に 示 す。 プラ ン

トの 寿 命 が 原 子 炉 施 設 は た か だ か60年 で,

HLW処 分 の 方 は百 万 年 オ ー ダー に な っ てい

る。原子 炉施設 の プ ラン ト構 成 は基本 的 に一

定 で変化 しない と仮定 してい るが,そ れ に対

してHLW処 分 は現象の推移 を見 てい る。 また

原 子炉施 設 の場 合 はか な り事 象 が明確 なため

に,独 立 な安全 防護系 が どの よ うに故 障 して

い くのか をシー ケ ンスで見 てい くこ とであ り,

そ れに対 してHLW処 分 では事 象 に大 きな不確

か さが あ るため に,シ ー ケ ンス とい うよ りシ

ナ リオ に近 い とい う こ とにな る。 そ の例 が,

原 子炉 施 設 の場合 は イベ ン トツ リー で あ り,

分 岐は独立 した防護系 の故障確 率 で,対 象 と

しているものは故障発生確率の誤差分布であ

る。それに対 してHLW処 分の場合はSPARCツ

リーな どであり,対 象 としているものは漏え

いの経路 にかかわる依存性のある現象の発生

確率である。すなわち信頼性理論ではな く現

象論か ら出て くる分布である。そこで見 てい

る確率分布 というのは,デ ータの偶発性 によ

る不確 かさではなく現象の理解が不十分 なこ

とによる分布である。

③ 原子炉施設 とHLW処 分(閉 鎖後)の 通常

時 ・事故時の安全概念の相違

原子炉施設 とHLW処 分(閉 鎖後)の 通常時

と事故時 との安全概念の相違を比較 した一例

を表4に 示す。 これは原子炉施設の通常時,

事故時 と地層処分での基本 シナリオ,変 動 シ

ナ リオとの対応の整理 を試みた ものである。

つ まり,原 子炉施設で安全評価にはまった く

該当 しない通常時の考 え方が,基 本シナ リオ

相当という対応が考 えられ,い わゆる事故時

といっても規模の小 さい事象に相当す るとこ

ろを,変 動 シナ リオに相当という対応 になる

というように整理 してみた。

(2)原 子炉施設 とHLW処 分施設の対比の試

行例

前記の概念比較を踏まえて,さ らに具体的

表3原 子炉施設とHLW処 分(閉 鎖後)の 安全 ・リスク概念の違い

原子炉施設 HLW処 分(閉 鎖後)

安 ■深層防護 ■多重バ リア

全
リ
ス

■動的

■設計基準事故 ・仮想事故

■静的

■シナリオ評価(多 重性)

ク ■単一故障基準(前 段否定) ■ シ ミ ュ レ ー シ ョ ン

概 ■信頼性評価 ■物理化学現象評価
念 ■ リス ク評 価(R=P*C) ■影響の確率分布の評価(SID,等)

■ プ ラ ン ト寿 命:～60年 ■永久に存在 ～百万年

■ プ ラ ン ト構 成:一 定 ■現象の推移
評価

の

圏 シ ー ケ ンス 評 価(独 立 性)

疇 イベ ン トツ リー

圏 シ ナ リオ 評 価(多 重 性)

■SPARCツ リー,等

特 ■分岐:防 護系の故障確率 ■分岐:現 象発生の確率

徴 ■事象発生確率の誤差分布 ■現象の理解の不確かさの分布

■外部事象:確 率事象 ■外部事象:必 然事象
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表4原 子炉施設 とHLW処 分(閉 鎖後)の 通常時 ・事故時の安全概念の比較

原子炉施設 HLW処 分(閉 鎖後)

■FP(放 射性核種)の 閉じ込めと ■多重防護機能

通常時 計画的な放出による被爆の制御 ■基本シナリオに基づ く,バ リア機能の所

一基本 シ ■制御系による安定運転 定の劣化に伴 うFP移行(地 下水移行)に

ナリオ ■ 影 響Cと して,リ ス クRに も配 慮 よる被爆の評価

■安全評価対象外 ■パラメータを確率論的に取り扱い,影 響

Cの 不確かさの確率分布

■初期 て内部 ・外部)事 象 と機器故 圏 変 動 シナ リオ に基 づ く,初 期(内 部 ・外

障 ・HEに よ り炉 心 が 損 傷 し,炉 心 部)事 象によりバ リア機能が喪失 し,ガ

事故時 イ ンベ ン トリのFPが 外 部 へ 放 出 ラス固化体内のFPが 生態圏へ放出
一変動シ ■瞬時の事象を寿命で平均 ■超長期間 ・中間状態確率 ・繰返 しによる

ナ リオ ■炉心損傷頻度CDF,早 期大量放出 影響の蓄積
LERF ■ パ ラメ ー タ を確 率 論 的 に取 り扱 う,SID

■ 主 に頻 度Pを 考 慮,影 響C,リ ス ク ■ リス ク3要 素(何 が 発 生 す るか,影 響C,

Rに も配慮 発生確率P)

な比較 を行 い,リ スク情報の適用 に係 る原子

炉施設 とHLW処 分 との対比の一例(試 行例)

を表5に 示す。

原子炉施設は深層防護の状態区分を通常時,

異常の発生防止,異 常の拡大防止,異 常の影

響緩和に分類 し,そ れぞれの状態 において評

価概念および評価手法 を整理 した。HLW処 分

は時間区分 と地下水 シナ リオ(基 本シナ リオ

および変動 シナ リオ),接 近 シナリオに分類 し

た。 さらに,HLW処 分のシナ リオ区分の うち

地下水 シナリオを細分化 して,原 子炉施設の

通常時 と基本 シナ リオ,異 常の発生防止 と変

動シナリオを対応 させ る考え方 もある。 これ

は,原 子炉施設の状態区分に対応させてHLW

処分のシナリオ区分 を細分化するか否かの違

いであ り,内 容的には大 きな差はない。 ここ

で,地 下水 シナリオとは,地 下水により放射

性物質が処分場か ら人間環境 に運ばれる可能

性 に関する シナ リオで原子 炉施設 の通常時

(基本シナリオが対応する)ま たは異常の発生

防止(変 動 シナリオが対応する)の 状態 に対

応す るもの と考え られ る。接近 シナ リオは,

表5リ スク情報に係る原子炉施設 とHLW処 分(閉 鎖後)の 対比の施行例

原子炉施設 HLW処 分(閉 鎖後)の 時間区分 とシナ リオ区分

状態区分 評価の概念1評 価の手法 短期:～ 千年程度 中其月:～10万 年程度 長期:～100万 年程度 シナリオ区分

深

層

防

護

通常時 〈安全評価対象外〉

・人工バリア経年

劣化 を想定
一 ガラス固化体

一 オーバーパック

ー緩衝材

・天然バリア劣化

・気候変動等外部環境

影響
・一部人エバ リァ考慮外

(決定論)
一オーバーパック

ー緩衝材健全性喪失

〈想定事象無 し〉

基
本
シ
ナ

リ
オ

地
下
水
シ

ナ
リ
オ異常の

発生防止

初期事象選定

■内部事象:事 故,

トランジェン ト

■外部事象:地 震,

火災(確 率論)

事例分析

変
動
シ
ナ
リ
オ

異常の
拡大防止

レベルlPSA

■機器故障一HE

■炉心損傷頻度

RIPの 対 象外!

炉心イベントツリー

フオール トツリー

信頼性理論

〈想定事象無 し〉

・人間の接近

・外部事象=

一 断層破断

一 火山
,地 震,

気候変動

(決定論)

接
近
シ
ナ
リ
オ

異常の
影響緩和

レベ ルIIPSA

■早期大量放出

格納容器 イベ ン ト

ツリー(気 体FP)

*閉 鎖後短期 間はモニ タリングお よび回収可能性の維持は想定 しうる。ただ し,そ の有効性の検討を要する。
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HLWと 人間との物理的距離が接近することに

よって人間環境に影響が及ぶ可能性に関する

シナ リオ(人 間侵入 とか火山等の外部事象の

影響による)で 原子炉施設の異常の拡大防止

または異常の影響緩和の状態 に対応するもの

と考えられる。

そ して,HLW処 分の時間区分は,短 期,中

期および長期に分類 して,短 期 とは人工バ リ

アの健全性が確保できる期 間と考 え,千 年程

度 まで とし,中 期 とは天然バ リアの健全性が

確保で きる期間と考 え,十 万年程度までとし

た。そ して,長 期 とは天然バ リア,地 質学的

影響 を考慮する必要がある期間で地質環境 の

安定性が確保できる期間とし,さ らにそれ以

上の評価は無視で きる と考 えられる百万年程

度 まで とした。 さらに各期 間において,そ れ

ぞれに対応する事象 を具体的に記載 した。

HLW処 分の時間区分 と原子炉施設の状態区

分の対比は,HLW処 分の短期お よび中期 と原

子 炉施設 の通常 時お よび異常 の発生 防止,

HLW処 分の長期 と原子炉施設の異常の拡大防

止お よび異常の影響緩和がそれぞれ対応する

ものと考えられる。

また,リ ス ク情 報 はそ れ 自身で安 全 を議 論

す るとい うよ り,む しろ リス ク情 報 を,社 会

との コ ミュニ ケー シ ョンに使 う,リ ス クコ ミ

ュニケ ー シ ョンや世代 間倫理 の議論 の 中で使

う方 が,方 向性 と して適切 な気がす る。HLW

処分 で は今 の世代 の人 との リス ク コ ミュニ ケ

ー シ ョンや
,さ らにそれ を拡 張 して何 世代 か

先 まで の枠 組 み を作 ろ う とい う段 階的 ア プロ

ーチ もある。段 階的 ア プローチ は,世 代 間倫

理 の議論 と同等 と考 えるこ とが で きる。

一方
,HLW処 分 の管理期 間の範 囲 と して ど

こ まで考慮 す れ ば よい か とい う課 題 が あ り,

百万 年 とい う議論 が あ った時 に世代 間倫 理で

議論 す る範 囲 を越 えてい る とか,技 術 的課題

の予 測可能性 が どの くらいあ るのか,エ ンジ

ニ アの現世代 での責任 範 囲が本 当 に何万 年 も

あ るのかな ど,議 論 は別途 ある もの と考 える。

リス ク情報 を,リ ス ク コ ミュニ ケー シ ョン,

世代 間倫理,技 術 的課題 の予 測可 能性 と責任

範 囲(数 万 年 の問題)に 適用 可 能か検討 す る

こ とが今後 の課題であ る。

6.お わ り に

5.HLW処 分 へ の リス ク情報 の活用 に係

る課題

今 までのHLW処 分の安全の歴史を振 り返る

と絶対的な評価ベースである線量基準があ り,

リスクは,そ れを補完するためにリスクを活

用 しようとする傾向が強 くなって きている。

しか し,リ スク単独で議論するのは難 しく,

リスク基準 だけで安全評価 として成立するか

という疑問がある。結局 リスクは,併 存 また

は補完的な位置付けで検討 してい こうという

意味合いが強 く,線 量基準に置 き換わって し

まうことはありえないと判断する。

HLW処 分のために研究開発 として今何 を行

えば良いか,そ してそれを段階的に進めるこ

とが重要であ り,そ のために人的資源等を適

正 に配分することが必要である。

本稿では,HLW処 分におけるリスク情報の

活用 の観点 からの意思決定の意義 について,

調査の成果および専門家等の方々の議論の途

中結果を紹介 した。

HLW処 分 については,現 在事業者か ら処分

場サイ トの公募中であ り,今 後応募に基づ き

文献調査,概 要調査お よび精密調査 と処分場

サイ ト選定のための事業が段 階的に進み,そ

の後処分場の建設,操 業へ と進んでい くもの

と考え られる。その事業の推進 とともに,安

全規制に係る作業 も推進 されなければならな

い。特に,RIRに ついては今後研究開発 を段階

的に進めるとともに,人 的資源等 を適正に配

分することが重要であ り,課 題の検討が必要

である。本稿で述べた内容が今後のRIRに 関す

る検討の参考となるものと期待する。

HLW処 分へのリスク情報の活用 に関 し,そ
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れ に参 加 してい る規 制者,事 業者,ス テー ク

ホル ダー各 人が,リ ス クコ ミュニケー シ ョン

や世代 間倫理 の議論 に基 づ き,そ れぞれ何 を

成 すべ きか,そ の役 割分 担 を明確 に し,そ れ

ぞれ の役 割 にお いて責任 を果 す こ とが重要 で

あ る 。
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風 の ア ル ゼ ンチ ン ・パ タ ゴ ニ ア

ー風力 エ ネルギー資源 の現 地調査 を行 って一

村 田 謙 二(轍 懲 融 究Ilsu研究員)
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1.は じ め に

再生 可 能エ ネルギ ーは,地 球 温 暖化 問題 解

決 の有 力 な手段 と して,あ るい は国産 エ ネル

ギ ー資 源 の利用 ・エ ネルギ ー 自給率 向上 の手

段 と して,重 要 な位置づけ を与 え られ て きた。

中 で も風 力 発 電 につ い て,わ が 国 で は,

2010年300万kWを 目標 に導入 が進 め られてい

る。 しか し,国 内で は風況 の 良い場所 は限 ら

れ てお り,量 的 目標 を達成 す るの は難 しい う

え,誰 が その高 コス トを負 担す るか とい う経

済性 の問題 を抱 えてい る(1)(2)。勿論,図1の

ように,海 外 の風 況が良 い場所 で風 力発電 を

行 い,そ の電力 で貯蔵 ・輸送 が可能 な液体 水

素 を製 造 し,輸 入 す る方法 も考 え られ る。 そ

れ に して も他 のエ ネルギ ー資源 との 比較 にお
　

いて経済性の面で課題が残っていた 。

ところが,昨 今の石油価格の高騰 と高止 ま

りとい う情 勢下 で,風 力 発電 の電力 で製 造 し

た液体水 素 を輸入 す る手段 が現 実味 を帯 び て

きて いる。 そ んな折,ア ル ゼ ンチ ンの ガス会

社CAPSA-CAPEX社 が 同国南部 のパ タゴニ ア

地 方 で大規模 風力発 電 ファーム を建 設 し,そ

の電 力 で作 っ た液 体 水 素 を輸 出す る計 画 を

「再生 可能 エ ネルギ ー国際 会議」(2004年6月

1日 ～4日,ボ ン)で 提 案 した。

この こ と もあ って,水 素 エ ネ ルギ ー協 会

(HESS)が 新 エネルギー ・産業技術総合 開発機i

構i(NEDO)よ り受託 した 「南米 の再生可能 エ

ネルギー を利用 した水 素の生産 に関す る調査」

の一 員 と して,平 成18年1月3日 ～12日 まで,

アルゼ ンチ ンのパ タゴニア とブラジルのサ ンパ

ウロ地区の調査 を行 った。本稿 では,「 パ タ ゴ

ニアの風 を 日本 へ運 ぼう」 を標榜 して行 った,

アルゼ ンチ ン南部チュプ ッ ト州,サ ンタクルス

州の現地調査 か ら得 た雑感 を述べ る(3)(4)。

液化装澱

柱宅爾 工業願 彌
i奮業用事務辮 合成ガス

アン筆ニア精製爾

注)海 外 での気体水 素販売 は含 まない。

図1風 力発電による水素製造 と輸送 ・供給の概念図

*か つて ,WE-NET(水 素利用 国際 ク リー ンエネルギー シス テム技術計画)で,カ ナ ダの水力発電 由来 の水素輸 入について

検討が な された ことがあったが,コ ス ト面で課題が残 った。
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2.パ タゴニアの風 と人

(1)パ タゴニアの地勢 と風況

図2で,北 か らネ ウケ ン,リ オ ネグロ,チ

ュプ ッ ト,サ ンタクルス州 の4州 がパ タゴニ

ア地 方 であ る。 北部 は牧草地帯 で風 況 はそ れ

ほ ど良 くない。今 回の調査 地 域 であ るチ ュプ

ッ ト州,サ ンタ クル ス州 は,ア ンデス 山脈 の

麓か ら海 に向か って緩 やか な勾 配 の丘 陵地が

300km以 上 にわた って続 くた め,乱 れ の少 な

い強風 が西 か ら吹 き抜 け る。殆 どの地域 で平

均風 速7m/秒 以 上,中 心部 で は10m/秒 を超 え

る所 もある。両州は,風 が強い こととと もに,

ア フ リカや オ ース トラ リアの最 南端 よ りもさ

らに南(南 緯40度 以上)に 位 置 し,冬 が 寒 い

ため,丘 陵地帯 には潅木 が所 々 に生 えてい る

程 度 で,風 を妨 げ る ものが ない。一 般 的 な景

観 を図3に 示す 。四方 いずれ も地平 線 で,大

地か らい きな り空 に移 る とい う景色 が,車 で

1時 間以上走 って も変わ ることな く続 く(5)。

両 州 とわが 国 との比 較 を表1に,「 風 力エ ネ

ルギ ーの宝庫 」,「風 の クウェー ト」 と称 され

るパ タゴニア地方 の条件 をわが国 との比 較 で

表2に 示す が,パ タゴニ ア地方 は通 年 の風 力

発電 の運転 に適 してい る。

図2ア ルゼンチンの地形図 とパタゴニア地方

"

濡.鰹
、

㌧

漣

響
.ル

£

、.,一,'

ベ ヤ ロ

.激 議 二ll影翼 識 。、.f
(飛行機内から)注)同 じ場所ではない。(地 上で)

図3パ タゴニア地方 の一般 的な景観

表1チ ュプッ ト州,サ ンタクルス州 と日本の比較

チ ュ プ ッ ト州 サンタクルス州 日本

人口 41万3,000人 19万7,000人 1億2,670万 人

面積 225×103㎞2 244×103㎞2 378×103km2

人口密度 1.8人/km2 0.8人/km2 335.5人/km2
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表2パ タゴニア地方 と日本との比較

① 両州を加えると日本より広いが,そ の全域がほぼ平坦な丘陵地なので,州 内の殆 ど全ての地域で風車の

建設が可能 となろう。まさしく,「 風の谷」ならぬ 「風の大平原」である。

② 人口はきわめて少な く,し かも限られた都市に大部分が居住しているので,そ れ以外の丘陵土地は,ほ
ぼ無入である。

③ 舗装 された道路は,幹 線道路のみで,こ れに沿って送電幹線 ・天然ガスパイプライン等 もある。この幹
線道路はほぼ直線状で,建 設重機や大型羽根の搬入には問題が無い。またそれ以外の道路は,単 にブルド
ーザで表土を十数cm削 っただけであるが ,パ タゴニアの土質からそれで十分道路 となり,雨 が少なくてぬ
かるみ とならないので,道 路を作らなければならないとしても,問 題は少ない。特別な規制 も無 く,風 車

建設に際して問題の発生する可能性は非常に少ない。従って,州 の面積の半分に風車設置が可能と思われる。

④ 風には,風 車故障の原因となる突風や台風,大 きな風向変動,大 きな乱れも無 く,雷 も無い。

(2)チ ュプ ッ ト州 訪問

チ ュプ ッ ト州で は,ま ず,州 都 ラウソンで,

エ ビー タフ ァンの マ リオ ネベス州 知事 らと懇

談 した。席 上 「風 力 を利用 してチュ プ ッ トを

発展 させ たい」 との強い期待 を聞 き,ま た風

況 と水 源,飛 行場,港 湾等 の イ ンフラに関す

る情報 提供 の約 束 を得 た。州北部 は風 速6～

7m/秒 の地域 で,中 央部 か ら南 は7～8m/秒,

海岸付 近で は8～10m/秒 の風が 吹 くとの こ と

で あ る。風 車設 置 を想 定 す る州 の半 分 で は,

風 車 のハ ブ を設置 す る地上70mな ら平 均 で9

m/秒 の風が得 られ よう。

アル ゼ ンチ ンは,CNG自 動車(圧 縮 した天

然 ガス を燃料 とす るエ ンジ ン自動車)が 世 界

で一番 多い(120万 台,全 世界 の36%)の で,

風力発 電 で製造 す る電解水 素 の当面 の利用 法

として,天 然 ガス に水素 を混 入 して首 都 ブエ

ノス ア イ レス 等 の消 費 地 に送 り,混 合 ガス

(化石 ・再 生可能ハ イ ブ リッ ド燃料)で 走行 可

御一r醐 ■ 畠

1薫藻 暴 鼠診 擁 繋;嶺 姦ミ

嘆 ン黛 鴇＼ 磐脚
ヨ」・

図5コ モ ドロ リバ ダ ビアの街(丘 の上 か ら)

図4マ リオネベス州知事夫妻(手 前)

能 なCNG自 動 車等へ の供給 を考慮 してい る と

の こ とであ る。

次 いで,石 油 と天然 ガス産 出の 中心地で,州

最 大の都市 コモ ドロ リバ ダ ビアを訪れた。コモ

ドロとは,ス ペイ ン語で 「風が通 る」 と言 う意

味 である。 ここでは,独 占的 に配電 しているコ

モ ドロ リバ タ ビア協 同組 合(SCPL:Sociedad

CooperativaPopularLimitadadeComodoroRivadavia)

を訪 問 した。26台 の欧州製風車で10年 以上系統

に連系 して一般家庭の電力消費 の7～10%(平

均5,000MWh/月)を 供給 してい るSCPLで は,風

車 の運転実績 では,設 備利用率が40%前 後 と高

いが,風 車仕様が 欧州向 けで ここの強風 にマ ッ

チ していないためか,数 年経過す る と故障が多

くなって きている とい う。風力以外の配電のた

めの電力 は卸業者 より購…入 しているが,こ の購

入 価格 は国が66ペ ソ/MWh(22米 ドル/MWh

=2 .42円/kWh,1米 ドルニ3ペ ソニ110円 で換算)

と統 制 してい る。各戸へ の小 売 の電力価格 は,
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図6SCPLの 風力発電 ファーム前で

120ペ ソ/MWh(4.4円/kWh)と の こと。風 力発

電電力の この配電網へ の販売価格 も卸売の価格

統制 を受 けるが,風 力 には,州 と国か ら合わせ

て15ペ ソ/MWhの 補助が与 え られる(但 し,採

算 をとるには30ペ ソ/MWh以 上 の補助 が必 要 と

のこ と)の で,風 力発電電力の系統へ の実質的

な販売価格 は,81ペ ソ∠MWh(2.97円/kWh)と

言 える。

(3)サ ンタクル ス州訪 問

サ ンタクルス州 の 中央 部分 は10m/秒 を超す

強風 地帯 であ る。電気 分解 用 の水 を供給 で き

る川 は あるが,港 湾 は小 さ く大 きな船 舶の接

岸 には改修 が必 要 とな る。サ ンタクルス州 で

は,チ ュプ ッ ト州 に近 く,石 油 と天然 ガス の

町 と言 わ れ る ピ コ トル ンカ ド市 を訪 問 した 。

休 日の土曜 日に もか かわ らず,早 朝 よ り案 内

して も らって,川 の あ る場所 と水 素村(コ ル

エ ル カイケ村)と,ア ルゼ ンチ ン水 素協会

が作 っ た水 素製造 実験 施設 を視察 した。図7

図7水 素製造実験施設周辺の風車

に この施設 の概 観 を示 す。 この施 設 には,ド

イ ツか ら無償援 助 で提 供 され た4台 の660kW

風 車 が設 置 ・運 転 され(設 備 利 用 率 は平 均

45%),ま た,未 だ稼働 して はい なか ったが,

図8の ような カナ ダ製の水 電解水 素 製造装置

が あった。

この後,実 験施設内のセ ミナー室 でオスバル

ド ・マ イモ ピコ トル ンカ ド市長,フ アン ・カ

ルロス ・ボルス ィーチ アルゼ ンチ ン水素エ ネ

ルギー協会長 らと打 ち合 わせ を行 った。 アルゼ

ンチ ンの法律 で は,(地 下)エ ネルギー資 源 は

州の もので,資 源 の処分権 は州が有す るが,風

力エ ネルギー資源 について も,こ の考 えが適用

され るだ ろうとのこ とであった。打 ち合 わせ時

に,セ ル ジオ ・アセベ ド サ ンタクルス州知事

か ら「水 素に関す る日本か らの投 資 に対 しては,

同額 をサ ンタクルス州が負担す る。す なわち全

螺耀 轟二
融曹 ズみ

図8カ ナダ製の水電解水素製造装置
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投資の50%を 州が負担す る」との電話があった。

(サ ンタクルス州 出身のキルチネル大統領 らも

援助す るとの こと)。 また,ア ルゼ ンチ ンでは,

豊か な自然 の産物 をその まま(例 えば丸太)輸

出 する と15%の 輸 出税 がかか るが,「 風 車で の

風力発 電一水 電解 一水素液化 一 日本 への運搬」

の ようなスキームなら輸出税 はかか らない と想

定 され る。

3.風 力発 電の潜在的規模 とコス ト

この ような風 況 と地 勢,イ ンフ ラ状況 の も

と,パ タゴニアの潜在 的 な風 力発 電の規模 ・

コス トと風 力発 電電 力 を用 い た水 素 の理想 製

造 コス トの推 定 を行 った。そ の結果 をま とめ

て表3に 示す(3)(4)。

両州合 わせ てパ タゴニア地方 の風力 ポ テ ン

シャルは9兆6,700億kWhで,日 本 の年 間発 電

電 力量 の8倍 以上 に相 当す る膨 大 な量 とな っ

た。 また,現 状技術 ベ ースの コス ト試算 か ら,

電力 コス トは3.3～3.8円/kWhと なった。パ タ

ゴニ アの風況 ・地 勢 とイ ンフ ラに適合 した設

備 仕様,建 設 ・保 守方 式の技術 開発,そ して

風 車 の量産 の程度 に よっては,発 電 コス トを

2円/kWh程 度(ア ルゼ ンチ ンの卸電力価 格 は

2.42円/kWh)に す るの は可能 と思われ る。

表3パ タゴニア風力発電の潜在規模 ・発電 コス ト(現 状技術ベース)と 気体水素理想製造コス ト

チュプ ッ ト州 サンタクルス州

風

況

平均風速(60m高) 9mlS 10mls

想定風速分布 ワイブル分布(形状係数2)

想定定格風速 14m/s

想定設備利用率 45%149%
風向(卓 越風向) 西(アンデス山脈から吹き降ろす西風)

風

車

単

機

定格出力 3MW

想定風車直径(D) 100m

ハブの高さ 70m

推定基準風車 三菱IEC-Class1定 格 出力1000kW(MWT-1000)

風

車

設

置

配置 卓 越風向 に直 角の北南方 向に一列配置,左 右方 向は3D(300m)

後 列 とは10Dqkm)離 す。

単機設置必要面積 0.3km2磯

総設置面積 112・103km・1互22.lo3km・

(州面積の50%に 設置可能と想定)

総設置台数 374,㎜ 機 407,000機

発電設備能力 lI23百 万kW 1220百 万kW

発電電力■ 4兆4286億kWh 5兆2367億kWh

(日 本2004年 の自家発電 を含む設備 能力は,272百 万kW,

発 電電力量 は1兆1373億kWh)

電力コス ト試算 3.45-3.75円/kWh 3.3-3.6円!kWh

0.96-LO4円/MJ 0.92-LOO円/MJ

発電 システム

建設 コス ト

US$1,430/kW(157千 円/kWl$=llO円)

(BTM社WorldMarketUpdate2005

陸 上 フ ル ター ン キ ー コ ス トよ り)

金利 2%-5%を 想定

償却 ・取替え(寿 命) 償却10年 、取 り替 え20年 を想 定

運転 ・保守 0-5年05,6-10年1,11年 以 降15(c/kWh)

(BTM社Wor且dMarketUpdate2001よ り)

風力水素理想製造コス ト 11.6.20.4円!Nm3-H2

0.91-L61円/MJ(HHV)

変動費分

水電解効率

8.8.17.6円/Nm3.H2

(電 解電力 コス ト24円!kWh想 定)

4.4kWh1Nm3-H2(効 率80%期 待値)

固定費分(無 利子)

水電解システム設備費

2.8円1Nm3.H2

(全取替 え10年=8.7万 時間想定)

25万 円/(Nm3-H2/h)(2020年 期待 値)

(期待値 はNEDO燃 料電 池 ・水素技 術 ロー ドマ ップ よ り)

水 素の発熱量(高 位 発熱量:HHV):3.54kWh1Nm3

水 素の発熱量(低 位発 熱量:LHV):3.00kWh/Nm3

ヨ ヨ12
.7MJINm14L86MJ/kglkg→11.lNm

ヨ10
.8MJINm120.OMJ!kg

(注)年 間の風車の発電 出力 はおおむね風速の3乗 と設備利 用率の積 に比例 す る。例 えば,わ が 国では平均 風速6

m/s,設 備利用率30%で 採算が取 れ るとされてい るが,チ ュ プ ッ ト州の場合,平 均 風速9m/s,設 備利用率45%で

あ るか ら,年 間の発 電出力は5,1倍 になる。風車建設 コス トが同 じな ら,電 力 コス トは5分 の1に なる。 なお,風

車 は最 も頻繁 に得 られる風力 エネルギー に相当す る風速以上 で定格 出力 になる ように設計 してい る。
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表4日 本 への水 素輸送 ・供給 コス ト

ケー ス

(発電単価)

ケ ー ス1

(5円/kWh)

ケ ー ス2

(2円/kWh)

ケ ー ス3

(2円 ノkWh)

電力費 25.9 10.4 10.4

水素製造 5.2 5.2 5.2

液化設備 10.4 10.4 10.4

貯蔵設備(積 地) 4.5 4.5 4.5

小計(円/Nm3) (46) (30.5) (30.5)

タンカ ー輸 送 6.7 6.7 コ ンテナ輸 送

7貯蔵設備(揚 地) 13.3 13.3

水素 輸送 コス ト合計(円/Nm3) 66 50.5 37.5

上記 の全風 力発 電電 力量 の内,日 本へ の液

化水 素の輸出 に3分 の1(3兆2,200億kWh/年)

を割 り当 て る と仮 定す る と,日 本へ の輸 出水

素量 は5,220万t/年 となる。 この水 素 を 日本へ

供 給 す る際の,各 段 階 での コス ト(円/Nm3)

を,WE-NETの ケース6(輸 送距離2万km)

に従 い試算 した結果 を表4に 示す(3)。

ケ ース3で は,液 水 タンカー(20万m3)で

な く,荷 揚 げ地 に貯 蔵設備 が不 要 な,液 体 水

素 コ ンテ ナ タンク(ISO40フ ィー ト)を5,000

個 搭載 す る貨 物 コ ンテナ船(タ ンカー 同等 輸

送 量)で 輸 送す る こ とに してい る。 この際,

輸入 港 での水 素供給 コス トは37.5円/Nm3と な

る。 ガ ソ リン価格 を120円/e(税 込 み)と し

た際,ガ ソ リンと熱量(LHV)等 価 な水素価

格 は36.8円/Nm3(3.4円/MJ-LHV)と な るので,

上記 ケ ース3の 水 素 コス ト(但 し,輸 入受 け

入 れ港 での非 課税 コス ト)は,こ の価 格 に近

い と言 える。

4.風 と と もに

(1)割 高 と な る輸 入 液 体 水 素

パ タゴニ ア地 方 の風 力エ ネルギー の規 模 は

十分大 きく,電 力 として現 地で使 用す る場合

には,他 の燃料 か らの電力 と競合 しうるコス

トとな る と予想 され る。 しか し,そ れ を液体

水 素 に変 換 して 日本 に持 ち込 む 際 の コス ト

(熱 量 ベ ース)は,37.5円/Nm3(3.0円/MJ-

HHV,3.4円/MJ-LHV)と なる。 これ は,燃 料

電池車 が水 素燃料 を購1入す る水素 ス テー シ ョ

ンで の水 素提供 価 格 と しては競 合可 能で あ っ

て も,エ ネルギ ーキ ャリア と しては,石 油 ・

LNG等 のCIF価 格(6)(運 賃 ・保 険料込 み輸入港

到着価 格,そ れ ぞ れ2004年 で,0.68円/MJと

0.54円/MJ)に 比 較 して,数 倍高価であ る。

(2)液 体水素 の輸 入 ・使用の可能性

石油 は太 陽エ ネル ギ ーの ス トックで あ り,

風 力 は フロー で あ る とい う成 り立 ちの違 い,

化 石 エ ネ ル ギ ー の 価 格 動 向,二 酸 化 炭 素

(CO2)排 出権価 格 の動 向等 に鑑み,風 力 エ ネ

ルギ ーか らの水 素 をエ ネルギー キ ャリア(輸

送 媒体)と して輸 入 ・使 用す る可能性 につい

て検討 してみる。

[太陽 エネルギーのス トック とフロー]

エ ネルギ ー資 源 は ,時 間的 ・空 間的 に濃 縮

されて,採 取 しや す い形 態 とな ってい る。 こ

の濃縮 の程 度 を,風 力発 電(サ ン タクルス州

に設置す る風 車群),太 陽光発電(メ キ シコの

砂漠 に設 置 した太 陽電池群),そ して化 石エ ネ

ルギー(世 界最 大 の ガ ワール油 田)で 比較 し

た結 果 を表5に 示 す。 因み に,サ ウ ジア ラビ

アの ガワー ル油 田は,コ ス トが世界 で一番 安

い と言 われて きた。

ガワール油 田 とパ タ ゴニ アの風力発 電 の最

大 の違 い もコス トに あ る。最 も風力 資源 に恵

まれたパ タゴニ アで の風 力発 電の将 来 の発 電

コス ト2円kWhで す ら,ガ ワー ル油 田 の コス

ト0.19円/kWhの10倍 以上 に なる。優 良 な油 田

の原 油 で は,適 切 な地 点 で キ ャ ップ ロ ック

一103一
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表5地 表単位面積当 りのエネルギー密度(再 生可能エネルギーと化石エネルギー)

太 陽光 エネ ル ギ ー(*1) 風力発電 太 陽 光 発電(承L廓2) 巨 大 油 田(*3・*4・ホ5)

(パタゴニアサ ンタクルス州) (メキシコモハベ砂漠) (ガ ワ ール油 田)

244x103km2 200xlO3km2 油 田面 積4360km2

理論入射エネルギー 平均風速10m/s 24時 間 ・年平均の 日射量 全可採埋蔵量
0.9～1.OkW/m2 風車単機定格出力/設 置面積 0.23kWm2 (既産出量550億 バ レル含 む)

昼夜平均入射エ ネルギー 3MW/0.3km2 太陽電池パネル被覆率30% 1350.1750億 バ レル

0.3kW/m2 設 備利 用 率(CapacityFactor) 太陽電池(光 電変換)効 率 埋蔵エネルギー量

49% 10% 52.9-68.6MWh/m2

平均産出量500万 バ レル/日

年 間理論入射エ ネルギー 風力発電域での年間出力 太陽光発電域での年間出力 年間産出エネルギー量(油 田単位
2628kWh/m2 43kWh/m2 60kWh/m2 面積あた りの年平均資源減耗量)

716kWh/m2

年 間全体出力(規 模) 年間全 体出力(規 模) 年間全産出エ ネルギー量(規 模)

(サンタクルス州面積の50%に (砂漠 面積 の10%に 設置 と想 (年平均資源減耗量)
407,000機 の風車設置 と想定) 定) 3兆498億kWh(化 学)

5兆2367億kWh(電 気) 1兆2088億kWh(電 気)

発 電 コ ス ト(金 利2-5%を 想 定) 産 出 コス ト(〈3ド ル/バ レル)

3.3-3,6円/kWh(電 気) 0。19円/kWh(化 学)

0.92-1.0円/MJ(電 気) 0.054円/MJ(化 学)

(*1)WE-NET成 果 報 告 書9632(1997.3発 行)

(・2)"SolarandWindTechnologieg.ForHydrogenProduction(DOEか ら議 会 へ の 報 告2005.12)

(*3)フ リ ー百 科 事 典 『ウ ィキ ペ デ ィア(Wikipedla)』 「ガ ワー ル 油 田」

(・4)榊 原 櫻 、 「サ ウデ ィア ラ ビア の原 油埋 蔵 量 と生 産 能 力 」 中 東協 力 セ ン タ ー ニ ュー ス(投 資 関 連 情 報)2004.10.11

(k5)原 油 熱 量:38,721kJ/リ ッ トルー6157MJ/バ レル →1710kWh/バ レル

単 位 換 算:1バ レル=42ガ ロ ン=159リ ッ トルIMJ=02778kWh

(不透性 の地層)に 孔 を空 けて圧力 を開放す る

と,自 噴す るほ どに,液 体 で ある原油 が 自然

と集 まってい る。 この こ とが,他 のすべ て の

エ ネルギ ー資源 に対 す る優位 性 の もととなっ

て いる。 ガ ワール油 田が 「サ ウジ アラ ビアの

奇跡」 と言われ る所以 である。

[化石エネル ギーの価格動 向]

① 石油

石油の輸入価格 の将来見通 しは,2004年 以降,

現在 の高水準で推移す ると予想 されている。例

え ば,米 国 エ ネル ギ ー省 エ ネル ギ ー情 報 局

(DOE/EIA)の2004年 版,2005年 版,2006年 版

の,2025年 の輸 入石 油 の価 格予 測,高 値一 基

準 一安値予測 は,表6の ようになってい る(7)。

② オイル(タ ール)サ ン ド

1,750億 バ レル と巨大 な埋 蔵量 を誇 る,非 在

来石油資源であ るカナ ダ ・アルバー タ州のオイ

ルサ ン ドは,原 油換 算 で25ド ル/バ レル程度

(1.6円/kWh,0.45円/MJに 相 当)の(出 荷)コ

ス トとされる。石油 の輸入価格が この コス トを

長期 にわた り上 回る と予想 され るようになった

ため,大 きな開発投資が な されてい る(2)(8)。こ

の オイルサ ン ドでは,露 天掘 りの場 合 を除 き,

表6石 油価格の2025年 予測(ド ル/バ レル)

2004年 版

(2002年 ドル)

2005年 版

(2003年 ドル)

2006年 版

(2004年 ドル)

高値
35

(0.62)

48

(0,86)

90

(1.61)

基準
27

(0.48)

35

(0.63)

54

(0.96)

安値
17

(0.30)

21

(0.38)

34

(0.61)

※O内 は6157MJ/バレル,llO円/ドルで,円/バレルに換算した値。

(出所:USDOEIEIA)

高粘度の重 質油 を,自 重で,あ るいは圧力 を掛

けて低粘度 とす るため に,熱 水 蒸気注入管等,

人工的 に,地 中にエ ネルギー資源 を収集す る構

造 を構築 しなければならない。 これが,25ド ル

/バ レル という高 コス トの主要因 と考 え られ る。

[風 力発電 の高 コス ト要 因]

風 力発 電で は,風 車 と送電網 とい う,エ ネ

ルギー資 源 を収 集す る構 造 を,人 工 的 に地 上

に構築 し,一 定期 間での取 替 を含 め,そ の保

守 も必 要 で,こ れ が高 コス トの要 因 となる。

ただ,パ タゴニ アの風 力発 電 の現状技 術 での

発 電 コス トは,オ イルサ ン ドの2倍 程度 であ

り,将 来 の技術 開発 で現在 のオ イルサ ン ド価

格 に近づ けるこ とは可 能 と思 われ る。
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[エネル ギー利益率 の推移 の違 い]

エ ネルギ ー資 源 の品質 の評価指標 には ,生

産 され るエ ネルギ ー量 を入力 エ ネル ギーで除

した,EPR(EnergyProfitRatio:エ ネルギー利

益率)が あ る。 実際,化 石 エ ネルギ ー資 源 は

採 取 しや す い と ころか ら使 わ れ てい くため,

EPRは 平均 的 に は年 と ともに小 さ くなってい

くが,再 生 可能 エ ネルギ ーは技術 の進展 に よ

り逆 に大 き くなってい く(9)。

[貯蔵 ・輸 送形態の違い]

もう1つ の大 きな違 いは,採 掘 した化石エ ネ

ルギー資源 は貯蔵 ・輸送 ので きる化学エ ネルギ

ーの形態であるのに対 し
,再 生可 能エ ネルギー

か ら容易 に取 り出せ るのは,そ れがで きない電

気エ ネルギーの形態であるこ とである。

風 力 や太陽光 な ど,再 生可能 エ ネルギ ー を

輸 出 ・輸 入す るた め には,化 学 エ ネルギ ーへ

の変 換が必 要 であ る。 その第1段 階 の変換 は

水電解 に よる水 素(気 体)の 製造 に限 られる。

次段 階 では,水 素液化 だけで な く,水 素 キ ャ

リア としてのア ンモニ アやグアニ ジ ンの製造,

近傍 で産 出す る石炭 と水 素 とか ら製造 す るメ

タノールやDMEが あ りうる。

風力発 電電力価格 を2円/kWhと す る と,理

想 的 な(金 利等 は考慮 せず,技 術 進展 を考慮)

電解水 素 の コス トは,3.27円/kWh,0.91円/MJ

(HHV:高 位発熱量 で計算)と なる。風力発電

電 力 で作 る水 素(風 カ ー水 素)の コス トは,

オ イルサ ン ドを原料 とす る石油 の 出荷 コス ト

の2倍 弱 までに しか下が らない。

[CO2排 出権取 引価 格 と水素 コス ト]

一方
,地 球温暖化の速度 を遅 らせ るため再生

可能エ ネルギー使用拡大 にかかわる高 コス トを

先進国 間で補 償す る仕組み と して,CO2排 出権

取引があ る。わが国の電カー律 のCO2排 出係 数

の0.555kg-CO2/kWh(10)とEU-ETS(欧 州連合 の

排出枠取引)で の取引価格(1)の4.3円lkg-CO2と,

水 素 を用 いた際の発電効 率 を50%(水 素 のHHV

基準 の燃焼 熱 の50%が 電 力 に変換 される と仮

定)と して,風 カ ー水素 は これ らの積 で あ る

0.34円/MJ(HHV)だ け高 くて も許容 され るこ

とになる。 これ を考慮 した,電 解水素 の出荷 コ

ス ト057円/MJ(=0.91-0.34)は,オ イルサ ン

ドの(出 荷)コ ス ト0.45円/MJに 近づ くが,CIF

価格 で も同等 となるには,低 コス トな大量輸送

手段 が必要 となる。

なお,こ のよ うな風カ ー水 素の高 コス トは,

一面 でその風 力発電 ・水 電解 にかかわる産業の

創生 と継続 に寄与す る。風 車設置 には,一 方で

は,人 口密度が低 く広い土地の方が 良いが,他

方,保 守 ・取替えのため には,道 路建設や風 車

製造工場 を設 け られる程度の人が必要 となる。

[残 されている技術開発課題]

上記のような観点から,水 素 をエネルギー

キャリア として輸入す るには,ま だ,い くつ

かの技術開発が必要 となる。

①最終利用者向けの高品質の電力は水電解

には必ず しも必要ではない。急速 に出力変動

する風力 タービンか らの発電電力全量 を,系

統への電力 の供給 なしにそのまま用いて,出

来るだけ低コス トで水素を製造する技術。

②大量の水素の,低 コス トな貯蔵 ・輸送手

段。 これには,輸 送インフラがほとんど必要

でなく水素の軽 さと風 を利用 した長距離輸送,

化石エネルギーの既存の輸送 インフラをうま

く使 う技術,水 素単独 よ り水素分 の重量密

度 ・体積密度の大 きい物質(水 素キ ャリア)

に変換 しての輸送,消 費末端で必要 とされる

精製燃料へ水素を用いての現地での原燃料 の

改質等の方向が考 えられる。

5.終 わ りに

風 力発 電の2005年 の新規導入量 はll,769MW

(140億 ドル)と,対 前年増 加 率43%と 急 拡大

し,エ ネ ルギー供給 のか な りの部分 を風 力発

電 等再生 可能 エ ネルギ ーで担 わせ る動 きが高

まって きている(11)。

また,米 国DOEで は,「 水素生 産の ため の太
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陽 と風 力エネルギー技術」 プログラムで,全 米

の太陽 と風力エ ネルギーか らの水 電解 による潜

在的 な水素生産量 を評価 し,2040年 に,す べ て

の小型 自動 車(3億 台)が 水素 を燃料 とす ると

した場 合の必要水 素量(6,400万 トン)の15倍

以上(10億 トン)が 生産可能 としている(12)。

しか し,わ が 国の国土 面積 と人 口 を考慮 す

る と,米 国 と異 な り,再 生可 能エ ネルギ ーで

十分 な量 をまか な うこ とは考 え に くい。 しか

も世界 的な競争状 況で,産 業 ・生活 のエ ネル

ギ ー コス トが高 くな りす ぎる ような低 品質 の

再 生 可能 エ ネル ギー に依存 す るの も得 策 でな

い。 国際 的 な視点 か ら再 生可能 エ ネルギ ーの

利 用の検討が必要 となる。

ところで,世 界 的 に風 況が 良い とされ る地

域 であ って も,ア フリカ,ア ジアや南米 では,

必 ず し も風 況 デー タが揃 ってお らず,風 力発

電 に適 した地域へ の風車 の普及 を狙 い と した,

「風力 地図」策定の重要性 が認識 されつつあ る。

将 来再生可 能 エ ネル ギーへ の依 存 を高 め ざ

る を得 ない とす るな ら,今,こ の再生 可能 エ

ネル ギー に恵 まれ,輸 出余 力 のあ る地域 との

良好 な関係 を構築 してお くのが望 ま しい。 こ

の再生 可能 エ ネルギーの 開発 は輸 出国の永続

す る新 規産業 の創 出 に寄与 す るた め,開 発 自

体 が相 互 に メリ ッ トの ある こ とに なる。風 力

エ ネ ルギ ーに恵 まれたパ タゴニア の風 を 日本

に運ぶ 開発 の第1ス テ ップ と して わが国 の意

思 を示 す ため,パ タゴニ アの詳細 な風 力地 図

策定 に,早 急 に協 力すべ きと思 われる。
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[内外情勢紹介]

中国山西省 における石炭利用について

橋 本 孝 雄(難 責一総合工学隔)
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1.は じ め に

中国は,1993年 に石油輸入 国に転 じて以来,

石油輸入量 は ます ます増加傾 向にあ り(2005年

の輸 入量 は1.3億t(前 年比約5%)),最 近,

石油消費量で も日本 を追い越 した といわれてい

る。 この ような状 況 を背景 に,中 国では,一 次

エネルギー としての石炭の重要性 は増す ばか り

である。石炭企 業の再編 による生 産性 の向上 だ

けで な く,石 炭 を利用 しやすい形 に転換 す る,

ガス化,液 化 プロジェク ト(直 接液化,間 接液

化)が 花盛 りである。数年内に,実 証,商 業規

模の設備が稼動する計画がいくつかあるが,計

画通 りに進捗するか興味のあるところである。

筆者は,2005年 秋,「 コークス炉ガス改質技

術 に関する現地調査」(1)の 一環として,中 国

山西省の省都太原市 を拠点に,臨 沿市,大 同

市,長 治市 の都市ガス製造企業,コ ークス製

造企業等 を訪問 し,石 炭利用の状況 を直接知

る機会 を得 た。以下,経 済発展 を続ける中国

の中にあって,石 炭資源 を背景 に活況 を呈す

る山西省諸都市の様子の一端を紹介する。

＼
鶴欝

、朧,

癖総

,藻,

Q舗

(出所 、経 済産業省 「エ ネルギー 白書,。 。5年度版」 を基 に編集 部で作成)σ)・ 蹴

図1中 国 における石炭資源の分布(2)
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表1部 門別石炭消費量の推計(3)

(単位;億t)

総計
石炭多消費産業 その他

電力 冶金 化学 建材 小計 民生 その他

1990 竃0.55 2.90 α80 α601.10 5.40 1.70 3.45

1995 13.77 4.77 1.55 0.82t55 8.69 璽.35 3.73

肇996 14.47 5.22 1.60 α82等.55 9.19 窪.44 3.84

1997 13.92 533 哩.56 α761.52 9.17 1.22 3.53
1998 12.95 5.27 t59 0,771.53 9.16 0.89 2.90

肇999 12.64 5.39 1.6◎ α79摩55 9.33 0.84 2.47

2000 12.45 5.92 1.61 0.80t60 9.93 0.79 等.73

20◎1 12.62 6.46 t71 α811.62 10.60 α78 箋24

2002 13.7 7.33 1.76 0,841.68 11.61 0.76 1.33

2003 欝,9 8.5 1.8 0.81.7 12.8 0.74 2.36

2◎◎4 192 9.9 20～2ヨ 2,0&2.5 13昏14( 074 35～45

2005 21前 後 11 2以 卜 α92 蓬6口 卜 4以上
洪:2004年 、2005年 の数緯は環地聞 き敗 り調査等 より

電力には熱 供給 が含 まれ る。冶金には購入コー クスは含 めない、

出所:煤 炭 工業 蹟版社 、 「中国煤炭発展報告1他 、および聴 き取 り調査 より作成

2.中 国の石炭資源 と需給状況

(1)内 陸部に偏 在す る石炭資源

13億 人 の人 口 と広 大 な面積 を有す る中国は,

石 炭 の生産量 が世 界第1位,原 油生 産 も第5

位 の エネ ルギー生 産大 国で ある。石炭 を供給

面 か らみ る と,中 国 におけ る石 炭 は,一 次 エ

ネル ギー供 給 の約70%を 占めてお り,化 石燃

料 を中心 と したエ ネ ルギ ー供 給構 造 で あ る。

資 源分布 か らみ る と,石 炭 は,図1に 示す よ

うに,山 東省,河 南省,山 西省,陳 西省 お よ

び新彊 ウイ グル 自治 区に多 く,偏 在 している。

この ため,大 消 費地 で ある 中国沿岸部 まで の

鉄道 輸送網 の整 備 ・増 強が供 給確 保上,相 変

わ らず大 きな課題 となっている。

(2)需 要の伸 び を反映 した増産

中国の石炭生産量 は,特 に,2001年 以降,経

済発 展 に伴 うエ ネルギ ー需要 の伸 び を背景 に,

大 幅な増産が行 われ,2004年 の生産量は19.9億t

とな った。 内訳 は,山 西 省5.1億tを 筆頭 に,

内モ ンゴル2.o億t,河 南1.5億t,山 東1.4億t,

陳 西1.3億tと 続 い てい る。2005年 には,中 国

全体で21億 トンを超 えた と速報 されている(3)。

一方
,石 炭 消 費量 は,表1に 示す よ うに,

2001年 以降,年 率9～20%の 伸 び を示 してい

る。2004年 の消費 量 は,電 力 部 門(火 力発 電

所)が9.9億tで 国内消費 量 の約半分,冶 金部

門(鉄 鋼)お よび化 学 と建 材部 門が,そ れぞ

れ 同規 模 の2.o～2.5億tで あ る。 中国 国家発

展 ・改 革委員会 によれば,2006年 の総 需要量

は22.5億tに 達 す る見通 しで あ る。 また,国

際 エネルギー機 関(IEA)の 推計 では,2020年

の中国の石炭需要量 は24億tと 予想 している。

最近 の世界 的 な石油価 格高 騰 の 中で,中 国

で も石 炭 の供給 不足,在 庫 の逼 迫 な どに よ り

石 炭価格 の上昇傾 向 とと もに,石 炭需 要 も今

後 更 に拡 大 してい くもの予想 されて い る。 こ

れ らの状 況 に対 応す るた め,国 に よる近代 的

な炭鉱 開発 や石 炭利用 の効率 化推 進 な どの対

策(例 えば,全 国13カ 所 大 型 石炭 基 地整備)

が積極 的に とられ てい る。

また,最 近 の原 油価格 高騰 の影響 を受 けて

石炭 価格 も上昇傾 向 にあ り,中 国の大規 模石

表2主 要国の コークス生産量(1)

国名
生産量

(千t)

割合
(%)

中国 177,7S( 45.6

撰本 37,908 9.7

ロシア 29,724 7.6

ウクライナ 20,098 5.2

イ ン ド 17,24C 4.4

米国 14,400 3.7

韓国 10β8C 2.7

ポー ラ ン ド 10,112 2.6

ドイ ツ 7,527 1.9

ブラジル 7,148 1.8

その他 57β12 14.8

合計 390,099 100.C

(出 所:「 石 炭 年 鑑2005年 度版 」,㈱ テ ッ ク ス レポ ー ト)
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炭企業を中心 に,売 り上げ,利 益が伸びてい

る。 このような経済環境の変化 を背景 に,単

に石炭を販売するだけではなく,潤 沢な資金

を活用 して,石 炭利用技術 の自主開発,技 術

導入を志向する企業が増加 している。

(3)コ ー クス生産

中国 は,ま た,コ ー クス生 産大 国 で あ る。

表2に 示す ように,2003年 の生 産量 は,1億

7,700万tと,世 界 の コー クス生産 量の約46%

を占め,他 の国 を大 き く引 き離 している。

3.中 国石炭産業 の メッカ 山西省

山西省 は,総 面積15.6万km2(日 本の本州 の

3分 の2),人 口3,300万 人,黄 河流域 の 中部

にあ り,西 に黄河,南 西 は河南省 と境 を接 し,

華 北平 原の西 部 に位 置 してい る。東 は太 行 山

脈 を中心 とす る 山地 で,太 行 山の西側 に位置

す る ことか ら,「 山西」 と言われ てい る。全体

の80%が 平均 標高800～1,500mの 山地で,い わ

ゆ る 「黄砂 」 で有名 な黄土 高原 に属 し,水 不

足 は深刻で自然環境の厳 しい地域である(図2)。

(1)突 出する石炭埋蔵量 とコー クス生産

山西省 は,豊 富 な鉄資源 のほか に,「 石炭 の

里」,「石炭の海 に浮かぶ省」 と呼 ばれ るほ ど石

炭資源 に恵 まれてお り,埋 蔵量 は中国の総埋蔵

量 の3分 の1に 当 たる2,612億t,埋 蔵面積 は

省全体の3分 の1に も及び,生 産量で は中国の

石炭の4分 の1が 山西省で生産 されてい る。

山西省 の コー クス生 産量 は,毎 年,中 国全

体 の30～40%と 突 出 して い る。他 の省 は10%

以 下 であ る。 コー クス輸 出の割 合 も高 く,中

国は世界 の総輸 出量 の半分 を占めている。

日本 の場 合,ほ とん どの コー クス工場 が製

鉄 所 内 に立地 して い るが,中 国 の場合 に は,

コー クス専 業企 業の割 合が 高 く,コ ー クス の

全 生産量 の60.8%が コー クス専 業企 業 に よる

もので,鉄 鋼 系企 業29.7%,都 市 ガス系 企業

g5%と なってい る。 なお,鉄 鋼全体 での コー
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山西省の黄土高原

クス 自給率 は,約60%で,鉄 鋼 企業 はコー ク

ス企業 か らコークス を購 入 してい る。

コー クス製造 の主要原料 で あ る強粘 炭 の埋

蔵量 で も,山 西省 は中国全 体 の半分 以上 を 占

め ている。

(2)深 刻 な環境問題

山西省 は,他 省 への石炭移出のほかに,コ ー

クス生産 を中心 と した石炭利用が盛 んな省で あ

るが,そ れ に伴 う環境 への影響 は深刻 であ る。

2005年6月,中 国国家環境保護i総局 に よ り公表

され た中国の10都 市(山 西省の臨沿,陽 泉,大

同,長 治,四 川省の宜賓,墓 枝花,甘 粛省 の金

昌,湖 南省 の株洲,河 南省 の焦作,お よび直轄

市の重慶市)は,大 気汚染 ワース トテンである。

その中で,石 炭産地である山西省 は群 を抜 き多

い。 これ までの伝 統的 な中国の慣 習 によれ ば,

公的機関が,受 けの良い結果 ・情報 を積極 的に

誇示す ることはあって も,マ イナス情報 を開示

す ることは少 なか った。 このような傾 向は大 き

な変化の1つ か も知 れない。

中国 は今 後 も石 炭 を継 続 的 に利用 せ ざるを

えない こ とか ら,生 産 地域 お よび消費地 域 に

お け るエ ネルギー供給 と環境 保全 とのバ ラ ン

ス を どの よ うに とって行 くか は重 要 な課 題 で

あ る。石 炭の生 産 と消 費拡大,石 油消 費 の増

大,天 然 ガスへ の転換 等 とと もに急激 に企業

改 革が進 め られ る中で,多 くの課 題 と歪み が

生 じて い るの も事 実 であ り,石 炭 生産 の メ ッ

カ,山 西省 も大 きな転 機 に立 た され てい る よ

うである。
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4.山 西省の石炭利用の実例

今 回の現 地調査 で は,省 内の移動 は,太 原

市 をベ ース と して小 型バ ス(中 国製)で 行 っ

たが,1970年 代 の 日中国交 回復 当時 は全 く無

か った高速道 路網 の整備 が急速 に進 め られて

お り,そ の進捗 の速 さには驚 か された。 中国

初 の高 速道路 は,1988年 に開通 した上海 一嘉

定 問(全 長18.5km)の もので,そ の後,全 国

の高速道路 網 が急速 に整備 され,2004年 末 ま

でに3.4万kmの 高速道路が建設 され た。さらに,

2020年 まで に7万kmの 高速道路網 整備 の計 画

が進 め られている(図3)。

山西省 には,2003年 に開通 した,南 北 を貫

く幹線 の 「山西大運高速 道路」(大 同市一運城

市,全 長666km,計6車 線)が あ り,近 隣 の省

と も高速 で結 ばれている。

(1)大 同市 ガス有限公司の訪問(2005年11月

18日)

太原 市一 大 同市 間 は360km,18年 ぶ り,3

図4大 同市市内の様子

回 目の大 同市 で あ った。相 変 わ らず街 中が 石

炭 粉塵,排 ガス に まみ れてい るの では との予

想 に反 し,晩 秋 の晴天 に恵 まれ たせ いか,昔

ほ どの黒 さ,暗 さは感 じられ ず,街 には中国

独特 のカ ラフル な色 彩があふれていた(図4)。

大 同市 ガス有 限公司 は,コ ー クス炉 ガス を

原料 に都 市 ガス を大 同市 内 に供給 してい る企

業 であ る。 同社 所在 地 は,大 同市 の中心部 か

ら南へ1.5kmで,1990年 に操 業 開始,工 場 敷

地面 積27万m2,選 炭工場,コ ークス工場 を6

基(1基 休 止),ガ ス精 製設備 の主要施設 の ほ

か,ア ンモ ニ ア,ベ ンゼ ン回収 設備等 を有 し

てい る。 現在,コ ー クス工 場 を1基 建 設 中で

ある。 当然 なが ら,大 同炭 を使用 し,ガ ス発

生量 は26～27万m3/日(3分 の1は 自家消費で,

3分 の2程 度 を大 同市 内 に供給),コ ー クス生

産量 は700～800t/日 である。

現在,中 国政府 に よる西部地域 のガス を東部

地域 に輸送する 「西気東送」方針 に基づ き,天

然 ガスの利用 が注 目されてい る。 しか し,同 社

では,大 同市 の計 画に従 い,石 炭 ガスによる合

成燃料 製造 を目指 して30万t/年 の メタノール

製造設備建設 を計画 中であ る。将来 は,メ タノ

ール を化学原料 とする化学 品生産 に繋 げて行 き

たい と,か な り意欲 的で 日本の資金(例 えば,

政府開発援助(ODA))に 関心 を持 っている。

中国 にお け る石 炭 ガス化 技術 動 向 につ い て

も話題 に上 った。大 量 の石炭 を利 用 して い る

中国 では,ガ ス化技術 は非常 に重要 な技術 で,

す で にテキサ コ,シ ェル,中 国 プロセス の実

績が あ り,今 後,3～5年 で 更 に設備 導入 は
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図5大 同市ガス有限公司正門前

拡大するだろうとの話であった。 日本のガス

化技術 については特に関心 を示 さなかったが,

いつ もの中国らしい表現で 「低金利融資 との

抱 き合わせであれば導入の可能性はある。中

国は,い つで も市場,機 会 を準備 してお り,

事業 に参入するか しないかは日本側次第であ

る」 と話 した。

(2)臨 扮市の コークス製造企業の訪問(2005年

11月21日)

臨 沿市 は,太 原 市 の南,約300kmに あ り,

中国の環 境汚 染地域 ワース トワ ン といわ れて

い る。街 に近 づ くにつれ て街 全体 がす っぽ り

と舗 に覆 われ て,幻 想 的 な雰 囲気 が漂 ってい

る と思 い きや,市 内 に入 る とす ぐに,喉 が い

が らっぽ くな り,や は り空気 が違 う とい うの

が第一印象で あった。

臨沿 市周 辺 の コー クス生 産 能力 は,年 間,

約1,000万tで あ る。 臨沿市 では,比 較 的新 し

い コー クス製造企 業(臨 沿同世達 実業有 限公

司)を 訪 問す る機 会 に恵 まれ た。冶金用 コー

クス を70万t/年,タ ール2.5万t/年,コ ー クス炉

ガス40万m3/日(そ の内,40%の15万m3は 余

剰 ガス と して焼却処 理)を 製造 し,4,000kwの

ガス発 電設備 も有 してい る。 中国で初 めての

コークス押 出機 を設置 した工場 が あ り,コ ー

クス工場 は2基(50門(炉),炉 幅50cm× 炉 高

4.3m,充 填石炭 量 は,1炉 当 り26t,ガ ス消

化 設備 もあ り2003年 に操 業 を開始 し現在 は フ

ル生産 である(図6)。

山西省政 府 の通 達 に よれば,2005年 中に太

原市 の6万 世帯 を天 然 ガス に転 換す る こ とに

なっ てい るが,臨 沿 市へ の指 示 は特 に ない 。

会社 と しては,5年 以内 に天然 ガス導入 を考

図6臨 扮市のコークス製造企業
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えてい る。天 然 ガス とコークス炉 ガスの価 格

(1m3当 り)を 比較 す ると,コ ー クス炉 ガスは

天然 ガスの3分 の1で あ るこ とか ら,液 体燃

料 製造 に興味 を持 ってい る。 コークス炉 ガス

の放 出 を禁止 す る との 山西省指 示へ の対 応 に

ついて質問す る と,「 多 くのコークス炉 ガスが

利 用 されず に廃 棄 され てお り,対 策 のため の

何 らかの設備導 入 を考 えて行 きたい。2005年

末 が対応 期限 であ るが,当 分 の間 は現状 が認

め られる と理解 してい る」 との,中 国 ら しい

現状認識 を示 した。

(3)長 治 市の コークス工場 を核 と した石炭加

工利用地区(2005年11月22日)

長 治市 は,中 心 部50万 人,周 辺 を合 わせ る

と人 口380万 人の 中規模都 市であ る。訪問先 の

企業 は,1994年 創 立の企 業集 団(山 西1路宝集

団公 司)で,コ ー クス製 造 を核 として,エ ネ

ルギ ー,電 力,運 輸等 の関連企 業 を傘下 に も

つモデ ル企 業で,長 治市 の郊外 にあ り,コ ー

クス設備 は4,炭 鉱,洗 炭工場 お よび発電 所

はそれぞ れ2,そ の他,多 くの関連 会社 か ら

なる企業集団であ る(図7,図8)。

コー クス製造設備 として,ロ シア との合 弁

で,100万t/年 規模 が2系 列(炉 高4.3m)稼 働

中で,コ ークス炉 ガス を原料 に20万t/年 の メタ

ノール製造 設備 を建設 中で あ った。 また,自

社技術 で建 設 した,100万t/年 の コー クス製

造 設備(炉 高4.3m)が あ り,コ ー クス炉 ガス

か ら10万t/年 の メタノール を生産 してい る。25

万t/年 の コークス製造 設備(炉 高2.8m)も 稼

働 中で ある。 コー クス炉 ガス は,発 電 に も利

用 してお り,発 電 能力 は,計1.8万kwで あ る。

また,60万t/年 の タール精製設備 を建設 中で,

図7長 治市の山西1路宝集団公司(コ ークス工場 を望む)
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1期 工事(30万t/年)は 完成 し試運転 中で あ っ

た 。 メ タノ ール は,化 学 工業 原料 であ るが,

中 国で は燃料 と しての需 要が増 えるであ ろ う

と予想 されている。 コー クス炉 ガスは,現 在,

3分 の1を 発 電用 に,3分 の2が 大気 放 出 と

な ってい るが,2007年 まで に メタ ノール製造

へ 全量 振 り向け る予 定 との こ とで あった。 メ

タノール製造 プロセス は,高 温 コー クス炉 ガ

スか ら,タ ール,BTX等 を除去 した コー ル ド

コー クス炉 ガス を原 料 と し高圧 条件 下で合成

す る一 般的 な国内技術 を採 用す る計画 との こ

とで あ った ので,無 触 媒 コー クス炉 ガス改質

技術(1)に つい て紹 介 した ところ,関 心 を示

し,メ タノール合成工 程 を含 めた総合 的 な検

討 を行 い,経 済 性が 良 けれ ば,導 入 の可能性

あ りとの ことであった。

5.お わ りに

中国 は,日 本 の26倍 とい う広大 な国土 と13

億 の人 口 を抱 え,少 数 民族 を含 めて56の 民族

か ら成 る多民族 国家 で ある。多様 で複雑 なた

め,中 国 とは,何 々であ る と一 言で表現 す る

こ とは不 可能であ る。改革 開放政策 の もとで,

こ こ十数年,経 済の高度成 長が続い ているが,

これ まで,中 国の い くつ かの地域 を実 際 に垣

間見 た範 囲で も,沿 岸 部 と内陸部,都 市 部 と

地方(農 村 部),民 族 間の経 済発 展 の度合 いは

異 な り,一 般 に言 われ る ように,筆 者 も経済

格差 が 広 が って い る との 印象 を持 ってい る。

しか しなが ら,昔 に比べ,一 般庶民の生活 レ

ベルが平均的に向上 しているのは確かであろ

う。この高度成長の果実 として手に入れた生

活 レベルを13億 人が維持するには,大 量のエ

ネルギーと資源の安定確保が重要である。

山西省は,内 陸に位置 し,ど ちらか という

と経済発展の恩恵を受けにくい地域であるが,

足下 にある石炭 を上手に利用 して活発 な経済

活動 を目指す企業は多 く,今 後の更なる発展

が期待 される。その際,石 炭利用 にあた り,

環境対策 とのバ ランスをとりなが ら行 うべ き

ことは当然である。

[謝辞]

本稿 の一部 は,平 成17年 度,(財)エ ネルギー総

合工学研究所,三 井鉱山㈱,バ ブコック日立㈱

お よび働石炭 エネルギーセ ンターの4者 で新エ

ネルギ ー ・産業技術 総合 開発機構i(NEDO)か

ら共同受託 した 「無触媒石炭乾留 ガス改質技術

を用いた産業 間連携 によるク リー ン燃料 製造 に

関す る調査 」(NEDO)を 参 考 に した。改 めて

NEDOに 謝意 を表す る次第であ る。

参考文献

(1)NEDO,平 成17年 度 クリー ン ・コール ・テ クノロジー

推進 事業 「無触媒 石炭乾留 ガス改 質技術 を用 いた産業

間連携 によるク リーン燃料製造 に関す る調査 」

(2)経 済産業省,エ ネルギー 白書2005

(3)NEDO,平 成17年 度 海外 炭開発高度 化等調査 「中国

におけ る石炭供給 ポ テ ンシ ャル と世界 の石炭市 場へ 及

ぼす影響」

一113一 季報エ ネルギ ー総合 工学



● 行 事 案

第22回 エネル ギー総合工学 シンポ ジウム

『日本の エネルギーの未来 を拓 く

一 次世代の 自動車燃料 開発一 』(仮 題)

開催 日時=平 成18年9月8日(金)10=00～17:00

場=経 団連 ホール(定 員450名)

東京都千代 田区大手町1-9-4経 団連会館14F

参 加 費:無 料

プロ グラムは8月 中旬 に発 送の予 定です。

問 合 せ 先=(財)エ ネ ル ギ ー 総 合 工 学 研 究 所 シ ン ポ ジ ウ ム 事 務 局

電 話:03-3508-8891/FAX:03-3501-1735

E-mail:sympo@iae.or.jp

ホ ー ム ペ ー ジ:http://www.iae.or.jp/(8月 中 旬 掲 載 予 定)
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研究所のうごき
(平 成18年4月3日 ～7月10日)

◇ 第67回 理 事 会

日 時:6月8日(木)11:00～12:00

場 所:経 団連 会 館(9階)906号 室

議 題:

第 一号 議 案 平 成17年 度 事 業 報 告 書 お よび 決 算 報

告 書(案)に つ い て

第二 号 議 案 評 議 員 の 一 部 交 替 につ い て

第 三号 議 案 そ の 他

◇ 月例 研 究会

第245回 月例 研 究会

日 時:4月28日(金)14:00～16:00

場 所:航 空 会館5階501・502会 議 室

ア ー マ,

1.平 成18年 度 供給計画の概要一電力各社供

給計画の集約結果一

(電気事業連合会 電力技術部長

三浦 良隆 氏)

2.電 力自由化の現状 と課題

((財電力中央研究所 社会経済研究所

首席研究員 矢島 正之 氏)

第246回 月例研究会

日 時:5月26日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会館2階201会 議室

ア ー マ.

1.電 力ネットワーク技術実証研究に係る総合

調査 一電力ネットワーク技術 に資する国内外

技術 ・施策動 向と実系統適用評価に関する基

礎検討一

(プロジェク ト試験研究部 主任研究員

壁村 克樹)

2.分 散型電源を系統へ連系 した場合の系統安

定に関する調査について

(プロジェクト試験研究部 主任研究員

細木 訓)

3.品 質別電力供給 システム実証研究に係 る総

合調査 一需要家 における品質別電力供給のニ

ーズ調査一

(プロジェクト試験研究部 主管研究員

石垣 幸雄)

第247回 月例研究会

日 時:6月30日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会館5階501・502会 議室

ア ー マ.

1.「 新 ・国家エネルギー戦略」について

(経済産業省 資源エネルギー庁 総合政策

課 企画調査官 高橋 直人 氏)

2.最 近の省エネルギー政策 と技術の動向

(働省エネルギーセンター 企画調査部

部長 佐藤 文廣 氏)

◇ 主なできごと

4月18日(火)・ 原子力水素研究会

27日(木)・ 第4回 エネルギー技術情報基盤

検討委員会

28日(金)・ 第1回 風力発電電力系統安定化

等技術開発実行委員会

6月6日(火)

8日

19日

22日

わ

鋤

刺

28日(水)

30日(金)

◇ 人事異動

04月20日 イ寸

(嘱託採用)

末廣利恵

06月15日 付

(退職)

木村真由美

一ll5一

・第4回 「原子力技術基盤の再構

築のための課題 に関する調査委

員会」
・高温ガス炉 プラン ト研究会総

会 ・第1回 研究会
・原子力水素研究会

・第1回 電力ネットワーク技術総

合調査委員会

・第5回 エネルギー技術情報基盤

検討委員会

・第1回 革新的技術に関する研究

委員会

・第1回 品質別電力供給システム

総合調査委員会

プロジェク ト試験研究部 研究員

経理部兼エネルギー技術情報センター

研究員

06月28日 付

(出向解除)

乾 昌弘 プロジェク ト試験研究部 主管研究員

麻島 健 プロジェク ト試験研究部 主任研究員

06月29日 付

(出向採用)

高山大輔 プロジェク ト試験研究部 主任研究員

季報エネルギー総合工学



06月30日 付

(出向解除)

横山昌宏

小泉真範

武井摂夫

壁村克樹

プロジェク ト試験研究部

プロジェク ト試験研究部

プロジェク ト試験研究部

プロジェク ト式験研究部

主管研究員

主管研究員

主任研究員

主任研究員

07月1日 付

(任用 ・委嘱)

疋田知士 研究理事(主 席研究員)

エネルギー技術情報センター長

(出向採用)

金児洋明

酒谷幹男

鈴木和人

浦田浩孝

プロジェク ト試験研究部

プロジェク ト試験研究部

プロジェクト試験研究部

プロジェクト試験研究部

主管研究員

主管研究員

主任研究員

主任研究員

(異動)

小川紀一郎

波多野守

エネルギー技術情報センター専門役

(兼)プ ロジェクト試験研究部専門役

プロジェクト試験研究部専門役 エネ

ルギー技術情報センター兼務

07月10日 付

(兼務解職)

山田英司 兼企画部長兼プロジェクト試験研究部

長

(出向採用)

山崎 毅 企画部長兼プロジェク ト試験研究部長

第29巻 第2号(2006)
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編集後記

今回のワール ドカ ップは,最 終的には,

イタリアが歓喜の栄冠 を掴み ました。 日

本 は決勝 リー グに も進 め ませ んで した

が,初 戦のオース トラリア戦(6月12日

22時 開始)の 関東地区における平均視聴

率は49%,第2戦 のクロアチア戦(6月

18日22時 開始)の 同値 は約53%,そ して

第3戦 のブラジル戦(6月23日5時 か ら

の後半戦)の 同値 は,未 明ではあ りなが

ら約37%を 記録 し,日 本 人の約半数にの

ぼる多 くの人々が一喜一憂 しなが ら見つ

めた様子が伺 えます。そ して,そ のほと

んどは勝つこ とに最大の関心があったで

しょうが,同 時 に事後 「にわか批評家」

に変身 してその敗 因を分析 した り,話 の

種 にした人 も多かったのではないで しょ

うか。いわ く,「 入れるべ きシュー トを

入れ られ なかった」,「同点 ゴールを入れ

られて浮足立 った」,「技術面の レベルの

違いが歴然 としていた」,「ベス トの体調

で臨んでなかった」,「チームプ レーが完

成 してなかった」,「最後 は体力差が物言

った」 ・・・…

ところでそれ らの 「にわか批評」 を筆

者な りに集約 させ ていただきます と,結

局は 「心 ・技 ・体」のバ ランスある充実

度で,今 回の日本 は決勝 リーグに進む資

格がなかったと総括 されるように思われ

ます。大相撲,特 に横綱 の資質 として挙

げられる 「心 ・技 ・体」 は,何 も国技の

専売特許でな く,外 来の団体競技に も応

用で きる標語なのか もしれませ ん。

さて,現 代 のエ ネルギー ・環境 問題

を 「心 ・技 ・体」 に照 らして考 えた ら

どうなるので しょう。 まず,「 技 」 は,

技術 ・研 究開発の レベ ル とポテ ンシ ャ

ル とい え るで しょう。 また 「体」 は,

それ を遂行 す る資金力 と人材等 の実行

力 といえる ようです。 しか し,「 心」 と

な る とどう もス ムースに対 応す る言 葉

が浮かんで きません。国家 レベルでは,

地球環境 とい うグローバ ル な課題解 決

に貢献 しよう とい う理念 がそれ に相 当

す るか もしれ ませ ん し,個 人 レベ ルで

は,同 問題へ の関心 や 「モ ッタイナイ」

に賛 同す る人のあ り方 が問われ る こと

になるので しょうか。

本号 は,ご 覧頂 きました ように今 後

の 「電力 ネ ッ トワーク技術 」 に関す る

研 究動 向紹介 をは じめ として,経 済 産

業省 の 「新 ・国家エ ネルギー戦略」 の

概 要,さ らに電力 自由化,日 豪石炭利

用 動 向,バ イオマ ス利用,原 子力規 制

の動 向,海 外 の風力エ ネルギ ー資源 活

用 の可能性 等 々,通 常号 以上の紙 数 と

バ ラエ テ ィー に富 む内容 で ま とめ ま し

た。

エ ネルギー ・環境 問題 で,決 勝 リー

グ に進 み ・勝 ち残 るための 「心 ・技 ・

体 」充実 にい ささかで も役 立 てれば と

願 う事務 局の思い を汲 み取 っていただ

ければ幸 いです。

∠JxJI[糸己一 良区言己
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